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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）は、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受け

て作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科

学大臣改定）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、平

成 30 年 3 月 29 日改正）等に基づき、平成 30 年 11 月 2 日に「福島環境回復に関する技術等の研

究開発」に関する中間評価を福島環境研究開発・評価委員会に諮問した。 

これを受けて、福島環境研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方法に従い、

原子力機構から提出された第 3 期中長期計画期間（平成 27 年 4 月から平成 34 年 3 月）における

研究開発計画に関する説明資料の検討及び各担当者による口頭発表と質疑応答を実施した。 

本報告書は、福島環境研究開発・評価委員会より提出された中間評価の内容をとりまとめると

ともに、「評価結果（答申書）」を添付したものである。1 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
本報告書は、福島環境研究開発・評価委員会が「国の研究開発評価に関する大綱的指針」等に 

基づき実施した外部評価の結果を取りまとめたものである。 
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Japan Atomic Energy Agency (hereinafter referred to as “JAEA”) consulted an assessment committee, 

“Evaluation Committee of Research and Development Activities for Fukushima Environment” (hereinafter 

referred to as “Committee”) for interim evaluations of “Research and Development of the Technologies for 

Fukushima Environment Recovery” in accordance with “General Guideline for the Evaluation of 

Government Research and Development (R&D) Activities” by Cabinet Office, Government of Japan, 

“Guideline for Evaluation of R&D in Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology” and 

“Regulation on Conduct for Evaluation of R&D Activities” by JAEA. 

In response to the JAEA’s request, the Committee evaluated the R&D programs and activities of during 

the period of about three years from April 2015. The Committee evaluated the R&D activities and programs 

based on the explanatory materials prepared by JAEA and its oral presentations with questions-and-answers 

sessions. 

This report summaries the results of the evaluation by the Committee with the Committee report.2 
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１．概要 

  

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）は、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受け

て作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科

学大臣改定）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、平

成 30 年 3 月 29 日改正）等に基づき、平成 30 年 11 月 2 日に「福島環境回復に関する技術等の研

究開発」に関する中間評価を福島環境研究開発・評価委員会に諮問した。 

これを受けて、福島環境研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方法に従い、

原子力機構から提出された第 3 期中長期計画期間（平成 27 年 4 月から平成 34 年 3 月）における

研究開発の進捗状況に関する説明資料の検討及び各担当者による口頭発表と質疑応答を実施し

た。 

その結果、各研究開発課題については、いずれも順調に進捗しており、事故後の収束に向けた

研究開発という緊急事態に柔軟に対応しつつ取り組んできたこと、学会発表だけでなく地域への

的確な情報提供による将来への安心感、信頼感の醸成に努めていること、各課題とも、予定され

た研究成果のほか、復旧・復興状況に応じた研究の追加・修正が適切になされているなどの評価

を頂いた。また、研究成果の反映について、国や市町村における対策立案、情報提供による住民

の不安軽減等に役立てられるとともに、一部開発技術については民間への技術移転が進められる

などの具体的な成果が認められることから、「特に顕著な成果の創出」や「顕著な成果の創出」

が認められるとともに、「将来的な成果の創出の期待等が認められる」と判断された。 

また、第 3 期中長期計画期間の後半の研究開発の進め方については、社会的なニーズに合致し

た課題が設定されていること、適宜技術移転が進められる計画であることなどから、妥当と判断

された。引き続き、今後の避難指示解除や住民帰還などの復興を支援するため、積極的に国や自

治体等との双方向のコミュニケーションを図り成果の反映先を意識して研究開発を進めること、

他機関との連携による研究成果の創出や情報発信、長期的な視点での若手研究者の人材育成に取

り組むことなどの意見があった。 
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２．福島環境研究開発・評価委員会の構成 

 

本委員会は平成 25 年 2 月 1 日に設置され、平成 30 年 12 月 1 日時点で以下の 10 名の委員から

構成されている。 

 
委員長 髙橋 隆行 国立大学法人福島大学 学長特別補佐 

環境放射能研究所長 
理工学群 共生システム理工学類 教授 

 青野 辰雄 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構  
放射線医学総合研究所 福島再生支援本部 
環境動態研究チーム チームリーダー  

伊藤 京子 国立大学法人大阪大学 経営企画オフィス 
特任准教授 

 
大迫 政浩 国立研究開発法人国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター長 
 

菅野 信志 福島県 危機管理部 
政策監 

 
五味 高志 国立大学法人東京農工大学 農学研究院 

国際環境農学部門 教授 

 崎田 裕子 特定非営利活動法人持続可能な社会をつくる元気ネット 
理事長 
ジャーナリスト・環境カウンセラー  

田野井 慶太朗 国立大学法人東京大学 大学院農学生命科学研究科 
応用生命化学専攻 東京大学アイソトープ農学教育研究施設 
放射線植物生理学研究室 教授  

長谷川 聖治 株式会社 読売新聞東京本社 
事業局 局次長 

 
細見 正明 国立大学法人東京農工大学 工学研究院 

応用化学部門 教授 

     （委員は五十音順） 
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３．審議経過 

 

(1) 理事長より委員長に対し「福島環境回復に関する技術等の研究開発」に関する事後評価及び

事前評価について諮問：平成 26 年 9 月 16 日 

 

(2) 第 4 回福島環境研究開発・評価委員会（事後／事前評価）開催：平成 26 年 12 月 10 日  

 事後評価 

 環境回復に向けた研究開発の基本方針 

 環境モニタリング・マッピング技術の高度化 

 福島長期環境動態研究 

 Cs の吸脱着過程の解明 

 除染技術の高度化 

 除去物・災害廃棄物の減容方法の開発 

 事前評価 

 第 3 期中長期計画について 

 環境モニタリング・マッピング技術開発 

 福島長期環境動態研究 

 除染減容技術の高度化 

 その他の活動の報告 

 他の研究部門における福島環境回復に関連する研究開発 

 個人被ばく線量測定・評価に関する包括的な研究開発 

 

(3) 評価結果（答申書）のまとめ  

  上記の審議結果に基づき委員長が評価結果をまとめ、平成 27 年 3 月 9 日に答申した。 

 

(4) 第 5 回福島環境研究開発・評価委員会開催：平成 28 年 3 月 1 日  

 環境回復に向けた研究開発の課題と対応 

 福島環境回復に関する技術等の研究開発の進捗 

 環境モニタリング・マッピング技術の高度化 

 環境動態研究 

 除染・廃棄物減容技術の高度化 

 平成 27 年度の福島環境安全センターで取り組む受託等の事業 

 研究開発拠点の整備状況 

  

(5) 第 6 回福島環境研究開発・評価委員会開催：平成 28 年 12 月 17 日  

 環境回復に向けた研究開発の課題と対応 

 福島環境回復に関する技術等の研究開発の進捗 

 分析技術の高度化 
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 環境モニタリング・マッピング技術の高度化 

 環境動態研究 

 除染・廃棄物減容技術の高度化 

 研究開発拠点の整備状況 

 

(6) 第 7 回福島環境研究開発・評価委員会開催：平成 30 年 2 月 18 日  

 福島研究開発部門の活動状況 

 環境回復に向けた研究開発の課題と対応 
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 除染・廃棄物減容技術の高度化 

 

(7) 理事長より委員長に対し「福島環境回復に関する技術等の研究開発」に関する中間評価につ

いて諮問：平成 30 年 11 月 2 日 

 

(8) 第 8 回福島環境研究開発・評価委員会（中間評価）開催：平成 30 年 12 月 1 日 

 環境回復に向けた技術等の研究開発の実績と計画について 

 環境回復に向けた研究開発の全体概要 

 環境モニタリング・マッピング技術開発 

 福島長期環境動態研究 

 除染・減容化技術の高度化 

 今後の研究開発の進め方 

 全体討議 

 

(9) 評価結果（答申書）のまとめ 

  上記の審議結果に基づき委員長が評価結果をまとめ、平成 31 年 1 月 30 日に答申した。  
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４．評価方法 

  

理事長からの諮問に基づき、第 3 期中期計画期間における研究開発内容のこれまでの実績

と今後の計画に係る中間評価を基本としつつ、当初の計画に関する事前評価への対応状況も

加味して評価を行った。 
 

4.1 評価方法と評価の観点 
4.1.1 事後評価 
 下記の各研究開発課題について、各実施担当者より説明を受け、原子力機構が実施した自

己評価に対し、以下の観点から、研究開発の進捗の妥当性、研究成果及びアウトカムの実績等

について評価を行った。 
 

 環境モニタリング・マッピング技術の高度化 

 福島長期環境動態研究 

 除染・減容化技術の高度化 

 

（1） 研究開発の進捗の妥当性 

 目標の設定は妥当であったか  

 課題設定の質・量は適切であったか 

 状況に応じて柔軟に計画の見直し（追加・削除）等が行われたか 等 

 

（2） 研究成果及びアウトカムの実績 

 質・量ともに適切な研究成果が創出されているか 

 成果の反映先に対して、適切なタイミング・質・量で成果を提供できたか 

 国民との相互理解の促進の観点から適切な情報発信がなされているか 等 

 

（3）全体に係る事項 

 国内外他機関との連携の妥当性 

 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 イノベーション創出への取組み 

 今後の研究開発の取組みの妥当性（体制・予算等を含む） 等 

 
評価は以下の方法で行った。  

まず、（1）～（3）に関する原子力機構の自己評価について説明を受けるとともに質疑を行っ

た後、表 4-1 の評価基準に従い、各委員がそれぞれ実績の評価及びその理由や意見等を評価シー

トに取りまとめた。次に、集計した評価結果及びその理由や意見等を基に、研究開発課題毎に審

議を行い、委員会としての評価結果を取りまとめるとともに総合評価と総評を取りまとめた。 
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表 4-1 評価と評価基準 

評価 評価基準 

S 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情を

踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な研究開

発運営の下で、「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

A 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情を

踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な研究開

発運営の下で、「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

B 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情を

踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて

成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な研究

開発運営がなされている。 

C 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情を

踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適

正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に向けてより一層の工夫、

改善等が期待される。 

D 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情を

踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適

正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に向けて抜本的な見直しを

含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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５．評価結果（答申書） 

 

 

 

平成 31 年 1 月 30 日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長 児玉敏雄 殿 

 

福島環境研究開発・評価委員会 

委員長 髙橋 隆行 

 

 

 

研究開発課題の中間評価結果について（答申） 

 

平成 30 年 11 月 2 日付貴発「30 原機（福）015」において諮問のありました「福島環境回復に

関する技術等の研究開発」に関する中間評価を行った結果を別紙の通り答申します。 

 

 

 

別紙：「福島環境回復に関する技術等の研究開発」に関する中間評価 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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別紙 

 
 
 
 
 
 

「福島環境回復に関する技術等の研究開発」に関する中間評価 
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「福島環境回復に関する技術等の研究開発」に関する中間評価 
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1. 概要 

福島環境研究開発・評価委員会（以下、「評価委員会」という。）は、日本原子力研究開発機構

（以下、「機構」という。）理事長からの諮問（平成 30 年 11 月 2 日 30 原機（福）015）に基づ

き、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（以下、「第

3 期中長期計画」という。）における東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発

のうち、環境回復に係る研究開発に関して中間評価を実施した。 

 

2. 評価方法 

機構が実施した研究開発課題の自己評価に対し、以下の観点から、研究開発の進捗の妥当性、

研究成果及びアウトカムの実績等について評価を行った。 

 

（1） 研究開発の進捗の妥当性 

 目標の設定は妥当であったか  

 課題設定の質・量は適切であったか 

 状況に応じて柔軟に計画の見直し（追加・削除）等が行われたか 等 

 

（2） 研究成果及びアウトカムの実績 

 質・量ともに適切な研究成果が創出されているか 

 成果の反映先に対して、適切なタイミング・質・量で成果を提供できたか 

 国民との相互理解の促進の観点から適切な情報発信がなされているか 等 

 

（3）全体に係る事項 

 国内外他機関との連携の妥当性 

 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 イノベーション創出への取組み 

 今後の研究開発の取組みの妥当性（体制・予算等を含む） 等 

 

評価は、まず、（1）～（3）に関する機構の自己評価について説明を受けるとともに質疑を行

った後、表 2-1 の評価基準に従い、各委員がそれぞれ実績の評価およびその理由や意見等を評価

シートに取りまとめた。次に、集計した評価結果およびその理由や意見等を基に、研究開発課題

毎に審議を行い、委員会としての評価結果を取りまとめるとともに総合評価と総評を取りまとめ

た。 
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表 2-1 評価と評価基準 

評価 評価基準 

S 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な研

究開発運営の下で、「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著

な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

A 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な研

究開発運営の下で、「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

B 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に

向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な研究開発運営がなされている。 

C 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又

は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待される。 

D 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又

は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に向けて抜本的な

見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

 

3. 研究開発課題の評価 

3.1 環境モニタリング・マッピング技術開発 

評価委員会は、機構より報告がなされた環境モニタリング・マッピング技術開発（参考資料 1

及び参考資料 2）について、表 2-1 に示された評価基準に照らして、進捗の妥当性、研究成果及

びアウトカムの実績等を評価した結果、「S」の評価であると判断した。「S」の評価に当たっては、

委員からは以下のような意見が出された。 

 

 全体として所定の計画に対して研究成果が着実に創出されているとともに、外部からの要請

に応えた計画の追加や外部資金の獲得による新規研究の追加に対しても柔軟かつ迅速な対

応がなされており、当該分野におけるトップランナーの技術がニーズとつながり好循環を生

み出している点を高く評価する。 

 特に、空間線量率の状況をさまざまな観点から総合的かつ的確に把握し伝えることは、除染、

環境回復、復興の道筋にとって大変重要であり、内閣府や原子力規制庁等の行政的な意思決
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表 2-1 評価と評価基準 
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目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又

は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ 

目的・目標・計画等に照らし、研究成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又

は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に向けて抜本的な

見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

 

3. 研究開発課題の評価 

3.1 環境モニタリング・マッピング技術開発 

評価委員会は、機構より報告がなされた環境モニタリング・マッピング技術開発（参考資料 1

及び参考資料 2）について、表 2-1 に示された評価基準に照らして、進捗の妥当性、研究成果及

びアウトカムの実績等を評価した結果、「S」の評価であると判断した。「S」の評価に当たっては、

委員からは以下のような意見が出された。 

 

 全体として所定の計画に対して研究成果が着実に創出されているとともに、外部からの要請

に応えた計画の追加や外部資金の獲得による新規研究の追加に対しても柔軟かつ迅速な対

応がなされており、当該分野におけるトップランナーの技術がニーズとつながり好循環を生

み出している点を高く評価する。 

 特に、空間線量率の状況をさまざまな観点から総合的かつ的確に把握し伝えることは、除染、

環境回復、復興の道筋にとって大変重要であり、内閣府や原子力規制庁等の行政的な意思決
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定に研究成果が継続的に活用されている点を踏まえれば、環境モニタリング・マッピング技

術の基礎基盤を支える研究機関としての役割を十二分に果たしてきたといえる。 

 研究成果が多数の論文として公表されていることに加え、原子力規制庁の放射能測定マニュ

アルの改訂への貢献等、これまでに得られた研究成果の公表が着実に進んでおり、また数々

の学会賞の受賞につながっている点を高く評価する。 

 池底の放射能測定技術の民間移転や福島第一原子力発電所の排水路モニタリングへの適用、

無人ヘリや無人飛行機を用いた放射能測定技術の原子力防災への適用等、技術開発と実用化

がうまくつながり、成果の最大化が図られている点を高く評価する。 

 福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえて開発された放射線モニタリング技術やマッピ

ング技術を韓国や米国との共同研究等を通じて、広く国際的に発信することは重要であり、

その取り組みを評価する。 

 統計学的手法による統合マップ化技術や路線バスを利用した放射線測定システム技術は有

効であると考えられるものの、どこまでシステムとして使いやすいものができるのか、利用

者がどこまでこれを活用できるのか（必要としているのか）といった視点で、今後の目標を

明確にした上で技術開発を行っていくことが重要である。 

 現場への実用化に当たっては、放射線計測技術の開発に加え、無人ヘリや無人機のオペレー

ターの養成等も併せて重要な課題になると考える。機構が主体となって取り組む事項と民間

等が主体となって取り組む事項とを整理し、より一層メリハリをつけた技術開発が望まれる。 

 基本的な技術開発は一定の成果を得たことから現場への適用や応用に軸足を移していくと

のことについて評価する。一方で、基礎研究から応用研究（技術移転や製品化等を含む）へ

の移行には、まだ多くの解決すべき課題があると考えられることから、予算的・人的な手当

も含め、今後も着実に取り組まれることを期待する。 

 帰還困難区域では、特定復興再生拠点区域の整備が本格化している状況にあり、事故から 8

年が経過した現時点においても機構の環境モニタリング・マッピング技術に期待されている

ところは大きい。引き続き、開発してきた技術の適用や応用研究に加え、行政等のニーズを

戦略的に掘り起こし、先行的に研究開発を進め、アウトカムに円滑につなげていくことが望

まれる。 

 

3.2 福島長期環境動態研究 

評価委員会は、機構より報告がなされた福島長期環境動態研究（参考資料 1 及び参考資料 2）

について、表 2-1 に示された評価基準に照らして、進捗の妥当性、研究成果及びアウトカムの実

績等を評価した結果、「A」の評価であると判断した。「A」の評価に当たっては、委員からは以下

のような意見が出された。 

 

 全体として所定の計画に対して研究成果が着実に創出され、外部からの要請に応えた計画の

追加に対しても柔軟かつ迅速な対応がなされるとともに、環境動態研究で得られた成果の地

域への還元についても積極的に実施している点を高く評価する。 

 特に、福島県環境創造センターで活動する 3 機関（機構、福島県、国立環境研究所）が協同
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で対応した浪江町十万山林野火災時の動態解明等、突発的な課題に対する対応も適切であり、

自治体や住民の懸念払拭に貢献したことは、成果の最大化に向けた取組の結果であり、高く

評価されるものである。 

 研究成果が多数の論文として公表されていることに加え、福島環境情報サイトを通じて環境

モニタリングデータベースや環境動態研究で得られた知見を Q&A 方式で取りまとめた根拠

情報 Q&A などがホームページ上で公開される等、これまでに得られた研究成果が利用者の

興味や知識に応じた形で体系的かつ着実に公表が進んでいる点を高く評価する。 

 森林、河川、ダム等の継続的な環境動態調査を通じて、流域における Cs の流出量が非常に

小さくその大部分が森林内に長期に留まることや溶存態 Cs の挙動が生態系の Cs 蓄積に影

響を与えること等を定量的に評価し、今後、環境回復の上で長期的な課題となる事項を絞り

込むことができたことは評価できる。 

 生活圏における Cs の動態評価のための様々なモデル解析ツール（SACT、GETFLOWS、

ADRET、3D-ADRES 等）の整備が着実になされているものの、それぞれのモデルの有効性、

使いやすさ、パラメータの必要性等を含めた検証が必要である。 

 今後は、帰還困難区域を中心として、まだ基準値を超えた農林水産物（キノコや淡水魚）等

の生態系への Cs 移行等の課題に取り組むことが重要と考えるが、国内外の研究機関やニー

ズを有する福島県や地元自治体と連携を強化して進めていくことを期待する。 

 福島環境情報サイトを充実させ、これまでに得られたデータや知見をしっかりとアーカイブ

し、事故直後の状況について解析や解明が進むように、成果を取りまとめることを期待する。

また、サイト上の情報が利用者にどのように活用されたのか等のユーザビリティに関しても

合わせて評価することにより、サイトの有効性を高める取り組みにつながることが期待され

る。さらに、住民の生活と直結したよりわかりやすい情報の発信を進めていくことを期待す

る。 

 

3.3 除染・減容技術の高度化 

評価委員会は、機構より報告がなされた除染・減容技術の高度化（参考資料 1 及び参考資料 2）

について、表 2-1 に示された評価基準に照らして、進捗の妥当性、研究成果及びアウトカムの実

績等を評価した結果、「A」の評価であると判断した。「A」の評価に当たっては、委員からは以下

のような意見が出された。 

 

 全体として所定の計画に対して成果が着実に創出され、研究開発の観点から一定の評価はで

きるが、技術の実効性や実規模への拡大可能性などの観点からすれば、一部の課題について

は困難なテーマ設定であったと考えられる。その意味で、本中期計画の半ばを目途にいくつ

かのテーマを終了させた点は、研究開発の状況を踏まえた判断としては妥当であり、評価で

きる。 

 除去土壌等の分別・減容等の処理技術開発については、環境省の受託事業として、減容技術

や再生利用の現状や課題を明らかにするとともに再生利用に伴う被ばく評価の考え方を整

理し、国の減容・再生利用技術戦略の策定に大きく貢献した点を高く評価する。 
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 除染効果システム（RESET）の高度化・実証については、除染範囲の決定や自治体の帰還等

の検討にも活用され、十分な成果およびアウトカムが示された点を高く評価するとともに、

今後、特定復興再生拠点区域における除染活動に大いに反映されていくものと期待される。 

 Cs 吸脱着挙動に関する基礎研究については、多数の論文が公表されており、学術的に価値

の高い成果が創出されていることのみならず、除染・処理・再生利用技術の基盤となる成果

を提供されたことを評価する。 

 「放射線に関するご質問に答える会」をはじめとして、コミュニケーション・原子力人材育

成活動に、多くの研究者や科学の専門性を有する方々が参画されている。これは、専門知識

を有する人々が現地の方々と関わり、科学的知識や実際の環境を鑑みて、交流していった非

常に貴重な事例だと考える。このため、2011 年以降これまでの、この活動を行った方々の行

った内容、気づき、考え方の変化等を事例として取りまとめることを期待する。 

 ポリイオン等による Cs 移行抑制、磁気分離、グリセリン溶解法など終了する個々の技術開

発については、実用化に向けた課題をより明示的に抽出することが望ましい。 

 除染・減容技術の高度化に関しては、除染効果システム（RESET）の高度化や Cs 吸脱着挙

動に関する基礎研究等のいくつかのテーマを除き、一定の成果及び課題の抽出をもって技術

開発の側面からは終了する方針が示されたものの、市民・社会の理解を得て除去土壌等の中

間貯蔵や最終処分を実現していくためには、今後も機構が担う役割があるものと考えられる。

これらについて、今後もフォローできる体制を残しつつ的確な対応を継続していくことを期

待する。 

 

3.4 その他 

評価委員会は、機構より報告がなされた福島環境研究開発に関する国内外他機関との連携、若

手研究者の育成・支援、イノベーション創出への取組み、今後の研究開発の取組み（体制・予算

等を含む）等（参考資料 1 及び参考資料 2）について、概ね妥当であると判断するが、いくつか

の要望・改善の意見もあることから、最終評価に向けて、対応について検討いただきたい。 

 

 各課題とも、復旧・復興状況に応じた研究の追加・修正が適切になされ、また、多くの研究

の成果が、その時々の行政需要や住民の期待に対応したものとなっており、今後の地域の復

興に大きく貢献することが期待される。引き続き、関係機関との連携を図りながら、研究の

深化・加速化を図るとともに、状況の変化に応じた研究内容の見直しを行い、地域に貢献す

る研究を進めてほしい。 

 原子力防災・放射線計測の分野においてクロスボーダーアクシデント等に備えて隣国の韓国

との連携を強化していることは高く評価できる。また、LBNL との共同研究により、空間放

射線統合マップの高精度化に成功したことも評価できる。 

 環境動態研究でこれほど大型のプロジェクトは他に存在しない。さらに今後、関連のプロジ

ェクトが減少していくことが予想されることからも、本プロジェクトが国内のオフサイト研

究の柱として機能し、国内の研究を総括するような役割を担っていくことを期待する。一方

で、機構の現地研究が長くなればなるほど復興から遠ざかる（復興が遠い）という印象を与
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えるパラドクスになる可能性もある。福島県や地元と連携しつつ、機構の今後の研究開発体

制を検討することが望ましい。 

 環境回復研究は今後も長期的な対応が必要なテーマであり、若手人材の育成支援を積極的に

行っている点は評価できる。予算等の制約の中で、持続可能な人材確保と育成については課

題であると思われる。また、自然科学分野だけでなく、社会実装につなげる専門性をもつ社

会科学分野の人材など、今後は人材の多様性に関する戦略も必要であると思われる。 

 研究の推進にあたり、多くの外部資金を獲得して進捗・充実を図っており、高く評価できる。

復興特会が終了することも見越して、外部機関との連携を含めた競争的研究予算の獲得など

も視野に入れて、検討していく必要がある。 

 研究成果のより着実な技術移転を図るために、特許など知的財産権の取得なども積極的に進

めることを期待したい。 

 

3.5 総合評価 

評価委員会では、「環境モニタリング・マッピング技術」、「福島長期環境動態研究」、「除染・

減容技術の高度化」の 3 つの課題について、中間評価を実施した。また、国内外他機関との連携

の妥当性などさらに 4 項目についても意見をまとめた。 

3 つの課題の全てについて、全体的に学術的・社会的観点から、多くの重要な成果が生まれて

いるものと評価できる。特に、外部資金の積極的獲得による研究内容の充実、論文等を通した学

術成果の積極的発信などが実施され、多数の受賞を受けるなど学術的価値の高い成果が生まれて

いる。またそれらの成果の多くは、行政の意思決定などにも有効に活かされるとともに、地域自

治体や市民にわかりやすく情報提供されるなど、社会的にも大きな成果をあげている。これら一

連の成果は、総合的に高く評価できる。今後は、これらの成果を単なる研究に終わらせることな

く着実な応用へとつなげるとともに、よりわかりやすく有用な情報発信を継続・発展させていた

だきたい。また、国内外他機関との積極的な連携、若手人材育成への精力的な取り組みなども評

価できるものである。 

以上のことにより評価委員会は、表 2-1 に示された評価基準に照らして、「東京電力福島第一

原子力発電所事故の対処に係る研究開発のうち、環境回復に係る研究開発」の進捗の妥当性、研

究成果及びアウトカムの実績等を総合的に評価した結果、「A」の評価であると判断した。 
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表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（1/6） 

自己評価 【S】 

(1) 研究開発の進捗状況の妥当性（情勢変化に対応した研究開発の目的・目標、進め方の見直し（継続、変

更、中止等）も含む） 

① 福島県内空間線量率速報システムは、平成 26 年までにシステムの構築を実施し、同システムにより公

開する情報として、平成 27 年より航空機（有人ヘリ）及び車両等による陸域モニタリングデータ等の情

報発信を開始した。情報発信するデータについては、それぞれの手法による大規模なモニタリングデー

タを取得するとともに、手法の高度化に取り組んだ。特に航空機モニタリングについては、地形の起伏

及び自然核種由来の γ 線の影響を考慮した新解析手法の開発に取り組み、それぞれ平成 29 年及び平成

30 年に課題を解決した。また、平成 30 年に、同システムの情報の迅速性及び信頼性に着目した国（内

閣府）により、復興拠点解除に向けたモニタリング及び被ばく評価の支援を要請された。このように当

初計画には想定されていなかった課題と、外部からの要請に対し、適切に対応が図られていると判断で

きる。 

 

② 無人ヘリコプターによる放射線モニタリング技術は、平成 26 年までに地上の空間線量率を測定する基本

的な技術を構築し、民間企業に技術移転するとともにその技術の特許申請を行った。その技術の確かさが

認められた結果、平成 29 年の十万山における火災への対応、平成 30 年の内閣府復興拠点モニタリング

への対応、平成 29 年の仮置き場モニタリングへの適用について、外部から要請があり、それらの要請に

対しては所要の成果を達成した。また同技術の高度化として、大幅な精度向上が期待される逆問題解析へ

取り組み、平成 32 年度の技術移転に向けて、民間企業と契約交渉を行っている。さらに、平成 28・29 年

に牧草地を対象とした深さ方向の放射性 Cs 分布を推定する深度分布手法開発を行なった。加えて、森林

内でのモニタリングについては、無人機を用いた上空からの評価手法と森林内の実測の 2 つのアプロー

チから手法が確立しつつあり、発展的な研究に取り組んでいる。また河川敷における環境動態研究との協

同調査により、放射性 Cs 動態の解明に寄与している。このように、当初計画には想定されていなかった

外部からの要請と、技術の高度化に取り組んでおり、適切に対応が図られていると判断できる。 

 

③ 水底モニタリング技術の開発は、農業用ため池底の分布測定については、平成 25 年に水土里ネットに技

術移転し、以降は現場適用を促進するための技術的バックアップを継続している。具体的なバックアップ

としては、基本的な技術提供だけでなく、水土里ネットが福島県から受託した実証事業を実施する上で課

題となったインベントリーの評価手法や除染範囲決定のための解析方法を提供した。技術の高度化とし

て、平成 28 年から深度方向の放射性 Cs 分布を推定する手法の開発に着手し、平成 30 年に開発に至っ

た。また、海洋におけるモニタリング技術の開発は、平成 27 年に無人観測船による簡便な水底の放射線

分布測定技術を開発し、以降は現場における適用事例の蓄積を図っている。本モニタリング技術をベース

とし、福島県の助成事業として、実用技術としての利用促進に取り組んでいる。さらに、本知見は次世代

の無人海洋調査船の開発に発展し、平成 30 年に現場での実証試験を開始している。このように、着実な

進捗が図られている。 
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表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（2/6） 

④ JAXA との共同研究で実施してきた無人航空機を用いた広域の放射線モニタリング技術の開発は、放射線

測定システムのハード開発は平成 27 年度までに終了し、以降は安全性の向上などの適用研究を進めてい

る。適用研究中に経験したいくつかの事故経験から改善項目を抽出し、改善されたハード及びソフト的な

知見は現機に反映されている。具体的には、平成 28 年度に発生したパイロットの速度誤認識による墜落

事故の対策として機体に速度表示機能を付加したことや、平成 29 年に発生した主翼の製造上の不備によ

る破損事故については再度設計を見直し信頼性の向上を実現している。一方、本技術をベースに、平成 28

年から原子力防災への展開を見据えたプルーム測定技術開発等の技術の基礎研究に取り組んでおり、平

成 30 年には地上沈着と弁別しプルームを正確に測定できる検出器の開発や、大気拡散シミュレーション

を元に最適なフライトプランを導出するソフトウエアの開発を完了する見込みである。本技術は、平成

31 年以降、民間移転や防災技術としての収斂を目指す。このように、着実な進捗が図られている。 

 

⑤ 高線量下の地表におけるガンマ線可視化技術の実証は、除染前後の分布測定用に開発したプラスチック

シンチレーション検出器の技術をベースに、原子力発電所内の排水溝におけるモニタリング機器として

応用し、平成 28 年までに水中の βγ 放出核種を測定可能とするモニターの開発を行なった。その結果、平

成 29 年から東京電力により、排水路中のモニターとして運用されている。現在も継続的に運用のための

技術改善支援を行っている。さらに、現場側のニーズを元に平成 27 年から βγ 弁別の技術開発に取り組

み、室内試験を経て、平成 30 年から現場試験を実施するなど、平成 31 年からの運用に向けた取り組みが

進んでいる。このように、着実な進捗が図られている。 

 

(2) 研究成果・アウトカムの暫定的確認 

[1]実効的かつ総合的な環境モニタリング 

原子力発電所事故の発生初期の平成 23 年から、規制庁からの受託事業として実施している放射性物質の分

布データの集約は、有人ヘリ、無人ヘリ、歩行、及び走行（車両）を利用したモニタリングからなり、多岐

にわたる安全管理への取り組みが必要となるが、これまで無事故で調査を実施してきたことは、適正な運営

を継続してきた結果である。また、上記のとおり、モニタリングの範囲や解像度等が異なる複数のモニタリ

ングの結果を、それぞれのメリット、デメリットを踏まえた上で、規制庁をはじめとする関係機関に対して、

適切な情報発信を行なってきた。その結果、避難区域の解除や除染範囲の決定などの国や自治体の施策の唯

一無二の重要な情報として活用されてきた。これらの政策への反映状況は内閣府原子力被災者生活支援チー

ムから公開されている避難指示区域の見直し資料（例えば http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/131009/ 

131009_02a.pdf）に航空機モニタリングのマップが記載されていることからも明らかである。これらの成果に

ついては、平成 30 年に日本原子力学会より貢献賞を受賞したほか、国際的にも注目され、国際誌の要請によ

り 3 回の特集号が発行される等、学界レベルにおいても特に顕著な成果を創出してきたと判断できる。以上

の成果は、事故発生後から今日に至る 7 年にわたって、モニタリングに参加してきた調査員や関係機関のモ

チベーションを維持しつつ、成果の最大化に向けた絶え間ない検証を継続してきた結果であり、我々にしか

なしえない成果の創出と考える。 
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表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（3/6） 

[2]継続的なモニタリングと評価・解析手法の高度化 

規制庁からの受託事業として実施している陸域のモニタリング（定点、歩行、走行（車両）サーベイ、In-situ 

Ge 測定、スクレーパープレートによる土壌採取）では、引き続き対象域内のモニタリングの実施と、発注元

の規制庁への適切な結果報告を着実（毎年、期限内に）に実施した。スクレーパープレートによる土壌採取

で取得したデータの解析により、放射性 Cs が時間の経過とともに徐々に地中に浸透していることを明らか

にした（Matsuda et al., 2015）。この結果は、航空機によるモニタリングの結果を評価する上でも、極めて重要

な成果である。また、車両サーベイの結果を用いて、今後 20 年以上の長期にわたる空間線量率分布の予測モ

デルを開発し、福島の復興の計画策定に必要な中長期的な情報を提供した（Kinase et al., 2017）。当該予測モ

デルの論文は、2017 年に原子力学会の論文賞を受賞した。さらに、In-situ Ge 測定については、測定結果の相

互比較手法（Mikami et al., 2014）が、品質の担保された適切な手法と判断され、規制庁が定める測定手法の

標準化へ反映された。上記のとおり、事業を継続する過程で取得したデータの考察が適切に進展しているこ

とに加え、適用した調査手法の一部が国の標準的な測定手法に認められるなど、優れた成果が得られている

と判断できる。 

 

[3]統計学的な統合マップ化手法の開発 

放射線計測や解析技術に関する世界トップレベルの技術を有するローレンスバークレー国立研究所と、統計

学的な手法を応用した異なった手法による測定結果を統合する技術を開発した。この統合マップ化手法は、

航空機モニタリングや、走行（車両）サーベイ等のそれそれのメリットを活かした、統合的な放射性 Cs の分

布や将来予測解析に必要なツールとして、特に複数のモニタリング手法を実施している機構にとって、重要

な手法であり、その成果は原子力規制庁により被ばく評価の標準的なベースデータとしての採用が検討され

ている。 

 

[4]測定手法の標準化と予測モデルの開発 

規制庁からの受託事業として実施している陸域のモニタリング（定点、歩行、走行（車両）サーベイ、In-situ 

Ge 測定、スクレーパープレートによる土壌採取）では、引き続き対象域内のモニタリングの実施と、発注元

の規制庁への適切な結果報告を着実（毎年、期限内に）に実施した。スクレーパープレートによる土壌採取

で取得したデータの解析により、放射性 Cs が時間の経過とともに徐々に地中に浸透していることを明らか

にした（Matsuda et al., 2015）。この結果は、航空機によるモニタリングの結果を評価する上でも、極めて重要

な成果である。また、車両サーベイの結果を用いて、今後 20 年以上の長期にわたる空間線量率分布の予測モ

デルを開発し、福島の復興の計画策定に必要な中長期的な情報を提供した（Kinase et al., 2017）。当該予測モ

デルの論文は、2017 年に原子力学会の論文賞を受賞した。さらに、In-situ Ge 測定については、測定結果の相

互比較手法（Mikami et al., 2014）が、品質の担保された適切な手法と判断され、原子力規制庁が定める測定

手法の標準化へ反映された。上記のとおり、事業を継続する過程で取得したデータの考察が適切に進展して

いることに加え、適用した調査手法の一部が国の標準的な測定手法に認められるなど、優れた成果が得られ

ていると判断できる。 
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表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（4/6） 

[5]農業用ため池底の直接測定手法の開発 

PSF を利用した、ため池水底の放射性 Cs のモニタリングは、面的な放射性 Cs 分布を効率的に把握すること

ができる手法として、平成 26 年に福島県の実証事業の助成対象となったほか、農林水産省の対策マニュア

ルに採用されるなど、技術開発の成果は確実に実用化段階に移行している（眞田ほか, 2016）。また、ため池

水底の底質表面のスペクトル測定から得られる散乱 γ 線/直接 γ 線計数率比に着目した、水底の放射性 Cs の

深さ分布を評価する手法を開発した（Ochi et al., 2018）。この手法を用いることにより、迅速かつ簡便に放射

性 Cs の深さ分布を把握するが可能となるため、福島県が進めるため池除染等の事前評価への反映等、実用

化に向けた取り組みに進むことが期待される。上記のとおり、事業を継続する過程で取得したデータの考察

が適切に進展しているが、成果数としては 1 つにとどまり、かつ成果の実用化等への展開を注視すべきであ

ると判断される。 

 

[6]オンサイトにおける汚染水管理技術開発 

福島第一原子力発電所構内における汚染水管理への PSF の適合性を確認した。その結果を踏まえ、排水溝（5

か所）におけるモニタリング機器として配備された。また、汚染水に含まれる β 線源核種の分布を把握する

ことを目的として、β 線を遮へいするコンジット管を利用し、βγ 弁別型の検出器の開発を実施中である。こ

れまでの室内試験では、適切な弁別が確認されており、実用化に向けた取り組みに進むことが期待される。 

 

[7]復興拠点モニタリング方法の検討 

「①福島県内空間線量率速報システムの構築」及び「②無人ヘリコプターによる放射線モニタリング技術の

高度化」における機構の取り組みを通じて、国や自治体等から勝ち取った信頼等により、国（内閣府）より、

3 町（富岡町、大熊町及び双葉町）の避難区域内の JR 駅周辺地区におけるモニタリングへの協力を要請さ

れ、平成 30 年 8 月から現地での調査を開始している。同調査では、無人ヘリによる対象領域の線量率分布

と、モデル行動パターン毎の内部及び外部被ばくの試算を行い、帰還困難区域の解除に向けた特定復興再生

拠点におけるスポット的な解除に向け、安全・安心対策の検討に必要となる科学技術的な知見を提供するこ

とが期待されている。さらに、無人ヘリの解析技術の高度化として取り組んでいる ML-EM 手法を適用し、

線量分布の精度向上を確認したほか、被ばく評価における確率論的手法と決定論的手法の有効性の検討を行

うなど、モニタリング及び解析技術の高度化への取り組みもあわせて実施しており、技術レベルの一層の向

上に寄与することが期待される。 

 

[8] 路線バスを利用した放射線測定システム 

公共バスに搭載した自動車用放射線測定機器（KURAMA）により測定した空間線量率を自動的に公開するシ

ステムを構築した。また分かりやすい情報発信の一環として、任意の地点の線量率のトレンドが確認できる

機能等の改良を重ねており、引き続き、一般住民等に向けた安心感を与えるための情報発信としての活用が

期待される。 

 

 

JAEA-Evaluation 2019-008

- 22 -



JAEA-Evaluation 2019-008 

- 22 - 

表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（4/6） 
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表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（5/6） 

[9]無人飛行機システム（UARMS）の開発 

無人航空機を用いた広域の放射線モニタリング技術の開発は、平成 27 年度までにシステム構築を終了し、

実用的な放射線モニタリングを可能とすることが出来た。当該システムの論文は計測制御学会賞を受賞し

た。さらに、国から原子力防災への適用研究としてのプルーム計測技術開発事業を受託する等、今後の普及

が期待される。 

 

[10]放射性 Cs の沈着過程の推定 

放射性 Cs の沈着量が山地の中腹で高く、降雨による湿性沈着だけでは説明できない事象が確認され、航空

機モニタリングの結果と WSPEEDI のシミュレーションを用いた解析により、事故時の沈着メカニズムにつ

いて考察した。その結果、放射性エアロゾルは、山地の中腹など特定の高度で霧や雲に取り込まれて落下し

ていたことを明らかにした。この結果は放射性 Cs の動態理解にとって重要であるとともに、PM2.5 をはじ

めとする大気汚染物質の挙動解明にも発展する成果である。さらには、航空機モニタリングと WSPEEDI の

組み合わせが、事故初期の現象の解明に極めて有効であることを示し、今後の原子力防災への取り組みに影

響を与える重要な知見であると考える。 

 

[11]森林内線量分布測定手法の開発 

樹高、樹幹の位置、樹木密度等による線量分布の相違を把握するため、森林内におけるドローンによる線量

率の計測を実施している。その結果、樹高と線量率の減衰の相関が得られるとともに、それらの相関をシミ

ュレーションで概ね再現できることから、森林内における線量分布を推定できる可能性が得られた。また、

植生の相違の評価では、夏期と終期の落葉の有無に着目した計測を実施しているところである。 

 

[12]牧草地におけるモニタリング手法確立 

除染直後に土壌の天地返しを行った牧草地では、表層より深い場所に放射性 Cs が存在し、その結果、牧草の

根を通じて放射性 Cs が家畜等に移行することが懸念された。そこで、機構が有する無人ヘリモニタリング

技術による牧草地を対象とした放射性 Cs 分布状況の把握と、家畜改良センターと北里大学が有する家畜の

病理学的な調査等のノウハウ、及び東京大学が有する土壌粒子における放射性 Cs 吸着特性の知見等、それ

ぞれの技術的メリットを考慮した共同研究を実施した。本成果をもとに、無人ヘリによるデータのスペクト

ル解析の結果、牧草地における放射性 Cs の深さ方向の分布を推定する手法を開発した。 
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表-1 自己評価：環境モニタリング・マッピング技術開発（6/6） 

[13] 韓国との連携 

韓国原子力安全技術院（KINS）とは、平成 25 年度から、福島の河川敷を対象とした合同無人ヘリモニタリ

ング等を通して、韓国原子力研究所（KAERI）とは、平成 30 年度から、福島における In-situ Ge 測定等のク

ロスチェック等を通して、両機関の解析手法の妥当性等について、双方向の技術交流を行なってきた。この

取り組みは、個別のモニタリング手法の技術レベルの向上に寄与するだけでなく、隣国との原子力防災への

共通認識を形成するために、極めて重要な取り組みと考える。さらには、韓国における福島県の農林水産物

への風評に関する正確な認識の形成にも資することが期待される。 

 

[14]航空機モニタリングに関する関係各国との情報交換 

航空機を利用したモニタリングは世界各国で行なわれていることから、出来るだけ幅広い情報収集を行なう

必要がある。そこで、航空機モニタリングに関する情報を効率的に入手するための取り組みとして、

International AMS meeting への参加や、ラトビア等における現地情報収集活動等を実施している。当該取り組

みにより、航空機モニタリングの最新の知見の把握はもちろんのこと、福島県における線量分布の現状など

の正確な発信への寄与が期待される。 

 

[15]福島県環境創造センターとの共同研究 

仮置場跡地の効率的なフォローアップモニタリング手法の構築の一環として、福島県環境創造センターと共

同で、PSF、In-situ Ge、無人ヘリによるモニタリング、試料採取・分析、及び計測結果の比較評価を行った。

今年度も数箇所を対象とした適用試験を実施する予定である。 
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表-2 委員会評価・意見：環境モニタリング・マッピング技術開発（1/4） 

S 評価：6 名、A 評価：4 名 

S 評価委員からの意見 

 項目と一致した研究課題が適切に遂行されている。当初予定内容に加えて、外部資金による新たな研究

テーマが増えても、柔軟な対応がなされ、成果を挙げている。 

 当初計画の課題を進めつつ、外部資金を獲得して、さらにテーマの内容が拡大されている。 

 実証場の環境に合わせて、開発技術移転が進められている。 

 空間線量に関するデータを種々の方法で成果を挙げ、多数の論文等の公表だけでなく、学会賞受賞はそ

の内容が優れていることを示している。アウトカムとして「成果の最大化」に向けた取り組みが自治体

だけでなく住民への理解に大きな役割を果たし、特に顕著な成果を創出しており、高く評価できる。 

 成果を着実にまとめ、学術論文として発表し、学会賞受賞という専門性で高い評価を得ている。一方で

行政的な意思決定の資料に貢献しており、成果の最大化から特に顕著な成果の創出されたことを高く評

価できる。 

 社会のニーズにこたえる成果が得られただけでなく、汎用性の広い成果が得られている。さらに原子力

規制庁のマニュアルやデータベースに採用されるものもあり、顕著な成果が創出されている。 

 期待されている成果が得られ、その成果は内閣府や規制庁の依頼に活用されている。これは特に顕著な

成果の創出に伴うものであり、高く評価できる。 

 無人飛行機システムの開発から原子力防災への適用研究などに発展しており、さらにモデルとの比較に

まで成果が得られている。成果の最大化に向けた結果であり、特に顕著な成果の創出がなされている。 

 国内のみならず国外との連携も進んでおり、様々なケースを想定した国際的な取り組みは評価できるも

のである。 

 被ばく評価に向けて 3 次元分布計測技術は重要なもので、これまでに得られた技術をベースに、国際共

同研究を進めることができることは高く評価されるものである。将来の成果の創出が期待できるもので

ある。 

 事故当初からのニーズに沿った研究開発課題の設定が行われ、成果も着実あるいは期待以上のものが得

られている。当初予定のない時々の要請にも的確に応えている。ニーズ把握を戦略的に行い、先行的に

研究開発を進め、アウトカムに円滑につなげていくことが望まれる。 

 多くの研究成果とアウトカムを生み出した貢献度を高く評価する。トップランナーの技術が、ニーズと

つながり好循環を生み出している。 

 線量の状況を的確に把握し伝えることが、除染、環境回復、復興の道筋にとって大変重要であり、その

技術基盤を支える機関としての役割を十二分に果たしてきたと考える。なお、技術開発が収束する時期

になり、せっかくの成果をどう市民生活に伝え、活かすのか、活かしているのか、アウトプットとアウ

トカムが重要。より迅速に成果を活かす場合、最初に市町村や農林漁業者団体など対象集団から課題を

受け止め、共に研究するような形はとれないか？ 実装のための応用研究をどう進めるか、今後の重要

なステップと考える。 
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表-2 委員会評価・意見：環境モニタリング・マッピング技術開発（2/4） 

S 評価：6 名、A 評価：4 名 

S 評価委員からの意見（続き） 

 農業や林業の再開のための線量評価や、復興拠点のモニタリングは帰還を考える人には重要ながら、こ

のような研究をしていることをまだまだ多くの市民は知らない。研究していることそのものを知ってい

ただくことが必要。まず研究をしているという研究者たちの苦労を伝え、共感を得て、避難している方

の安心感、帰還された方の安心感を一層醸成していただきたい。 

 住民の方々にとっては、農業の再開、林業、漁業の再開は重要な関心事となっており、今後の研究をこ

の方向に集約しているのは賛同する。 

 農地や溜池の詳細調査だけでなく、森林内線量評価が可能になりつつあるのは林業再開への貢献として

重要である。林業者との情報交換など研究過程での連携を充分とっていただきたい。なお、多様な状況

の土地での実験の場合など、暮らしや将来の地域の発展・復興の方向性とつないで検討していただきた

い。あるいは環境動態研究と連携した取り組みが必要と考える。 

 多くのテーマについて、着実な進捗が見られ評価できる。また、復興拠点モニタリング方法の検討など、

突発的な課題にも取り組んで成果を出しており、高く評価できる。 

 今後の計画として、基本的な技術開発は一定の成果を得たことから応用に軸足を移していくとのことで

あったが、基礎研究から応用研究（技術移転や製品化等を含む）への移行には、まだ多くの解決すべき

課題があると思われるので、予算的・人的手当も含め、着実に取り組まれることを期待したい。せっか

くの多くの素晴らしい成果を埋もれさせないために。 

 75 本の学術論文や複数の論文賞受賞など学術的評価の高いアウトプットがみられること、複数の成果

が国や自治体等の意思決定、各種マニュアル等に取り入れられるなど、アウトプット・アウトカムとも

にとてもよい成果を出していると評価できる。 

 目的・目標を上回る進捗があると判断できる。特に、外部の要請を受けた際に対応できる能力を有しな

がら研究開発が進む状況は大変に好ましいと思う。 

 成果が各受賞につながるなど、既に高く評価されている取り組みである。環境モニタリング分野におい

て機構のこの質の高い取り組みなくしては復興計画もままならなかったと考えられることから、最高評

価で臨むのが適当である。 

 環境モニタリングに関連する技術開発は、「環境回復に係る研究開発」の基礎をなすもので重要である。

実効的かつ総合的な環境モニタリングに関する研究成果は大いに評価できる。森林域、住宅地域、ため

池やダム湖、河川を含む水域におけるモニタリング手法の標準化とともに、除染に伴う空間線量率や暴

露評価モデルの構築されてきた。そうした手法やモデルの検証結果を示してほしい。住民とのコミュニ

ケーションツールとして、身近に、迅速に、かつ住民も参加して被ばく線量分布を理解できる技術開発

を目指してほしい。 

 無人ヘリコプター、無人航空機を用いた技術やガンマ線可視化技術の開発や水底モニタリング技術など

は高く評価される。 

 自治体の要請に即座に対応できた点や、国際的な研究機関との連携も評価できる。 
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表-2 委員会評価・意見：環境モニタリング・マッピング技術開発（2/4） 

S 評価：6 名、A 評価：4 名 

S 評価委員からの意見（続き） 

 農業や林業の再開のための線量評価や、復興拠点のモニタリングは帰還を考える人には重要ながら、こ

のような研究をしていることをまだまだ多くの市民は知らない。研究していることそのものを知ってい

ただくことが必要。まず研究をしているという研究者たちの苦労を伝え、共感を得て、避難している方

の安心感、帰還された方の安心感を一層醸成していただきたい。 

 住民の方々にとっては、農業の再開、林業、漁業の再開は重要な関心事となっており、今後の研究をこ

の方向に集約しているのは賛同する。 

 農地や溜池の詳細調査だけでなく、森林内線量評価が可能になりつつあるのは林業再開への貢献として

重要である。林業者との情報交換など研究過程での連携を充分とっていただきたい。なお、多様な状況

の土地での実験の場合など、暮らしや将来の地域の発展・復興の方向性とつないで検討していただきた

い。あるいは環境動態研究と連携した取り組みが必要と考える。 

 多くのテーマについて、着実な進捗が見られ評価できる。また、復興拠点モニタリング方法の検討など、

突発的な課題にも取り組んで成果を出しており、高く評価できる。 

 今後の計画として、基本的な技術開発は一定の成果を得たことから応用に軸足を移していくとのことで

あったが、基礎研究から応用研究（技術移転や製品化等を含む）への移行には、まだ多くの解決すべき

課題があると思われるので、予算的・人的手当も含め、着実に取り組まれることを期待したい。せっか

くの多くの素晴らしい成果を埋もれさせないために。 

 75 本の学術論文や複数の論文賞受賞など学術的評価の高いアウトプットがみられること、複数の成果

が国や自治体等の意思決定、各種マニュアル等に取り入れられるなど、アウトプット・アウトカムとも

にとてもよい成果を出していると評価できる。 

 目的・目標を上回る進捗があると判断できる。特に、外部の要請を受けた際に対応できる能力を有しな

がら研究開発が進む状況は大変に好ましいと思う。 

 成果が各受賞につながるなど、既に高く評価されている取り組みである。環境モニタリング分野におい

て機構のこの質の高い取り組みなくしては復興計画もままならなかったと考えられることから、最高評

価で臨むのが適当である。 

 環境モニタリングに関連する技術開発は、「環境回復に係る研究開発」の基礎をなすもので重要である。

実効的かつ総合的な環境モニタリングに関する研究成果は大いに評価できる。森林域、住宅地域、ため

池やダム湖、河川を含む水域におけるモニタリング手法の標準化とともに、除染に伴う空間線量率や暴

露評価モデルの構築されてきた。そうした手法やモデルの検証結果を示してほしい。住民とのコミュニ

ケーションツールとして、身近に、迅速に、かつ住民も参加して被ばく線量分布を理解できる技術開発

を目指してほしい。 

 無人ヘリコプター、無人航空機を用いた技術やガンマ線可視化技術の開発や水底モニタリング技術など

は高く評価される。 

 自治体の要請に即座に対応できた点や、国際的な研究機関との連携も評価できる。 
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表-2 委員会評価・意見：環境モニタリング・マッピング技術開発（3/4） 

S 評価：6 名、A 評価：4 名 

A 評価委員からの意見 

 計画に対して研究成果が着実にあがっており、研究開発の進捗は妥当である。 

 環境モニタリングの成果の利用者に関して、利用者の地域、立場、目的など進めた分析を行うことによ

り、環境モニタリングの成果がどのような影響を与えたかを知ることができる。大規模な調査を行うこ

とは困難であるため、まずは簡易に確認できる枠組みを進めていかれることを期待する。 

 豊富で高度な研究成果に基づく環境モニタリング情報であると感じるが、そのような研究成果に基づく

成果であることを適切に伝えていかれることを期待する。 

 このような成果を復興に向けた取り組みに適用されると述べられたが、国や他の研究者との意見交換に

基づく取り組みに加え、当該自治体の方からの意見に基づく取り組みを創出する場や枠組みを行われる

ことを期待する。 

 いずれの技術開発も着実に進捗しているとともに、外部からの要請に応えた計画の追加修正を適切に行

っている。 

 特定復興再生拠点区域の整備に向けた検討への知見の提供など、行政施策への大きな貢献が図られてお

り、優れた成果が得られている。 

 開発された技術の今後の応用に向け、引き続き行政等のニーズの掘り起こしを行ってほしい。 

 全体的な成果やアウトプットは明確である。データの公表などについては進めているのか、明示される

とよい。 

 溜め池の底泥の濃度測定については、技術開発が進められている。これらの技術がオンサイトでの技術

にも活用されている点は、技術の発展性が明確であり、たいへんよい。 

 統合化マップ化技術は有効であると思われるが、どこまでシステムとして使いやすいものが出来るのか

は重要である。 

 路線バスについての活用はユニークであるが、どこまで、利用者がこれを活用している、もしくは必要

と感じているのかのニーズが不明。 

 無人機を事故直後の活用も考えているようであるが、オペレーターの養成などについは、どのように考

えているのか？エアロゾルと汚染物質の関連については学際研究としての寄与としては、たいへん大き

な評価に値する。 

 森林環境下における森林外や森林内における新たな計測がみられる。森林の分野への応用としては、ど

のようなものを考えられるか？ 

 韓国や米国との共同研究が活発に実施されており、日本の技術やデータが蓄積されてきた成果、研究力

が向上した結果と評価される。 

 基幹技術の民間への移転が始まり、広く利用されている。また、行政に対しては広く認知され、成果が

上がっている。 

 研究と実用化がうまくつながり、着実に成果をあげているといえる。マッピングで重要なのは精度であ

るが、着実に精度が上がっていると考えられる。 
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表-2 委員会評価・意見：環境モニタリング・マッピング技術開発（4/4） 

S 評価：6 名、A 評価：4 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 行政の施策に広く応用されていることは、高く評価できる。それが住民の安全安心に寄与したのかも調

べてほしい。行政を通じての発信より、研究者・研究機関からの直接の発信は重要だと考える。 

 研究発表がプレス発表されているのはとても良い。わかりやすく伝える努力の現われであるので、継続

してほしい。 

 原子力問題に関しては国際連携が不可欠であり、どんどん進めてほしい。特に韓国との連携は、風評対

策としても重要。韓国の研究者を通じて、実証的・科学的なデータに基づく発信になる。政治レベルで

は緊張関係にあるが、研究者レベルでは、それに左右されず積極的に行ってほしい。 

 データが蓄積されてきたことで研究が広がってきていることはよくわかる。どのくらいの研究者と共同

で行っているのか、数字がわかれば提示してほしい。 
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表-2 委員会評価・意見：環境モニタリング・マッピング技術開発（4/4） 

S 評価：6 名、A 評価：4 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 行政の施策に広く応用されていることは、高く評価できる。それが住民の安全安心に寄与したのかも調

べてほしい。行政を通じての発信より、研究者・研究機関からの直接の発信は重要だと考える。 

 研究発表がプレス発表されているのはとても良い。わかりやすく伝える努力の現われであるので、継続

してほしい。 

 原子力問題に関しては国際連携が不可欠であり、どんどん進めてほしい。特に韓国との連携は、風評対

策としても重要。韓国の研究者を通じて、実証的・科学的なデータに基づく発信になる。政治レベルで

は緊張関係にあるが、研究者レベルでは、それに左右されず積極的に行ってほしい。 

 データが蓄積されてきたことで研究が広がってきていることはよくわかる。どのくらいの研究者と共同

で行っているのか、数字がわかれば提示してほしい。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（1/7） 

自己評価 【A】 

(1) 研究開発の進捗状況の妥当性（情勢変化に対応した研究開発の目的・目標、進め方の見直し（継続、変

更、中止等）も含む） 

【移動挙動調査】 

① 森林域から河川およびダム湖を包含する放射性 Cs 流出量の調査観測手法を計画通り平成 27 年度まで

に構築し、流域からの流出量は年 1％以下であることを明らかにするとともに、森林除染地での観測を

平成 28 年度より開始した。得られた流域の地形特徴や土地利用状況、放射性 Cs のインベントリ及び放

射性 Cs 濃度の経年変化の特徴等に基づき、調査流域を約 60％程度に合理化した。平成 31 年度以降、

農林水産物における利用可能性の高い溶存態放射性 Cs の移行挙動に重点をおいて調査研究を進めてい

く予定。 

 

② 平成 27 年度までの調査研究成果により、放射性 Cs が森林域に留まる傾向を示す結果が得られたことか

ら、農林産物（樹木、樹木根、山菜、きのこ）の放射性 Cs 移行挙動に係る調査研究を計画を前倒して平

成 27 年度より開始し、樹木等の林産物の放射性 Cs 濃度変化と移行経路に関する調査結果を得た。平成

31 年度以降、陸域における放射性 Cs 分布と農林産物の濃度分布との関連性に関する調査研究に重点を

おいて進める。 

 

③ 核種の挙動理解を支える調査研究として、初期の核種沈着挙動を調べるために、環境中の放射性 Cs の

化学形態の特性評価手法を計画通り平成 28 年度までに確立させ、評価を進めた。また、環境中での核種

挙動メカニズムを調べるために、放射性 Cs 吸着固相の元素構成や鉱物構成を分析する手法を計画通り

平成 28 年度までに確立し、分析を進めた。これらの手法を用いて、引き続き評価を進める。さらに、自

治体や漁協の要請を受け、当初計画に追加して、有機結合型トリチウム（OBT）や Sr-90 分析手法の簡

素化と迅速化に取り組み、平成 30 年度までに手法を確立した。平成 31 年度以降、海産物を中心に分析

事例を蓄積していく。ゲルマニウム（Ge）半導体検出器を用いた放射能濃度定量については、動態研究

や外部機関からの依頼分析の様々な性状（土壌、液体、植物、ダスト等）や形状に対応できる分析環境

を整備するとともに、ISO/IEC17025 国際標準規格に基づく品質管理体系を平成 27 年度に整備し、客観

的評価体制を維持している。引き続き本体制を維持しつつ、依頼分析に対応する。 

 

④ 帰還困難区域内で平成 29 年春に発生した林野火災に対しては、福島県、浪江町及び原子力規制庁の要

請を受け、環境影響調査を福島県環境創造センター3 機関が分担協力して実施した。機構においては、

本件のような突発的な事象に対しても、当初計画に追加して、各調査研究の成果を結集して取り組み、

平成 29 年度内に調査結果の中間報告を取りまとめた。 

 

⑤ 平成 27-29 年度の文部科学省公募事業研究「発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特

性に基づくサイト内放射性核種インベントリ評価に関する研究」の外部資金を獲得し、オフサイトの環

境動態研究で培われた手法・成果を、積極的にオンサイトの調査研究に適用した。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（2/7） 

【個別モデル・データベース】 

① 土壌流亡解析、河川水系解析及び被ばく評価モデルについて、計画通り平成 28 年度までに、各モデルの

詳細開発を進め、計算時間の大幅短縮や現地調査の結果を取り込みが可能な解析モデル群（SACT、

GETFLOWS、ADRET、3D-ADRES）及び必要となるパラメータ整備を実施した。 

 

② 放射性 Cs 移動や空間線量率評価に係る個別モデルに加えて、計画を前倒しし、森林及び水域生態系の

放射性 Cs 移行解析に係るモデル開発を実施した。 

 

③ 平成 28 年度までに開発した解析モデルの妥当性確認について、平成 29 年度以降にかけて、実測値との

比較に基づき進めるとともに、包括的評価システムへの導入を進めている。今後、農林水産物における

利用可能性の高い溶存態 Cs の移行挙動予測をモデル改良の重点課題として進め、平成 33 年度までに包

括的評価システムに解析モデルを組み込む予定。 

 

【包括的評価システム開発】 

平成 28 年度までに環境動態研究調査で取得されたデータを「環境モニタリング DB」に組入れ、平成 29 年

度に調査研究で得られた知見を科学的根拠に基づく「根拠情報 Q&A サイト」として整備した。加えて、平

成 30 年度 9 月に個別モデルによるケーススタディ事例からなる「解析事例ベース」を整備し、合わせて個別

モデル自体を自治体等限定的な利用者に公開する枠組みを整備した。さらに、これら「環境モニタリング

DB」、「根拠情報 Q&A サイト」、「解析事例ベース」からなる評価システム全体のトップページに関連サイト

やリンク集等を設け、システムの公開用プロトタイプを完成させた。今後は取得データを適宜システムに更

新し、森林内循環や溶存態 Cs 発生メカニズムに係る未解明の研究成果を取り入れるとともに、システムの

利用性改善等を実施し、システムを完成させる。 

 

(2) 研究成果・アウトカムの暫定的確認（概要）（以下、放射性 Cs を Cs と記載） 

以下の 1）から 8）の調査研究成果は、自治体に報告し自治体での活用を通じて住民の不安軽減や自治体の施

策への反映が期待されるとともに、住民の被ばく評価、放射線防護に資する事が期待される。また将来予測

の結果は、今後の農林水産業の施策立案に反映されることが期待できる。 

 

1）森林動態 

 未除染の森林において林外への Cs 流出率は沈着量の 1%未満であり、森林では放射性 Cs が留まる傾向

を明らかにした（Niizato et al., 2016; 渡邊ほか, 2017）。この成果により、森林内での放射性 Cs 分布と林

産物への移行予測に係る調査観測が重要であることを明確にした。 

 除染地を対象とした観測では、未除染地と比較して、放射性 Cs 流出量は約 3.5 倍程度であったが、1％

に満たない流出率である成果を得た。さらに除染直後に 30%であった被覆率が 60％程度に回復したこ

とにより流出量が 1/3 にまで減少し、除染による流出量の増加は 1 年程度で終息すること、除染後 2 年

目には植生の回復により未除染地と同程度の流出量となる結果が得られ、結果を自治体に報告し自治 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（2/7） 

【個別モデル・データベース】 

① 土壌流亡解析、河川水系解析及び被ばく評価モデルについて、計画通り平成 28 年度までに、各モデルの

詳細開発を進め、計算時間の大幅短縮や現地調査の結果を取り込みが可能な解析モデル群（SACT、

GETFLOWS、ADRET、3D-ADRES）及び必要となるパラメータ整備を実施した。 

 

② 放射性 Cs 移動や空間線量率評価に係る個別モデルに加えて、計画を前倒しし、森林及び水域生態系の

放射性 Cs 移行解析に係るモデル開発を実施した。 

 

③ 平成 28 年度までに開発した解析モデルの妥当性確認について、平成 29 年度以降にかけて、実測値との

比較に基づき進めるとともに、包括的評価システムへの導入を進めている。今後、農林水産物における

利用可能性の高い溶存態 Cs の移行挙動予測をモデル改良の重点課題として進め、平成 33 年度までに包

括的評価システムに解析モデルを組み込む予定。 

 

【包括的評価システム開発】 

平成 28 年度までに環境動態研究調査で取得されたデータを「環境モニタリング DB」に組入れ、平成 29 年

度に調査研究で得られた知見を科学的根拠に基づく「根拠情報 Q&A サイト」として整備した。加えて、平

成 30 年度 9 月に個別モデルによるケーススタディ事例からなる「解析事例ベース」を整備し、合わせて個別

モデル自体を自治体等限定的な利用者に公開する枠組みを整備した。さらに、これら「環境モニタリング

DB」、「根拠情報 Q&A サイト」、「解析事例ベース」からなる評価システム全体のトップページに関連サイト

やリンク集等を設け、システムの公開用プロトタイプを完成させた。今後は取得データを適宜システムに更

新し、森林内循環や溶存態 Cs 発生メカニズムに係る未解明の研究成果を取り入れるとともに、システムの

利用性改善等を実施し、システムを完成させる。 

 

(2) 研究成果・アウトカムの暫定的確認（概要）（以下、放射性 Cs を Cs と記載） 

以下の 1）から 8）の調査研究成果は、自治体に報告し自治体での活用を通じて住民の不安軽減や自治体の施

策への反映が期待されるとともに、住民の被ばく評価、放射線防護に資する事が期待される。また将来予測

の結果は、今後の農林水産業の施策立案に反映されることが期待できる。 

 

1）森林動態 

 未除染の森林において林外への Cs 流出率は沈着量の 1%未満であり、森林では放射性 Cs が留まる傾向

を明らかにした（Niizato et al., 2016; 渡邊ほか, 2017）。この成果により、森林内での放射性 Cs 分布と林

産物への移行予測に係る調査観測が重要であることを明確にした。 

 除染地を対象とした観測では、未除染地と比較して、放射性 Cs 流出量は約 3.5 倍程度であったが、1％

に満たない流出率である成果を得た。さらに除染直後に 30%であった被覆率が 60％程度に回復したこ

とにより流出量が 1/3 にまで減少し、除染による流出量の増加は 1 年程度で終息すること、除染後 2 年

目には植生の回復により未除染地と同程度の流出量となる結果が得られ、結果を自治体に報告し自治 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（3/7） 

体主催の住民説明会等の基礎資料として活用して頂いた（川俣町山木屋小中学校の平成 30 年度再開に

係る自治体説明会）。 

 森林総合研究所と連携し、森林総合研究所が林野庁から委託を受けて実施している森林内の放射性物質

の分布状況調査の試験地を対象として、放射線監視技術開発グループと協働し、林外の線量率測定デー

タを林内の空間線量率へ変換するためのパラメータ取得に係る調査研究を実施した。平成 30 年度から

は、得られたパラメータ値の妥当性確認に係る調査研究を森林総合研究所と協働して進めるとともに、

森林内の放射性 Cs 分布から林内の空間線量率を評価するための評価ツールを開発し（佐久間ほか, 

2018）、森林総合研究所による評価ツールとの比較検証を進めている。 

 

2）河川水系動態 

 河川源流域では、リターや土壌から溶存態 Cs が湧水中に溶出し、河川水中の溶存態の起源となってい

る可能性を明らかにした。 

 ダム湖水や堆積物中の Cs 及び各種イオン濃度分布等多元的なデータに基づき、季節ごとの Cs 挙動を

明らかにした。その結果、ダム堆積物からの溶存態 Cs 溶出の影響が限定的であることを明確にした。 

 河川敷における放射性 Cs 濃度と空間線量率の分布と時間変化の要因を明らかにした（Saegusa et al., 

2016）。また、事故から数年経過した現時点での河川水に含まれる放射性 Cs 濃度の時間変化を明らかに

するとともに将来の濃度レベルを予測した（Nakanishi and Sakuma, 2019）。河川敷の放射性 Cs 濃度・空

間線量率のモニタリング結果は浪江町の「避難指示解除に関する有識者検証委員会報告書」策定に貢献

した。 

 河口沿岸域の海底土中の放射性 Cs 濃度は、全般的に陸域と比較して 2～3 オーダー程度低く、また放射

性 Cs 濃度が比較的高い領域は、特異な海底地形を有した領域であり、同様の特徴的な領域が海底面全

体の約 0.2%の面積しか有しないことを示した（Tsuruta et al., 2017）。 

 

3）生活圏動態 

 市街地における線量率を観測し、除染後であっても物理減衰や他の土地利用より速やかに減少するこ

と、市街地固有の要素（舗装面や屋根）において、線量率や放射性 Cs 存在量の減少が早いことを示し

た（Yoshimura et al., 2017; 吉村, 2018; 中間ほか, 2018）。 

 放射性 Cs の土壌への可逆的・不可逆的な収脱着を考慮して深度方向への移行挙動をモデル化し、平坦

地における深度方向の放射性 Cs 分布を説明できることを明らかにした（Kurikami et al., 2017）。また、

市街地での放射性 Cs 分布情報をもとに、市街地の構成要素による遮蔽／減衰効果を考慮して、空間線

量率分布を再現する手法を整備した（Kim et al., 2018）。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（4/7） 

4）生態系への移行 

 広島大学と連携し、樹木内での放射性 Cs 移行挙動を調査。また、放射性 Cs の移行において内部の溶存

成分（樹液）に溶存態 Cs が含まれていることを明らかにし、山菜等の可食部の植物への移行のメカニ

ズムを考える上で樹液が重要な移行媒体となることを示した。さらに、樹木からの放射性 Cs 除去プロ

セスとして、窒素やリン、カリウムといった元素と同様に樹幹流による除去プロセスが作用しているこ

とを明らかにした（Sasaki et al., 2016）。 

 帰還困難区域を含む地域において山菜、きのこ等の林産物における Cs の移行率および経年データを取

得した。また、森林の林床に降下した落葉から溶存態 Cs が溶出することが明らかになり、生物に取り

込まれやすい溶存態 Cs の起源の一つとして落葉の重要性を示した。 

 東京大学と連携し、大気浮遊塵を介した農作物（コマツナ）の二次汚染の評価を実施した。洗浄により

Cs-137 濃度が低下したことから、コマツナ外部に Cs-137 の一部が付着したと考えられた（Nihei et al., 

2018）。 

 弘前大学と連携し、淡水魚への放射性 Cs の濃縮プロセスの解明に向け、河川水、河川堆積物、小動物

等河川構成要素中の Cs 挙動を評価した。養殖池のヤマメについては、餌を摂取できない小さな個体が、

池底に付着する藻類や水生生物を摂取することで Cs-137 濃度が高くなる可能性が示唆された。 

 大気浮遊じんの吸入による被ばくの評価の研究ではヘルムホルツ研究所との共同研究により、大気浮遊

じんを対象に世界的な標準法である ICRP 推奨の吸入被ばく推定モデルの検証を進めている。 

 
5）挙動予測モデル開発・整備 

 1F 近傍の浜通りの 5 つの河川を対象に、水・粒子の物理的輸送と、放射性 Cs の溶出・吸脱着等化学的

挙動等の個別移動現象を組み合わせて一連のプロセスとすることにより、河川水系全体での Cs の移動・

堆積挙動を定量的に俯瞰できる河川水系移動挙動予測モデルを整備した。これにより、年平均的な挙動

だけでなく、極端な気象条件下での移行・堆積挙動を予測し、これらの挙動における支配的な現象を抽

出することを可能にした。異なる出水イベント時の流出解析を実施し、流域内のダムの有無や、土地利

用割合、初期沈着時の空間分布等、流域のどのような特徴が Cs 流出に重要なのかを評価した（Sakuma 

et al., 2017）。これらの成果に基づいて、様々な条件下での取水口における出水時の濁度と Cs 濃度の関

係を明らかにするケーススタディを実施した。 

 溶存態 Cs については、国立環境研究所と連携して、太田川上流域（南相馬市、浪江町）においてその

挙動に関する調査および動態シミュレーションを実施した。国立環境研究所では、濁度や溶存態・懸濁

態 Cs 濃度を取得し、原子力機構はその観測データを用いて、水、土砂、放射性 Cs 動態シミュレーショ

ンを実施した。本共同研究の成果により、溶存態 Cs 動態をモデルで概ね再現することができ、その成

果を国際誌に発表した（Sakuma et al., 2018）。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（4/7） 

4）生態系への移行 

 広島大学と連携し、樹木内での放射性 Cs 移行挙動を調査。また、放射性 Cs の移行において内部の溶存

成分（樹液）に溶存態 Cs が含まれていることを明らかにし、山菜等の可食部の植物への移行のメカニ

ズムを考える上で樹液が重要な移行媒体となることを示した。さらに、樹木からの放射性 Cs 除去プロ

セスとして、窒素やリン、カリウムといった元素と同様に樹幹流による除去プロセスが作用しているこ

とを明らかにした（Sasaki et al., 2016）。 

 帰還困難区域を含む地域において山菜、きのこ等の林産物における Cs の移行率および経年データを取

得した。また、森林の林床に降下した落葉から溶存態 Cs が溶出することが明らかになり、生物に取り

込まれやすい溶存態 Cs の起源の一つとして落葉の重要性を示した。 

 東京大学と連携し、大気浮遊塵を介した農作物（コマツナ）の二次汚染の評価を実施した。洗浄により

Cs-137 濃度が低下したことから、コマツナ外部に Cs-137 の一部が付着したと考えられた（Nihei et al., 

2018）。 

 弘前大学と連携し、淡水魚への放射性 Cs の濃縮プロセスの解明に向け、河川水、河川堆積物、小動物

等河川構成要素中の Cs 挙動を評価した。養殖池のヤマメについては、餌を摂取できない小さな個体が、

池底に付着する藻類や水生生物を摂取することで Cs-137 濃度が高くなる可能性が示唆された。 

 大気浮遊じんの吸入による被ばくの評価の研究ではヘルムホルツ研究所との共同研究により、大気浮遊

じんを対象に世界的な標準法である ICRP 推奨の吸入被ばく推定モデルの検証を進めている。 

 
5）挙動予測モデル開発・整備 

 1F 近傍の浜通りの 5 つの河川を対象に、水・粒子の物理的輸送と、放射性 Cs の溶出・吸脱着等化学的

挙動等の個別移動現象を組み合わせて一連のプロセスとすることにより、河川水系全体での Cs の移動・

堆積挙動を定量的に俯瞰できる河川水系移動挙動予測モデルを整備した。これにより、年平均的な挙動

だけでなく、極端な気象条件下での移行・堆積挙動を予測し、これらの挙動における支配的な現象を抽

出することを可能にした。異なる出水イベント時の流出解析を実施し、流域内のダムの有無や、土地利

用割合、初期沈着時の空間分布等、流域のどのような特徴が Cs 流出に重要なのかを評価した（Sakuma 

et al., 2017）。これらの成果に基づいて、様々な条件下での取水口における出水時の濁度と Cs 濃度の関

係を明らかにするケーススタディを実施した。 

 溶存態 Cs については、国立環境研究所と連携して、太田川上流域（南相馬市、浪江町）においてその

挙動に関する調査および動態シミュレーションを実施した。国立環境研究所では、濁度や溶存態・懸濁

態 Cs 濃度を取得し、原子力機構はその観測データを用いて、水、土砂、放射性 Cs 動態シミュレーショ

ンを実施した。本共同研究の成果により、溶存態 Cs 動態をモデルで概ね再現することができ、その成

果を国際誌に発表した（Sakuma et al., 2018）。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（5/7） 

6）成果を分かりやすく発信する取り組み 

 既に公開している「環境モニタリングデータベース」、「根拠情報 Q&A サイト」に加え、機構で実施し

た様々な解析的研究の成果を取りまとめた「解析事例ベース」を整備し、これら三者を取りまとめて総

合的・多角的に福島の環境について提示する福島環境情報サイトのプロトタイプを構築した。 

 環境モニタリングデータベースは平成 27 年の公開以来、「放射性物質の分布状況等調査」等で約 8 億レ

コードのデータを登録し、累計約 95 万アクセス、2TB のダウンロードを記録している。 

 根拠情報 Q&A サイトは、平成 30 年 3 月末に検索機能やユーザーフレンドリーな構造への見直し等の

リニューアル後、アクセス数が大幅に増加している（平成 30 年 9 月時点で約 2.8 万アクセス、月平均

のアクセス数は平成 29 年 3 月～平成 30 年 4 月の約 2,500 アクセスから、平成 30 年 4 月～9 月の約 4700

アクセスに増加）。 

 解析事例ベースについては、対象利用者層を考慮し、一般向けには解析的研究の成果を Q&A などと関

連付けながら提示することとする一方、自治体等に対しては解析ツールを扱うことができる環境を構築

し、平成 30 年度末の公開を予定している。当該サイトでは帰還困難区域における将来の空間線量率の

推定や広域的な放射性 Cs 濃度の推定、また取水口での濁度と放射性 Cs 濃度の関係等についても提示

する予定である。これらにより、農業用水の取水管理等、自治体の施策への活用が期待できる。 

 

7）初期沈着挙動評価 

 地衣類を用いて初期 Cs 沈着量や、沈着した放射性核種の化学種を評価する手法を整備し、山域におけ

る放射性 Cs 分布やその後の動態に及ぼす初期放射性 Cs 沈着化学種の影響評価に適用した（Dohi et al., 

2015）。 

 東京大学、筑波大学等と連携し、沈着した放射性核種の化学種のうち、不溶性 Cs 含有粒子の特性評価

を実施した。その結果、1000℃以下で Cs が放出される等、粘土鉱物中の Cs と挙動が異なることを解明

した（Okumura et al., 2018）。 

 山域における放射性 Cs の沈着状況を詳細に調査し、プルームによって、特定の標高の沈着量が多いケ

ースや、常緑針葉樹林で比較的沈着量が多いケースがあることが分かった。山域調査で明らかにした線

量率分布データは、いわき市をはじめとする県内 4 自治体へ提供するとともに、林野火災の火災前にお

ける線量率情報として磐城森林管理署へ情報提供した。 

 LIDAR を用いた大気浮遊物質の沈着挙動評価に向け、三次元的粒子分布評価手法開発を進め、比較的

狭い領域において粒子濃度の空間分布評価が可能であることを確認した。 

8）核種分析手法の整備と多様な分析対応 

 Ge 半導体検出器を用いた放射能濃度定量については、ISO 品質保証体制（平成 27 年 10 月に

ISO/IEC17025 国際標準規格の試験所認定を取得）下で、外部機関（内閣府、原子力規制庁等）からの

様々な性状・形状の試料に関する依頼分析に対応。 

 有機結合型トリチウム（OBT）の分析では、条件や装置を見直すことで従来工程を半減。新たな分析手

順で、国際比較試料分析で妥当な測定結果が得られた。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（6/7） 

 Sr-90 の分析では、樹脂濃縮－ICP-MS 測定法を適用し、海産物試料に最適な測定条件・システムを構

築。約 1 時間の分析時間（公定法では約 1 ヶ月）で、食品の基準値（100 Bq/kg）と同程度の検出下限値

を達成した。 

 土壌中における放射性 Cs 吸着固相について、元素構成や鉱物構成を分析し、生物（地衣類）に付着し

ている初期沈着放射性 Cs 含有粒子についても EPMA 等で分析を行い、将来予測される環境中の放射性

Cs の濃度や被ばく線量の計算に資するデータを取得している。 

 

以上の環境動態研究を通じて得られた様々な成果・手法を組み合わせ、自治体による具体的な施策や省庁

における放射能汚染対策、廃炉への具体的な応用等が達成でき、具体的なアウトカムが明確な成果として、

以下 3 点が挙げられる。 

 

【総合的成果①河川水系における Cs 動態理解】 

 ダム調査において、事故初期の上流域からの放射性 Cs 流出量、流出土砂の放射性 Cs 濃度の時間変化と

その粒度依存性等、我が国の地形、土地利用、土壌等の性質を踏まえた放射性 Cs の流出特性の検討に

必要となる各種パラメータを定量的に提示した（Funaki et al., 2018）。 

 これらの調査結果等を踏まえて、台風等の洪水イベントの放射性 Cs 流出への影響や水門管理による放

射性 Cs 流出抑制効果等について、予測解析を実施し、その妥当性を検証した（Kurikami et al.,2016； 

Yamada et al., 2015）。 

 ダム下流域への放射性 Cs 流出の影響について、無人ヘリを用いた空間線量率モニタリング、および、

河川敷堆積物中の放射性 Cs 濃度分布の時間変化評価を実施し、定量的な判断材料を提供した。 

 これらの成果は、貯水池下流域の住民の帰還や営農再開へ向けた不安を払拭する上で重要な科学技術的

知見と判断され、東北農政局が作成した「大柿ダムの放射性 Cs の実態と対策―請戸川地区の農業復興

に向けて―（第 2 版）」において、採用された。 

 

【総合的成果②十万山火災時の Cs 動態の理解】 

 平成 29 年 4 月下旬から 5 月上旬にかけて福島県の帰還困難区域で発生した林野火災に対して、福島県

環境創造センターを構成する福島県、原子力機構、国立環境研究所の 3 機関が一体となり、火災中及び

鎮火後における周辺環境への影響を把握するための調査を実施した。調査実施にあたっては、原子力機

構が全体研究計画作成等で中心的な役割を果たした。 

 初期沈着挙動評価手法を適用し、延焼地からの放射性 Cs 飛散は有意ではなく、空間線量率増加もほとん

ど認められないことを明らかにした。また、火災時に採取した大気浮遊じんの放射性 Cs 濃度から推計さ

れた内部被ばく線量は、天然の放射性物質の吸引によるものと比較して十分低いとの結果が得られた。 
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（6/7） 
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環境創造センターを構成する福島県、原子力機構、国立環境研究所の 3 機関が一体となり、火災中及び
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表-3 自己評価：福島長期環境動態研究（7/7） 

 森林動態調査手法を適用し、延焼地からの放射性 Cs 流出特性を調査したところ、下草やリターが焼失

した斜面では流出量の増加は認められたが、他の森林斜面における観測結果の範囲内であった。 

 河川水系動態調査手法を適用し、河川への放射性 Cs の流出状況を調査、有意な増加は確認できないと

の結果が得られた。 

 得られた結果は浪江町除染検証委員会（平成 29 年 10 月）、福島県廃炉安全確保県民会議（同年 11 月）

及び福島県廃炉安全監視協議会環境モニタリング評価部会（同年 12 月）にて報告し、自治体と地域住

民の懸念払しょくに貢献した。 

 

【総合的成果③オンサイト初期核種分布の推定】 

 平成 27-29 年度の文部科学省公募事業研究「発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特

性に基づくサイト内放射性核種インベントリ評価に関する研究」の外部資金を獲得し、森林動態、初期

沈着挙動評価、核種分析手法整備で培われた手法を適用し、オフサイトの放射性核種分布に基づくサイ

ト内の初期核種分布推定手法を開発した（国立科学博物館、京都大学、福島大学と連携）。 

 表土深部方向への各核種の分布状況を明らかにし、Cs・Sr については複数化学種の重畳を考慮した移

流拡散モデルを整備し、実データがモデルを用いて再現できる可能性を示した。また、深さ方向プロファ

イルと表層における核種組成から、Pu-239+240 および Am-241（Pu-241 からの崩壊）はグローバルフォ

ールアウト起源が主であり、Sr-90、Pu-238、Cm-244 は 1F 事故起源が主であることを明らかにした。 

 各プルームの汚染源と核種組成、無人ヘリ測定結果に基づく大気拡散モデルを構築し、核種分布状況を

再現、サイト内の各地点の核種インベントリ評価に見通しを得ることができた。これにより、サイト内

の各地点において、廃炉に向けた過去の作業で発生した、あるいは、将来の作業で発生する様々な固体

廃棄物中の核種インベントリの定量的な評価、ならびに実際の固体廃棄物管理の現場で抜き取り検査等

により行われるインベントリ確認の大幅な効率化が期待できる。 
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表-4 委員会評価・意見：福島長期環境動態研究（1/4） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

S 評価委員からの意見 

 福島に戻る方の不安に科学的根拠を持ってお示しするための研究、との最初のご説明が明確でわかりや

すかった。そのような点からいうと、放射線の動態研究が進み、自治体への情報提供はかなり進んでい

ることは大変評価できる。 

 次の段階として、個人の方、あるいは事業団体、個人を支える役割の方などへのもう一段ブレークダウ

ンした情報提供を進めていただきたい。 

 「森林における Cs の移動は小さい」「地表面の被覆が重要」など、貴重な成果を林業家に伝え、山菜類

は食べられるのか、川遊びはできるのかなど、生活と直結した内容にも期待する。 

 河川での状況も重要。市民は夏に水遊びができるのか、木戸川のサケが影響ないのかなど、砕けた情報

はどの段階で出すのか？ 

 大規模災害が増加傾向にあり、研究成果は特定の課題を持った自治体だけでなく、全市町村に提供して

はどうか？ 

 成果をわかりやすく発信するのは、重要な作業であり、公表後、自治体や生活支援相談員、放射性相談

員、健康相談員など地域住民の方々を支える役割の方がすぐに活用できるよう、積極的に提供していた

だきたい。 

 トリチウム水の処分に関する検討が山場を迎えている。このような流れを踏まえて、現状の情報が提供

できるように、多様な課題の時期を見た研究テーマの設定を進めていただきたい。1）検査体制をどう

作るか。2）放出前後、環境、農林水産物等、どうデータをとるのか。3）検査や情報公開過程での市民

の信頼を得るための配慮事項、など。 

 当初の目的・目標を上回る進捗であると考える。特に、外部や現場での判断から研究計画を変更しなが

ら進めている現状は大変に好ましいと考える。 

 これだけ多くのサイトで多彩な情報を収集しているプロジェクトは現況存在しないのではないだろう

か。このプロジェクトは日本の環境モニタリング研究の中心的存在と言える。様々な大学や研究機関と

の連携や共同研究も多く活動中であり、既に論文化されている点は大変高く評価できる。住民や行政へ

の要請にも応えられている。山火事への対応など臨機応変な活動も合わせて考えると、これ以上の成果・

アウトカムを想像しがたい。 

 自己評価を A としているが、A 評価とする理由を探すのが困難であるぐらい質の高いアウトカムがあ

ると考える。 

 

A 評価委員からの意見 

 計画の見直しや新しい課題にも柔軟に対応して、目的を明確にまとめ、成果を挙げている。 

 得られた成果は、論文等で発表するだけでなく、地域への還元がなされている。今後のさらなる成果も

期待できるものである。 

 長期的な観測結果をまとめた成果を論文等で発表するだけでなく、地域への還元がなされている。今後

のさらなる成果も期待できる。これまでの成果も高い質の成果が得られている。 
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表-4 委員会評価・意見：福島長期環境動態研究（1/4） 
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 トリチウム水の処分に関する検討が山場を迎えている。このような流れを踏まえて、現状の情報が提供
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の要請にも応えられている。山火事への対応など臨機応変な活動も合わせて考えると、これ以上の成果・

アウトカムを想像しがたい。 

 自己評価を A としているが、A 評価とする理由を探すのが困難であるぐらい質の高いアウトカムがあ

ると考える。 

 

A 評価委員からの意見 

 計画の見直しや新しい課題にも柔軟に対応して、目的を明確にまとめ、成果を挙げている。 

 得られた成果は、論文等で発表するだけでなく、地域への還元がなされている。今後のさらなる成果も

期待できるものである。 

 長期的な観測結果をまとめた成果を論文等で発表するだけでなく、地域への還元がなされている。今後

のさらなる成果も期待できる。これまでの成果も高い質の成果が得られている。 
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表-4 委員会評価・意見：福島長期環境動態研究（2/4） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 環境動態において生活圏における研究は不可欠なものであり、将来予測のための貴重な成果を着実にま

とめている。今後のさらなる成果も期待できる。 

 得られた成果は、論文等で発表するだけでなく、地域への還元がなされている。これまで成果をベース

に今後のさらなる発展も期待できるものである。 

 諸過程ごとの実測値をベースに挙動予測モデルが開発されており、自治体の政策等に貢献している。引

き続きデータを積み上げることで精度の高い予測モデルが創出されることが期待される。 

 一般向けと自治体向けに分かりやすい情報発信の取組は、理解促進のために重要なことである。ユーザ

ー分析を行うことで、顕著な成果の創出が期待できる。 

 オンサイト近傍でのオフサイトの研究は重要であるが、土地利用の関係で、研究できる場所などが今後

限定される可能性が高い。これまでに得られた知見をしっかりとアーカイブし、事故直後の状況につい

て解析や解明が進むように、成果の取りまとめを期待する。 

 放射性 Cs 以外の核種についても取り組まれ、顕著な成果を得ている。引き続きこの分野についても研

究が継続することを期待する。 

 総合的な取組は、分かりやすい情報発信にも繋がるところもあり、その結果が自治体の政策に貢献され

ている。この結果は、将来的な成果の創出にも期待できるものである。 

 3 機関共同でまとめられたものであり、住民の懸念払拭に貢献したことは、成果の最大化に向けた取組

の結果であり、高く評価されるものである。 

 計画に対して研究成果が着実にあがっており、研究開発の進捗は妥当である。 

 福島環境情報サイトに関して、サイトの利用者の地域、立場、目的など進めた分析を行うことにより、

サイト上の情報がどのような影響を与えたかを知ることができる。大規模な調査を行うことは困難であ

るため、まずは簡易に確認できる枠組みを進めていかれることを期待する。 

 福島環境情報サイトのユーザビリティに関しても、合わせて評価することにより、サイトの有効性を高

める取り組みにつながることが期待される。 

 「科学的裏付けに基づいた情報」を使っている点に関して、研究者や専門家以外の方々が「科学的裏付

けに基づいた情報」をどのように捉えているのかを詳細に確認していかれることを期待する。 

 解析事例ベースの情報公開に向けて、時間的制約があると考えるが、公開前・公開後も含め、使いやす

さの評価に基づき改良を行うことにより、より効果が高まることが期待される。 

 当初計画および追加的な事項について、適切に対応し進捗してきた。特に林野火災の緊急的対応には、

福島環境創造センター三機関で連携して機動的に対応した。 

 他機関連携の下で、多くの成果が生まれた。特に、多くの現場データとそれらを基にしたモデリング研

究は、今後の関連知の体系化のプラットフォームになる可能性がある。情報のアーカイブ化、社会への

情報発信についても、戦略的に行いつつあり、今後の展開が期待される。 
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表-4 委員会評価・意見：福島長期環境動態研究（3/4） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 計画どおり進捗しているほか、外部の要請に応じて一部の研究を追加するなど、適切に計画の見直しを

行っている。 

 森林や河川、ダム等の動態の解明が大きく進展した。林野火災時の動態解明にも関係機関と連携し、積

極的に取組み、自治体や住民の不安解消に貢献するなど、研究成果が有効に活用されている。 

 多様な森林における評価を実施し、森林からの流出が小さいことを確認したなどの定量評価は評価でき

る。さまざまなモデル（SACT、GETFLOWS、ADRET、3D-ADRES）を評価書の中で用いているが、ど

のモデルが有効であるのか等を検討しているのか不明である。モデルの使い勝手、パラメータの必要性

などを含めて、検討が必要である。 

 湧水で濃度が少なく、その後大きくなることが溶出によるものと可能性を示しているが、これが可能性

ではなくプロセス要因を把握する方法は、今後検討されているのか？ 

 農産物の調査が実施されているが、各大学との連携はみえるが、この調査が福島県下のどのような地域

連携で行われているのか？現場とのフィードバックが重要であるので、その点を今後、さらに拡大して

いくことが期待される。 

 コンパートメントモデルなどで、クリティカルパスなどを明示できるかと思うが、流域や地域により、

このクリティカルパスが異なるのか、もしくは統一的な見解が得られているのか、今後の課題などの整

理があるといい。 

 データの継続的な公開は重要ですので、この部分の今後に発展は大いに期待します。又、一般的にわか

りやすい内容に落とし込んだデータ整理している点は、他の研究チームと比較すると、全体的に評価で

きる。 

 溶存態および懸濁態について個々の研究成果が見られるのは評価に値する。データの蓄積の重要性とと

もに、現象があきらかになってきた。しかし、これまでの調査で明らかになってきた流出特性が、洪水

や出水として、どのような規模（発生の回帰年など）であったのか？の評価はされているのでしょうか？

将来発生する洪水や降雨イベントにおける Cs 流出を検討する上でも、これまでのモニタリング結果に

対応する降雨イベント、気象現象の位置づけを明確化したほうがよい。 

 山火事跡地におけるモニタリングについて、火事後の継続調査は行われているのか？ 

 今後、オンサイトを中心とした研究の重要度は大きくなると予想されるが、オンサイトとオフサイトで

の研究の位置づけ、課題の整理はされているのでしょうか？ 

 当初計画した研究課題に対して、着実な進捗が見られる。また、浪江町十万山林野火災への対応など、

突発的な課題に対する対応も適切であり評価できる。 

 当初の計画の他、環境動態の研究で得られた成果の展開を図るとともに、成果が自治体に提供されるな

ど着実に成果が出ていると評価できる。一方で、環境動態研究はチェルノブイリなど過去の事象から学

ぶことも多いと思われ、そういった国際連携に関する成果についても記載すべきではないか。 
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表-4 委員会評価・意見：福島長期環境動態研究（3/4） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 
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 森林や河川、ダム等の動態の解明が大きく進展した。林野火災時の動態解明にも関係機関と連携し、積
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ではなくプロセス要因を把握する方法は、今後検討されているのか？ 

 農産物の調査が実施されているが、各大学との連携はみえるが、この調査が福島県下のどのような地域

連携で行われているのか？現場とのフィードバックが重要であるので、その点を今後、さらに拡大して

いくことが期待される。 

 コンパートメントモデルなどで、クリティカルパスなどを明示できるかと思うが、流域や地域により、

このクリティカルパスが異なるのか、もしくは統一的な見解が得られているのか、今後の課題などの整

理があるといい。 

 データの継続的な公開は重要ですので、この部分の今後に発展は大いに期待します。又、一般的にわか

りやすい内容に落とし込んだデータ整理している点は、他の研究チームと比較すると、全体的に評価で

きる。 

 溶存態および懸濁態について個々の研究成果が見られるのは評価に値する。データの蓄積の重要性とと

もに、現象があきらかになってきた。しかし、これまでの調査で明らかになってきた流出特性が、洪水

や出水として、どのような規模（発生の回帰年など）であったのか？の評価はされているのでしょうか？

将来発生する洪水や降雨イベントにおける Cs 流出を検討する上でも、これまでのモニタリング結果に

対応する降雨イベント、気象現象の位置づけを明確化したほうがよい。 

 山火事跡地におけるモニタリングについて、火事後の継続調査は行われているのか？ 

 今後、オンサイトを中心とした研究の重要度は大きくなると予想されるが、オンサイトとオフサイトで

の研究の位置づけ、課題の整理はされているのでしょうか？ 

 当初計画した研究課題に対して、着実な進捗が見られる。また、浪江町十万山林野火災への対応など、

突発的な課題に対する対応も適切であり評価できる。 

 当初の計画の他、環境動態の研究で得られた成果の展開を図るとともに、成果が自治体に提供されるな

ど着実に成果が出ていると評価できる。一方で、環境動態研究はチェルノブイリなど過去の事象から学

ぶことも多いと思われ、そういった国際連携に関する成果についても記載すべきではないか。 
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表-4 委員会評価・意見：福島長期環境動態研究（4/4） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 モニタリングが進展し、環境への影響が今後どう変化していくか、今最も求められている分野であり、

そのデータの蓄積を含めて広く発信する努力を続けてほしい。また、そうした発信がどう使われている

かのフィードバックあるいはどのように使えるかの提示も積極的に進めると良いと感じた。 

 研究成果は着実に上がっている。自治体の要請に基づく農林水産物への移行挙動に関する研究の前倒し

での検討は妥当と考える。 

 林野火災のすばやい対応はとても評価できる。研究は、当初の目標を遂行することも大切であるが、こ

のように臨機応変に行うことも大事である。 

 根拠情報 Q&A サイトは三層構造でいいか。「根拠情報」という名前はわかりにくい。「もっと知りたい」、

「さらに知りたい」などのわかりやすい表記がよい。 

 自治体との協力は研究や研究者が見える取組みであり、評価できる。 

 環境中に残存する放射性 Cs の濃度はどのように変化するのか？という疑問に応えるべく、現地調査や

室内試験、モデリングを通じて十分な成果が得られた。 

 環境中の放射性 Cs は生活圏に影響を及ぼさないのか？という疑問に対しても、生活圏内における蓄積、

堆積状況や被ばく線量評価のための解析ツールの開発など着実に成果が出ている。ただ、キノコや淡水

魚への移行についての将来予測は課題である。 

 包括的評価モデルの構築に向けて、各コンパートメントモデルがどのように組み込んでいくのか、何を

出力とするのか、全体像が十分理解できない。また、GETFLOW モデルを用いた放射性 Cs の挙動を表

現する流域モデルの開発において、地下水への影響を評価できるパラメータの整備や観測データの収集

が必要である。 
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表-5 自己評価：除染・減容技術の高度化（1/3） 

自己評価 【A】 

(1) 研究開発の進捗状況の妥当性（情勢変化に対応した研究開発の目的・目標、進め方の見直し（継続、変

更、中止等）も含む） 

国、市町村の除染の状況に併せて研究開発を進めてきており、除染効果予測や線量予測の実施などで除染の

推進を支援し避難指示解除へ貢献するなどにより所期の目標を達成している。また、除去土壌等の分別・減

容等処理技術開発では、当初の計画に加え期中に最終処分に向けた技術開発戦略策定に係る業務を環境省か

ら受託して実施し、国の技術戦略策定に貢献するとともに再生利用実証事業の実施に貢献するなど、国の目

標に沿って事業を遂行した。一方で、Cs 移行抑制技術、除染で生じた除去土壌や可燃物の減容化技術の開発

については、既存技術の中から有望な技術を選定して技術開発を進め、チェックアンドレビューにより実用

化に向けた課題を整理して研究開発の継続の可否について判断した。今後、帰還困難区域の避難指示解除等

の復興に向けた取組みの中で、国や自治体の要請に応じて技術支援等を実施する。 

 

除染による線量低減の効果や線量の将来予測解析のために開発した除染効果評価システム（RESET）の高度

化・実証においては、「空間線量率減衰の 2 成分モデル」の適用性を評価し、現状の半減期パラメータが問題

なく適用できることを確認するなど計画通り進捗している。また、帰還困難区域を対象とした除染効果予測

解析を実施し、その結果を自治体等へ提供したことで、特定復興再生拠点の詳細な解析依頼が自治体から要

請されるなど、自治体の要請に応じた対応を行っている。今後は、環境動態研究で整備する「包括的評価シ

ステム」への組込を行う。 

 

ポリイオン等による Cs（Cs）移行抑制技術の開発においては、土木分野で実績のあるポリイオンや浮遊懸濁

態補修材を用いた Cs 移行抑制試験を原位置で実施し、一定の効果があることを確認したが、山地森林から

の Cs 流出量が少ないとの環境動態研究での成果などを踏まえて、継続実施についての判断を行い、得られ

た結果を土木分野などでの反映を目的とした取りまとめを実施して研究開発を終了した。 

 

除去土壌等の分別・減容等処理技術開発においては、期中において除染で発生した除去土壌等の「最終処分

に向けた技術開発戦略策定業務」を環境省から受託し、環境省が公表した「中間貯蔵除去土壌等の減容・再

生利用技術開発戦略」（平成 28 年 4 月）、「再生資材化した除去土壌の安全な利用に係る基本的考え方」（平成

29 年 4 月）の策定において技術的に貢献することにより、減容・再生利用の道筋を明らかにし、南相馬市で

の再生利用実証事業の実施（平成 29 年 4 月）に結び付けることができた。また、超高減容化に有効性が期待

できる分級減容処理法としての磁気分離技術について、実際の放射性 Cs を含む汚染土壌を用いた基礎試験を

実施したが、大量の土壌を処理するための処理能力や土壌の性状の変化への対応などの大型化に向けた課題

等を明らかにし、中間貯蔵施設での適用までのスケジュールを含めた実現性について判断を行って開発を終

了した。Cs の吸脱着機構の解明については、粘土鉱物との吸着特性の評価手法の確立など基礎研究を着実に

進めており、今後環境動態研究での核種移行メカニズムの解明などへの成果展開を目的に研究を継続する。 
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表-5 自己評価：除染・減容技術の高度化（1/3） 
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標に沿って事業を遂行した。一方で、Cs 移行抑制技術、除染で生じた除去土壌や可燃物の減容化技術の開発
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除染による線量低減の効果や線量の将来予測解析のために開発した除染効果評価システム（RESET）の高度
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態補修材を用いた Cs 移行抑制試験を原位置で実施し、一定の効果があることを確認したが、山地森林から
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進めており、今後環境動態研究での核種移行メカニズムの解明などへの成果展開を目的に研究を継続する。 
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表-5 自己評価：除染・減容技術の高度化（2/3） 

可燃物の分解・減容技術開発については、産業界での技術動向を踏まえて溶解・分解によるバイオ燃料化や

堆肥化の技術を選定して基礎試験を実施し、実用化に向けた課題を明らかにした。また、可燃物の焼却処理

が各地で実施される状況になったことなどの社会情勢を踏まえて検討し、技術開発を終了した。 

 

(2) 研究成果・アウトカムの暫定的確認 

除染効果評価システム（RESET）については、特定復興再生拠点などの対象に対し、現実的に信頼性をもっ

て復興拠点の線量の予測解析を行うため、以下の解析手法の開発を実施した。 

 広範囲を対象とした膨大なデータを処理し、地図上で可視化する仕組みを開発 

 航空機モニタリングデータや歩行サーベイなど複数の手法で取得されたデータを総合的に活用できる

手法を導入 

 除染係数について帰還困難区域における除染モデル実証事業で得られたデータから推定を実施 

 経時変化の精度向上を図るため、ウェザリング効果を考慮した方法を導入 

 また、「除染モデル実証事業」を実施した 21 ヶ所を対象に除染後エリアでの「空間線量率減衰の 2 成分モ

デル」の適用性を評価し、現状の半減期パラメータが問題なく適用できることを確認した。本システムを用

いて、環境省の依頼を受けて中間貯蔵施設整備にあたっての除染効果の予測解析を実施し、作業員の被ばく

低減に資する検討の基礎情報として提供し、実際の施設整備計画に反映された。また、帰還困難区域にある

地元自治体の要請に基づき除染シミュレーション結果と線量率の将来予測結果を提供し、特に富岡町での帰

還困難区域と接する避難指示区域の除染効果評価では国による境界部の帰還困難区域の除染が実現するな

ど、地元自治体の復興計画の立案等に貢献する顕著な成果を創出した。引き続き、国や自治体の要請に応じ、

住民帰還などへ貢献することが期待される。 

 

ポリイオン等による Cs 移行抑制技術の開発の成果については、水中の土壌懸濁態の捕集試験において、総

懸濁態量の約 6％を捕集できることを確認した。一方で、環境動態研究において森林等からの Cs の流出量が

低いことが確認されたことから、研究開発を終了し、これまでの成果について土木分野等における反映など

を目的とした取りまとめを行っている。 

 

除去土壌等の分別・減容等処理技術開発では、以下の成果を挙げている。  

1）Cs の吸脱着機構の解明において、これまでに得られた粘土鉱物との結合状態などの情報を基に研究開発

をさらに進め、以下の成果を挙げている。 

 放射光電子顕微鏡を用いて元素の分布や化学結合の情報をナノスケールで明らかにする手法を確立し、

除去土壌や模擬燃料デブリの分析などへの応用が期待されている（Yoshigoe et al., 2018、2018 年 1 月プ

レス発表）。 

 X 線分光による風化黒雲母における吸着 Cs の電子状態を評価し、Cs の脱離の指標となる知見を得るな

どの成果を得ている（日本原子力学会「2017 年秋の大会」発表）。 
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表-5 自己評価：除染・減容技術の高度化（3/3） 

 粘土鉱物からの Cs 除去と再結晶化の試験を実施し、混合塩を添加し過熱することで Cs が除去され、風

化黒雲母が 4 種類の結晶（普通輝石・和田石・赤鉄鉱・方解石）に変化することを明らかにした（Honda 

et al., 2017）。本成果については、海外でも注目され、フランスの環境企業が混合塩溶融による土壌から

の Cs 分離技術として実用化に向けた検討を進めている。 

 土壌粘土粒子の表面構造と Cs 吸着特性との関係について、計算科学により解明を行い、「ほつれたエッ

ジ」と呼ばれるナノメートル程度の特殊な構造に Cs が最も強く吸着されることを立証することなどを

明らかにした（Okumura et al., 2018、2018 年 7 月プレス発表）。 

 これらの成果は、除去土壌からの Cs 除去や環境中での Cs の移行挙動の解明に貢献することが期待される 

2）環境省から受託した、除染で発生した除去土壌等の「最終処分に向けた技術開発戦略策定業務」では、除

染で生じた除去土壌等の発生量・性状・放射性 Cs 濃度を整理するとともに、分級・減容化技術について既

存技術の適用性評価を行い、その結果を踏まえて再生利用量と最終処分量の試算を実施した。また、再生

資材化した除去土壌の安全な利用に係る品質・維持管理の考え方の整理、作業時・供用時の被ばく評価に

よる安全性の確認を行い、国による減容・再生利用技術開発戦略の策定、再生資源化した除去土壌の安全

な利用に係る基本的な考え方の策定、並びに再生利用実証事業の実施に貢献した。 

3）再生利用を促進する上で必要となる粉じん飛散の監視手法として LIDAR を用いた時空分布モニタリング

システムの実証試験を行い、粉じん飛散状況の可視化を実証し、粉じん飛散監視技術としての適用性を確

認した。 

 

可燃物の分解・減容技術開発では、バイオマス燃料化の基礎試験などを行い、酸触媒の濃度が溶解条件に大

きく影響すること、対象物により分解性が異なるとの結果であり、実用化に向けた課題の抽出を行った。 

 

環境省からの受託事業「除染効果検証等及び基準等検討業務」では、除染エリアを対象とした空間線量率の

追跡調査のデータを積み上げ、空間線量率の平均値が継続して低下傾向であることを確認し、除染効果が持

続していることを確認し、その結果が環境省から公表された。また、森林除染モデル調査において、調査計

画の立案から調査結果の評価までの一連過程において技術的な助言や現場での技術指導を行い、環境省の森

林除染に関する方針策定に貢献した。このように、環境省、福島県、県内外の市町村からの要請に基づき、

これまで培ってきた知見を活用し、各種除染活動に関してより高度で専門的な技術的支援を実施し、除染活

動の進捗に貢献した。今後、帰還困難区域の除染などにおいて、国等の要請に応じ、技術支援等を行うこと

が期待される。 

 

国の検討会や自治体の除染検討委員会などにおいて、専門家として、住民帰還に向けた助言を行うなど、国

や自治体の復旧・復興に向けた計画立案などに貢献した。引き続き、国や自治体の委員会等の場において、

専門家としての助言等を行うことが期待される。 

 

 

 

JAEA-Evaluation 2019-008

- 42 -



JAEA-Evaluation 2019-008 

- 42 - 

表-5 自己評価：除染・減容技術の高度化（3/3） 
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 土壌粘土粒子の表面構造と Cs 吸着特性との関係について、計算科学により解明を行い、「ほつれたエッ

ジ」と呼ばれるナノメートル程度の特殊な構造に Cs が最も強く吸着されることを立証することなどを

明らかにした（Okumura et al., 2018、2018 年 7 月プレス発表）。 

 これらの成果は、除去土壌からの Cs 除去や環境中での Cs の移行挙動の解明に貢献することが期待される 

2）環境省から受託した、除染で発生した除去土壌等の「最終処分に向けた技術開発戦略策定業務」では、除

染で生じた除去土壌等の発生量・性状・放射性 Cs 濃度を整理するとともに、分級・減容化技術について既
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3）再生利用を促進する上で必要となる粉じん飛散の監視手法として LIDAR を用いた時空分布モニタリング

システムの実証試験を行い、粉じん飛散状況の可視化を実証し、粉じん飛散監視技術としての適用性を確

認した。 

 

可燃物の分解・減容技術開発では、バイオマス燃料化の基礎試験などを行い、酸触媒の濃度が溶解条件に大

きく影響すること、対象物により分解性が異なるとの結果であり、実用化に向けた課題の抽出を行った。 

 

環境省からの受託事業「除染効果検証等及び基準等検討業務」では、除染エリアを対象とした空間線量率の

追跡調査のデータを積み上げ、空間線量率の平均値が継続して低下傾向であることを確認し、除染効果が持

続していることを確認し、その結果が環境省から公表された。また、森林除染モデル調査において、調査計

画の立案から調査結果の評価までの一連過程において技術的な助言や現場での技術指導を行い、環境省の森

林除染に関する方針策定に貢献した。このように、環境省、福島県、県内外の市町村からの要請に基づき、

これまで培ってきた知見を活用し、各種除染活動に関してより高度で専門的な技術的支援を実施し、除染活

動の進捗に貢献した。今後、帰還困難区域の除染などにおいて、国等の要請に応じ、技術支援等を行うこと
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国の検討会や自治体の除染検討委員会などにおいて、専門家として、住民帰還に向けた助言を行うなど、国

や自治体の復旧・復興に向けた計画立案などに貢献した。引き続き、国や自治体の委員会等の場において、

専門家としての助言等を行うことが期待される。 
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表-6 委員会評価・意見：除染・減容技術の高度化（1/3） 

A 評価：8 名、B 評価：2 名 

A 評価委員からの意見 

 進捗状況は確認を行い、状況に応じて見直しが進められており、問題は感じない。 

 刻々と変化する状況に対応できる空間線量率とその将来予測についてもまとめられており、今後の成果

も期待できる。 

 研究計画通りに進捗することができなかったが、この方法のデメリットを証明している。それは成果で

あり、明確に研究を終了することは重要である。 

 研究成果は得られ学術論文等で発表されている。アウトカムについては、活用や応用への期待しかなか

った。 

 委託事業はそのミッションをクリアーしている。 

 技術開発や基礎実験から実用化に向けた問題点を明らかに、課題を終了したことは重要である。 

 これまでに培ってきた技術や成果が活用することで住民の安全安心を確保するや地域の復興や復旧に

貢献できたことは評価できる。 

 地道な活動で著しい成果が得られるものではないが、不可欠な活動であり、このような対話が信頼関係

を築きあげることになり、重要な役割を果たすものである。 

 計画に対して研究成果があがっており、研究開発の進捗は妥当である。 

 コミュニケーション・原子力人材育成活動には、多くの研究者や科学の専門性を有する方々が述べ 1000

名程度参画されたと伺っている。これは、専門知識を有する人々が現地の方々と関わり、科学的知識や

実際の環境を鑑みて、交流していった非常に貴重な事例だと考える。このため、2011 年以降これまで

の、この活動を行った方々の行った内容、気づき、考え方の変化等を、事例としてぜひ報告・公表いた

だくことを期待する。これは、同様の状況に対する貴重な資料となると考える。 

 上記と合わせて、これまでの成果や得られた知見を踏まえ、コミュニケーション・原子力人材育成活動

から発展する今後のコミュニケーション活動の展開を検討されることを強く期待する。 

 研究開発を取り巻く情勢は刻々と変化していることから、当初計画について英断をもって見直したこと

は妥当であったと理解できる。国の戦略作りへの関与を計画に取り入れたことは、適切であり且つ貢献

度も高かった。 

 吸脱着挙動に関する基礎研究については、学術的価値のみならず、除染・処理・再生利用技術の基盤と

なる成果を提供されたことを評価する。国の受託業務において、国の技術開発戦略策定を科学的基盤を

踏まえて検討できたこと、再生利用基準の検討に資する被ばくシナリオ評価結果を提供できたことな

ど、機構の貢献度は極めて高い。 

 全体として、終了した課題などがある。メリハリなどが重要であるものの、終わらせるだけではなく、

研究成果としては重要である。 

 研究を終了した根拠が、山地森林からの流出が少ないという点のみでは根拠が脆弱である。 

 減容化としては、かなり明確な成果が出ているかと思います。 

 実用化の課題が見えたとしているが、具体的に何なのか不明瞭？ 
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表-6 委員会評価・意見：除染・減容技術の高度化（2/3） 

A 評価：8 名、B 評価：2 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 ウェザリングの効果を入れたモデル化は有効である。ウェザリングによる効果によりどの程度予測が上

がったのか？データは示されているが、最大・最小値が大きい。平均値の議論と、ばらつきの議論が必

要なのではないか？ 

 この課題をなぜ、土木分野等における反映を目的としたとりまとめなのか？ 

 再生資材の利用についての試算は、重要である。しかし、この試算が試算のみで終わっており、今後、

どのように活用されるのか不明瞭である。とくに、これを実現するための仕組みとして、何が必要であ

るか検討することが重要となる。さらに LiDAR でどのように粉塵が把握されるのか？ 

 実用化に向けた課題の抽出をより明示的に現れていると良いかと思います。 

 除染の推進に果たした功績は大きい。また今回は的確に効果モデルを検証してきており、新しい技術で

はないが、役割は果たしており、日本の経験としてきちんと蓄積するべきと考える。特にこれまでの成

果の体系化は重要と考える。 

 成果を蓄積するために、学会発表だけでなく、論文等で蓄積をしていただきたい。なお、廃炉にどうつ

なぐかきちんと検討することが重要。 

 地元自治体の帰還、再開発、復興計画などに貢献する流れが定着しているのは評価できる。この取り組

みを全自治体が活用できるような視点が必要と考える。 

 技術開発では成果が出ており、研究としては収束する方向性は納得できるが、世界に向けた情報集約や

論文としての評価を得るなど、丁寧に実施して欲しい。 

 再生利用の課題を抽出したことで、平成 28 年で研究を終了したとあるが、市民・社会の理解を得て現

実するのはこれからであり、今後、研究が必要な点もあるのではないか。フォロー体制は残して、的確

に対応を継続していただきたい。 

 相談員など制度は整っているが、放射線に関する情報を直接キーパーソン人材に伝えるのは重要であ

り、役割の重要性は変わらない。 

 計画に沿った進捗が図られていると考えられる。また、研究内容を精査し、継続・終了の判断を適切に

行っていると評価できる。 

 既に多くのテーマが研究開発を終了しているが、各研究から得られた知見は、復興計画の立案や国の政

策策定に貢献するなどの成果を挙げており、評価できる。 

 順調に研究が進展した結果、一部の研究が終了している点は妥当である。特に、森林からの Cs 流出が

少ないという知見から、Cs 移行抑制技術の開発を終了する点は、やみくもに続けることなく柔軟な計

画見直しをしたということで、むしろ高く評価すべきである。 

 廃棄物についてはアウトカムを出すにしても、行政上難しい状況があるのではないだろうか。科学的知

見としては十分な成果が得られていると考える。 

 研究成果、特に除染について可視化できる RESET の開発は評価できる。経年変化も含めた予測も住民

の関心事であり、積極的に進めてほしい。 
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表-6 委員会評価・意見：除染・減容技術の高度化（2/3） 

A 評価：8 名、B 評価：2 名 

A 評価委員からの意見（続き） 
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 廃棄物についてはアウトカムを出すにしても、行政上難しい状況があるのではないだろうか。科学的知

見としては十分な成果が得られていると考える。 

 研究成果、特に除染について可視化できる RESET の開発は評価できる。経年変化も含めた予測も住民

の関心事であり、積極的に進めてほしい。 
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表-6 委員会評価・意見：除染・減容技術の高度化（3/3） 

A 評価：8 名、B 評価：2 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 計画通り進捗しているが、除染の進捗に伴い、研究ニーズが縮小している。 

 開発された除染効果評価システムや除去土壌等の分別・減容等処理技術などの成果については、今後の

除去土壌等の処理や帰還困難区域の除染などの取組みへの技術的な支援としての貢献が期待される。 

 除染・減容技術の高度化の研究期間中、要請される研究テーマが変化していく中での研究成果として、

除染効果システム（RESET）の高度化・実証については、十分な成果があり、今後、特定復興再生拠点

区域における除染活動に大いに反映されていくものと期待される。 

 一方で、ポリイオン等による Cs 移行抑制、磁気分離、グリセリン溶解法など個々の技術開発について

は、研究開発としての観点から一定の評価はできるが、技術の実効性や処理規模の拡大可能性などの観

点からすれば、困難なテーマ設定であったと考えられる。その意味で、平成 28 年度や平成 29 年度に終

了した点は、研究開発の状況を踏まえた判断であったと評価できる。 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（1/6） 

(1) 国内外他機関との連携の妥当性 

 韓国原子力安全技術院（KINS）とは、平成 25 年度から、福島の河川敷を対象とした合同無人ヘリモニ

タリング等を通して、韓国原子力研究所（KAERI）とは、平成 30 年度から、福島における In situ Ge 測

定等のクロスチェック等を通して、両機関の解析手法の妥当性等について、双方向の技術交流を行なっ

てきた。この取り組みは、個別のモニタリング手法の技術レベルの向上に寄与するだけでなく、隣国と

の原子力防災への共通認識を形成するために、極めて重要な取り組みと考える。さらには、韓国におけ

る福島県の農林水産物への風評に関する正確な認識の形成にも資することが期待される。【韓国 KINS、

KAERI との連携】 

 

 航空機を利用したモニタリングは世界各国で行なわれていることから、できるだけ幅広い情報収集を行

なう必要がある。そこで、航空機モニタリングに関する情報を効率的に入手するための取り組みとして、

International AMS meeting への参加や、ラトビア等における現地情報収集活動等を実施している。当該

取り組みにより、航空機モニタリングの最新の知見の把握はもちろんのこと、福島における線量分布の

現状などの正確な発信への寄与が期待される。【航空機モニタリングに関する関係各国との情報交換】 

 

 仮置場跡地の効率的なフォローアップモニタリング手法の構築の一環として、福島県環境創造センターと

共同で、PSF、In situ Ge、無人ヘリによるモニタリング、試料採取・分析、及び計測結果の比較評価を行

った。今年度も数箇所を対象とした適用試験を実施する予定である。【福島県環境創造センター連携】 

 

 放射線計測や解析技術に関する世界トップレベルの技術を有するローレンスバークレー国立研究所と、

3次元放射線測定技術及び測定手法の異なる測定結果の統計学的な統合マップ化手法の開発を共同で実

施している。3 次元放射線測定技術では、放射性 Cs の沈着量を可視化することにより、住宅地や竹林

等における効率的な沈着量分布の把握が可能となった。特に、測定器の無人ヘリやドローン等への搭載

により、住宅地や森林域などにおける 3 次元的な放射性 Cs 分布の計測が可能となり、広範囲の精度の

高い除染計画の策定等への波及が期待される。統合マップ化手法は、航空機モニタリングや、走行（車

両）サーベイ等のそれそれのメリットを活かした、統合的な放射性 Cs の分布や将来予測解析に必要な

ツールとして、特に複数のモニタリング手法を実施している原子力機構にとって、重要な手法である。

【LBNL 共研】 

 

 福島県環境創造センターを構成する福島県、国立環境研究所及び機構の 3 機関連携として、原子力規制

庁及び自治体（福島県、浪江町）の要請を受け、十万山林野火災による環境影響評価に係る調査を実施

した。同調査において、県は既設のダスト観測に加えて臨時観測点によるダストサンプリング、国立環

境研究所は河川への流出影響、原子力機構は山岳調査に長けたメンバー構成による放射性 Cs の分布調

査、森林斜面地での流出量評価及び山稜沿いの空間線量率調査を行い、各機関の強みを生かし分担して

協力する調査連携体制のもと進めることができた。【3 機関連携】 

 

JAEA-Evaluation 2019-008

- 46 -



JAEA-Evaluation 2019-008 

- 46 - 

表-7 自己評価：全体に係る事項（1/6） 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（2/6） 

 国立環境研究所と連携して、太田川上流域（南相馬市、浪江町）における溶存態放射性 Cs の挙動に関

する調査および動態シミュレーションを実施した。国立環境研究所は、濁度や溶存態・懸濁態放射性 Cs

濃度を取得し、原子力機構はその観測データを用いて、水、土砂、放射性 Cs 動態シミュレーションを

実施した。溶存態放射性 Cs 動態をモデルで概ね再現することができ、その成果を国際誌に発表した

（Sakuma et al., 2018）。各機関の強みを生かし、成果として発信することができた。【国立環境研究所と

の太田川の調査】 

 

 河川水系を介した放射性 Cs の移行のうち、直接的な管理が困難な水産資源等の生物への移行評価は、

極めて重要な課題である。生物の被ばく評価と放射性物質の分析に関する高い技術的知見が必要である

ため、当該知見を有する弘前大学と共同研究を実施している。これまでのところ、溶存態 Cs 濃度が比

較的高い請戸川水系及び太田川水系における調査研究を実施しており、淡水魚における放射性 Cs の移

行経路に関する情報の蓄積が図られた。【弘前大学との共同研究】 

 

 森林総合研究所との共同研究では、森林総合研究所が林野庁から委託を受けて実施している森林内の放

射性物質の分布状況調査の試験地を対象として、放射線監視技術開発グループと協働し、林外の線量率

測定データを林内の空間線量率へ変換するためのパラメータ取得に係る調査研究を実施した。平成 30

年度からは、得られたパラメータ値の妥当性確認に係る調査研究を森林総合研究所と協働して進めると

ともに、森林内の放射性 Cs 分布から林内の空間線量率を評価するための評価ツールを開発し、森林総

合研究所による評価ツールとの比較検証を進めている。このように森林総合研究所と機構が保有する調

査研究資源を持ち寄り統合することで、森林内空間線量率評価を実施するためのツール開発を迅速に進

めることができ、相互の強みを生かした連携と分担を進めている。【森林総合研究所との共同研究】 

 

 ヘルムホルツ研究所との共同研究では、機構が現地モニタリングを、ヘルムホルツ研究所が長年の経験

を有する大気浮遊じんの分析、解析を担うことで、大気浮遊じんの吸入による被ばくの評価と、世界的

な標準法である ICRP 推奨の吸入被ばく推定モデルの検証が相互協力の下でなされており、国際会議で

の発表など成果が得られつつある。大気浮遊じんを介した農作物の二次汚染に関わる東京大学との共同

研究では、大気浮遊じんの評価を機構が、農学に強みを持つ東京大学が農作物の評価を担い、国際会議

での発表や国際誌への投稿（Nihei et al., 2018）など成果が得られつつある。【ヘルムホルツ研究所・東

京大学との共同研究】 

 

 初期沈着挙動評価については、電顕的手法を用いた微粒子の特性分析を東京大学と協力して進めてお

り、当方の飛散物評価手法と合わせて実施することで、微粒子の分析例を大幅に増やすことができ、東

京大学の投稿論文発表等（Okumura et al., 2018）大きな成果が得られている。また、筑波大学、東京慈

恵会医科大学、大阪大学との連携では、放射性 Cs を含む粒子の分離抽出を筑波大学と東京慈恵会医科

大学が、特性評価を筑波大学と大阪大学が、メカニズムの解析を機構と東京慈恵会医科大学が協力して

進めており、成果も得られている。【東京大学、筑波大学等との共同研究】 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（3/6） 

 コケを用いた大気浮遊物質特性評価手法については、飛散物評価に用いるコケの好適種選定、観測・育

成方法助言についてナポリ大学と協力して進めており、機構が実施するコケバッグ実地観測、適用性評

価並びに大気浮遊物質特性評価のための浮遊物質の時空間分布を把握できる千葉大学の LIDAR 技術と

合わせて、今後研究を進めていく。【ナポリ大学との共同研究】 

 
 環境中の放射性核種分析手法については、福島大学が樹脂濃縮-ICP-MS 測定システムを開発し、機構が

前処理を含めた測定条件の最適化を進め、協働で整備を進めている。また、この成果の一部を活かし、

京都大学が土壌中の放射性核種の分布評価とモデル化、機構が放射性核種吸着固相の解明と相互作用モ

デル化を進め、協働で土壌中核種移行挙動の解明を進めている。【福島大学、京都大学との共同研究】 

 
 福島県に対して、除染効果の維持状況と今後の空間線量率変化の予測評価において、現地でのモニタリ

ングや RESET でのシミュレーションに係る技術指導を行っている。これらの成果については、環境除

染学会において、福島県との連名でポスター発表を実施した。【福島県環境創造センター】 

 
 大阪大学との連携では、磁気分離技術の開発として超電導磁石等の開発を大学が担当し、分離結果の評

価を機構が行うなど、役割分担を明確にして実施した。【大阪大学との共同研究】 

 
 除去土壌を使用した土木工事における粉塵の拡散状況を、LIght Detection And Ranging（LIDAR）技術で

モニタリングする技術開発を実施しており、LIDAR 技術については千葉大学が、放射性物質濃度の評

価を機構が実施するなど、役割分担を明確にして進めている。【千葉大学との共同研究】 

 
(2) 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

若手研究職及び技術者のキャリアアップ、モチベーション向上への取組みとして以下を実施した。 

 研究職について、国際会議（入社 1 年目より毎年、AGU、EGU、Goldschmidt Conference 等）への積極

的な参加（毎年度 2～3 名程度）機会を創出した。 

 機構が主催する成果報告会（機構報告会、福島部門成果報告会等における自己の成果発表（毎年度 2～

3 名程度））機会を創出した。 

 国際誌への論文投稿に係る研究業務に集中可能な業務配分を行い、筆頭著者として国際誌への論文投稿

機会の創出、さらには、社会人博士課程の進学機会を創出し、学会誌への掲載や博士号取得・取得見込

み等、若手育成に大いに貢献した。 

 自己スキルアップ及び業務上必要な資格取得、知識及び技術取得のための講習会等（酸素欠乏・硫化水

素危険作業主任者技能講習、サイエンスコミュニケーション講座、SEM（電子顕微鏡）機器分析講習会、 

応用情報処理技術者、放射線取扱主任者講習、PHITS 講習会、核燃料物質取扱主任者講習等）への参加

や資格取得の機会を創出した。 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（3/6） 

 コケを用いた大気浮遊物質特性評価手法については、飛散物評価に用いるコケの好適種選定、観測・育

成方法助言についてナポリ大学と協力して進めており、機構が実施するコケバッグ実地観測、適用性評

価並びに大気浮遊物質特性評価のための浮遊物質の時空間分布を把握できる千葉大学の LIDAR 技術と

合わせて、今後研究を進めていく。【ナポリ大学との共同研究】 

 
 環境中の放射性核種分析手法については、福島大学が樹脂濃縮-ICP-MS 測定システムを開発し、機構が

前処理を含めた測定条件の最適化を進め、協働で整備を進めている。また、この成果の一部を活かし、

京都大学が土壌中の放射性核種の分布評価とモデル化、機構が放射性核種吸着固相の解明と相互作用モ

デル化を進め、協働で土壌中核種移行挙動の解明を進めている。【福島大学、京都大学との共同研究】 

 
 福島県に対して、除染効果の維持状況と今後の空間線量率変化の予測評価において、現地でのモニタリ

ングや RESET でのシミュレーションに係る技術指導を行っている。これらの成果については、環境除

染学会において、福島県との連名でポスター発表を実施した。【福島県環境創造センター】 

 
 大阪大学との連携では、磁気分離技術の開発として超電導磁石等の開発を大学が担当し、分離結果の評

価を機構が行うなど、役割分担を明確にして実施した。【大阪大学との共同研究】 

 
 除去土壌を使用した土木工事における粉塵の拡散状況を、LIght Detection And Ranging（LIDAR）技術で

モニタリングする技術開発を実施しており、LIDAR 技術については千葉大学が、放射性物質濃度の評

価を機構が実施するなど、役割分担を明確にして進めている。【千葉大学との共同研究】 

 
(2) 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

若手研究職及び技術者のキャリアアップ、モチベーション向上への取組みとして以下を実施した。 

 研究職について、国際会議（入社 1 年目より毎年、AGU、EGU、Goldschmidt Conference 等）への積極

的な参加（毎年度 2～3 名程度）機会を創出した。 

 機構が主催する成果報告会（機構報告会、福島部門成果報告会等における自己の成果発表（毎年度 2～

3 名程度））機会を創出した。 

 国際誌への論文投稿に係る研究業務に集中可能な業務配分を行い、筆頭著者として国際誌への論文投稿

機会の創出、さらには、社会人博士課程の進学機会を創出し、学会誌への掲載や博士号取得・取得見込

み等、若手育成に大いに貢献した。 

 自己スキルアップ及び業務上必要な資格取得、知識及び技術取得のための講習会等（酸素欠乏・硫化水

素危険作業主任者技能講習、サイエンスコミュニケーション講座、SEM（電子顕微鏡）機器分析講習会、 

応用情報処理技術者、放射線取扱主任者講習、PHITS 講習会、核燃料物質取扱主任者講習等）への参加

や資格取得の機会を創出した。 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（4/6） 

 機構主催の夏期休暇実習生の受入れに当たり若手職員に講師を務めさせ、学生への教育を通じて若手職

員が自ら考え行動し、課題を解決していく機会を創出した。 

 現場作業に関する地元説明や住民の方々への説明会に出席させ、地元対応についての経験を積ませ、

OJT による地域対応のスキル育成機会を創出した。 

 福島県環境創造センターなどで開催されるイベントでの研究成果説明などに出席させ、業務内容の説明

経験を積ませるなど、若手の育成機会を創出した。 

 JOSHIKAI-II（機構主催：高校生の理系女子が外部有識者とのディスカッションを通じて今後のキャリ

アパスを考える交流会）の運営業務に女性技術職を参加させ活躍の場及び研究職希望者との意見交換や

気軽に話し合える場を創出した。 

 放射性物質の分析手法の高度化などを目的として設立されたコンソーシアム（水コンソーシアム）に、

若手研究者及び技術者を積極的に参加させ、技術の向上・継承を働きかけている。 

 
(3) イノベーション創出への取組み 

 地衣類・コケバッグによる大気浮遊物質評価手法の開発 

ナポリ大学との研究協力のもと進めている本手法開発は、目的に応じて生物が有する機能を活用し

ている非常に省力化された安価・簡易な手法であり、大気汚染物質調査への応用が可能である。将

来、様々な大気中汚染物質の検出評価分野で、大きなインパクトを与える可能性がある。 

 SfM を用いた放射性 Cs 流出量評価手法 

SfM（Structure from Motion）技術を応用した地形測量データに基づく放射性 Cs 流出量の評価手法開

発で蓄積される地形測量に関するノウハウは、土砂災害地における被害状況の把握や微地形解析に

よる土砂災害予測への応用が期待される。 

 Cs 吸脱着機構の解明において実施した放射光光電子顕微鏡によるナノスケール化学状態分析法の開発

の成果は、除去土壌だけでなく、模擬燃料デブリの分析など、電子結合の情報を把握する手法としての

活用が期待される。 

 LIDAR を用いた粉じん監視技術については、時空分布モニタリングシステムであり、廃炉作業の現場

での適用など、広範囲での活用が期待される。 

 水底モニタリング技術の開発で得られたモニタリング技術の知見やノウハウを、国内企業（ウィンディ

ネットワーク等）や JAMSTEC 等の有する海洋調査技術と組み合わせた無人観測船の開発を共同で進め

ている。様々な海洋調査のプラットフォームとなることが期待される。 

 
（4）研究資金・人材等の研究開発資源の再配分の妥当性 

調査研究の実施に当たり、運営費交付金（復興特会）に加え、国、自治体等からの事業を受託する等、外部

資金の獲得に積極的に取り組んでいる。復興特会の終了時期（平成 32 年度）を見越して、今後も更なる外部

資金の獲得に努め、研究開発を進める。 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（5/6） 

【外部資金の獲得状況】 

（平成 27 年度） 

 平成 27 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（562 百万円） 

 ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県民健康調査支援業務（107 百万円） 

 平成 27 年度除染関係基準等に係る調査検討業務（45 百万円） 

 広域線量率分布測定用装置（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正委託業務（41 百万円） 

 平成 27 年度最終処分に向けた技術開発戦略策定調査業務（200 百万円） 

 発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特性に基づくサイト内放射性核種インベント

リ評価に関する研究（30 百万円） 

 水底の放射線分布測定手法に関する技術指導（4 百万円） 

 プラスチックシンチレーション光ファイバー（PSF）を用いた汚染水測定に関する技術指導（0.1 百万円） 

 
（平成 28 年度） 

 平成 28 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（516 百万円） 

 平成 28 年度ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県県民健康調査支援業務（77 百万円） 

 平成 28 年度除染関係基準等に係る調査検討業務（35 百万円） 

 広域線量率分布測定用装置（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正業務（41 百万円） 

 平成 28 年度除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略の具体化等に係る調査業務（200 百万円） 

 発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特性に基づくサイト内放射性核種インベント

リ評価に関する研究（30 百万円） 

 水底の放射線分布測定手法に関する技術指導（1 百万円） 

 プラスチックシンチレーション光ファイバー（PSF）を用いた汚染水測定に関する技術指導（0.2 百万円） 

 圃場空間線量モニタリングと土壌から牧草への放射性 Cs の移行環境の解明（2 百万円） 

 「平成 28 年度原子力施設等防災対策等委託費（生活行動パターンを模擬した連続的な空間線量率の測

定）事業」に関する技術指導（1 百万円） 

 平成 28 年度福島県内空間線量率の経時変化傾向の分析に係る委託業務（7 百万円） 

 【その他補助金】海洋調査を目的とした無人観測船の開発（10 百万円） 

 
（平成 29 年度） 

 平成 29 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（466 百万円） 

 平成 29 年度ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県県民健康調査支援業務（87 百万円） 

 平成 29 年度除染関係基準等に係る調査検討業務（31 百万円） 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（5/6） 

【外部資金の獲得状況】 

（平成 27 年度） 

 平成 27 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（562 百万円） 

 ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県民健康調査支援業務（107 百万円） 

 平成 27 年度除染関係基準等に係る調査検討業務（45 百万円） 

 広域線量率分布測定用装置（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正委託業務（41 百万円） 

 平成 27 年度最終処分に向けた技術開発戦略策定調査業務（200 百万円） 

 発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特性に基づくサイト内放射性核種インベント

リ評価に関する研究（30 百万円） 

 水底の放射線分布測定手法に関する技術指導（4 百万円） 

 プラスチックシンチレーション光ファイバー（PSF）を用いた汚染水測定に関する技術指導（0.1 百万円） 

 
（平成 28 年度） 

 平成 28 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（516 百万円） 

 平成 28 年度ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県県民健康調査支援業務（77 百万円） 

 平成 28 年度除染関係基準等に係る調査検討業務（35 百万円） 

 広域線量率分布測定用装置（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正業務（41 百万円） 

 平成 28 年度除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略の具体化等に係る調査業務（200 百万円） 

 発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特性に基づくサイト内放射性核種インベント

リ評価に関する研究（30 百万円） 

 水底の放射線分布測定手法に関する技術指導（1 百万円） 

 プラスチックシンチレーション光ファイバー（PSF）を用いた汚染水測定に関する技術指導（0.2 百万円） 

 圃場空間線量モニタリングと土壌から牧草への放射性 Cs の移行環境の解明（2 百万円） 

 「平成 28 年度原子力施設等防災対策等委託費（生活行動パターンを模擬した連続的な空間線量率の測

定）事業」に関する技術指導（1 百万円） 

 平成 28 年度福島県内空間線量率の経時変化傾向の分析に係る委託業務（7 百万円） 

 【その他補助金】海洋調査を目的とした無人観測船の開発（10 百万円） 

 
（平成 29 年度） 

 平成 29 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（466 百万円） 

 平成 29 年度ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県県民健康調査支援業務（87 百万円） 

 平成 29 年度除染関係基準等に係る調査検討業務（31 百万円） 
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表-7 自己評価：全体に係る事項（6/6） 

 広域線量率分布測定用装置（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正業務（43 百万円） 

 発電所隣接サイト外領域における放射性核種の環境動態特性に基づくサイト内放射性核種インベント

リ評価に関する研究（24 百万円） 

 水底の放射線分布測定手法に関する技術指導（1 百万円） 

 平成 29 年度福島県内空間線量率の経時変化傾向の分析に係る委託業務（7 百万円） 

 【その他補助金】海洋調査を目的とした無人観測船の開発（32 百万円） 

 
（平成 30 年度） 

 平成 30 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物

質の分布データの集約）事業（510 百万円）（※H30 年度より契約箇所は安全研究・防災支援部門） 

 平成 30 年度ホールボディカウンター（WBC）検査による福島県県民健康調査支援業務（98 百万円） 

 平成 30 年度除染効果検証等及び基準等検討業務（12 百万円） 

 広域線量率分布測定用装置（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正業務（43 百万円） 

 水底の放射線分布測定手法に関する技術指導（1 百万円） 

 平成 30 年度福島県内空間線量率の経時変化傾向の分析に係る委託業務（8 百万円） 
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 平成 30 年度原子力施設等防災対策等委託費（生活行動パターンを模擬した連続的な空間線量率の測定

及び詳細モニタリング結果のマップ化）事業に関する技術指導（0.1 百万円） 

 平成 30 年度帰還困難区域における継続モニタリングに関する調査・解析業務（1 百万円） 

 【その他補助金】海洋調査を目的とした無人観測船の開発（32 百万円） 
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表-8 委員会評価：全体に係る事項（1/2） 

 各機関との連携は、目的が明確であり、得られる成果についても福島研究に貴重なものである。高く評

価されるものである。 

 人材育成は調査研究を継続するためには必要不可欠であり、重要な取り組みである。 

 積極的な外部資金の獲得は高い評価をすることができる。ただ、一連の成果の中で、どのような住み分

けで、各課題が研究を進めているか、発表の中で区別することができなかった。研究成果も研究課題ご

とにまとめて頂くと評価がしやすい。 

 他機関との連携により、日本が進めている研究開発を広く他国に周知することが期待されるため、積極

的な連携が期待される。 

 将来を担う研究者をビジョンをもって育成することは継続的な活動に必須だと考える。このため、さら

に積極的に効果的な方法を用いて若手研究者の育成・支援を実施されることを期待する。 

 複数の波及的な試みが行われており、高い研究成果を踏まえ、さらなる発展が期待される。一方で、記

載されている内容は「社会的インパクト」に近く、「イノベーション」とは少しずれるように感じる。 

 多様な機関と共同研究等を積極的に実施している点を評価する。アウトカムに戦略的につなげるための

行政との連携も今後必要ではないでしょうか。 

 オフサイト問題は今後も長期的対応が必要なので、若手人材を育成支援を積極的に行っているのは評価

できる。予算制約の中で、持続可能な人材確保と育成について課題であると思われる。また、社会実装

につなげる専門性をもつ人材など、今後は人材の多様性に関する戦略も必要であると思われる。 

 復興特会が終了することも見越して、外部予算について外部との連携を含めた競争的研究予算の獲得な

どもどのように行っていくか、検討していく必要がある。 

 引き続き関係機関との連携を進め、今後の研究開発における自らの研究の深化・加速化を図るとともに、

外部への研究成果の展開・普及を図っていくことが望まれる。 

 森林火災時の突発的な対応が出来た点はこれまでの研究やその継続性が生かされたと思われる。今後の

気候変動や降雨量の変化なども考慮すると、継続性は重要である。 

 実際にどの程度の若手研究者がいるのか世代別の職員数がわかるとこの部分がより明確化できる。博士

号の取得割合や社会人博士の育成はどの程度か？ 

 特許や意匠登録などの知財の数値的な根拠があるといい。 

 全体として、多くの外部資金を獲得実績がある。今後この部分が重要になるかと思います。人材育成と

ともに、学部資金獲得への方針や取り組みないようについて、具体的なものがある。 

 機構の事故後の研究、特に環境動態研究などは、福島に関わるすべての住民、市民にとっては、勇気を

いただける内容だと考える。そのため、このような研究成果を活用して社会に繋ぐ科学技術コミュニケ

ーションにどう取り組むかは、大変重要と考える。アルプス処理水、高レベル廃棄物、廃炉情報など、

うまくつなぎ社会的な信頼関係をつくるにはどうしたらいいか、常にそこを考える入り口を提供する重

要な機関と考える。このような研究の社会実装と共に、人材育成なども考えていただくといいのではな

いか。 

 自分でテーマを広げて研究できる人材を育てる、という方向は賛成。社会と接点を持ちながら、環境回

復、復興につながる成果、人材育成を期待したい。 
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表-8 委員会評価：全体に係る事項（2/2） 

（続き） 

 根拠情報の階層 Q&A サイトなど、オープンサイエンスの視点で取り組んでいることは、事故後の研究

体制として評価できる。 

 原子力安全に関して極めて重要な韓国との連携を進めてきていることは高く評価できる。また、LBNL

との共同研究により、空間放射線統合マップの高精度化に成功したことも評価できる。そのほか、国内

外大学・研究機関、福島県、との連携も積極的に進めている点も評価できる。 

 研究の推進にあたり、多くの外部資金を獲得して進捗・充実を図っており、高く評価できる。 

 環境動態研究でこれほど大型のプロジェクトは他に存在しない。さらに今後、関連のプロジェクトが減

少していくことが予想される。そんな中、本プロジェクトが国内のオフサイト研究の柱として機能して

いただき、国内の研究を総括するような役割を担っていくことを期待したい。 

 人材育成は大きな課題である。大学との他、国際的な連携を継続していただき、優秀な人材の確保・育

成に協力願いたい。 

 機構のノウハウを外部に移行する意味でも連携には力を入れてほしい。逆に機構の現地研究が長くなれ

ばなるほど復興から遠ざかる（遠い）という印象を与えるパラドクスになる。主体を福島県や地元にし

ながら、機構が側面をサポートするというのが将来的には望ましい。 

 海外連携は不可欠であり、機構でなくてはできない。研究者レベルでの交流は科学技術外交の観点から

も重要。 

 若手育成はとても重要であり、力を入れて取り組んでほしい。自然科学分野だけでなく、社会科学分野

の人材、若手研究者も取り込み、これまでにないユニークな研究を継続してほしい。 

 海外の大学を含めた研究機関との連携は、国内の大学も巻き込んで若手人材育成に注力していただきた

い。 

 イノベーションの創出は、どの分野でも達成するのは困難であるが、放射性 Cs の環境動態のみならず、

わが国独自の除染活動や除去土壌などの減容化技術も含めて、特に環境モニタリング、マッピング技術、

除染評価モデルの高度化が期待される。 
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表-9 委員会総合評価（1/3） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

S 評価委員からの意見 

 除染、モニタリング、環境回復に向けた環境動態研究など、事故後の収束に向けた研究開発という緊急

事態に柔軟に対応し、取り組んでこられたことを評価させていただきます。特に、国や自治体の制度設

計への貢献は大変評価できるものがありますが、それだけでなく、市民、社会への的確な情報提供によ

る将来への安心感、信頼感の醸成に努力しておられ、そのご努力に、S 評価をさせていただきます。た

だし、今後避難指示解除の地域にとっては、帰還して復興を成し遂げる長い道のりの過程であり、継続

して支える研究機関でいていただきたいと考えます。また、今後の廃炉に向けて必要な科学的な情報が

広がることも考えられ、資源エネ庁を通じた協力か、規制庁や環境省を通じた協力か、対応を整理して

いただきながら、広く貢献していただきたいと考える。 

 中間評価で S をつけることの抵抗感もないわけではないが、当初の計画を超える成果が得られている

のは明白であると考える。 

 今後の活動への期待も高まるが、ここでは敢えて基礎研究を期待したい。機構ならではのサイト＆先端

機器を活用することで科学的に価値の高い知見が得られる可能性は高い。その成果は基礎研究に分類さ

れ、かつ被災地住民の生活に直結しないものもあるかもしれないが、今後、機構がこの研究分野で国際

的に存在感を高めるためにはかならずや必要である。 

 多方向との連携も進んでおり、この取り組みの姿勢を今後も継続していただきたい。 

 

A 評価委員からの意見 

 計画に対して着実に調査研究は進捗しており、その成果は学会や論文等で発表されている。発表という

アウトプットだけでなく、住民や一般の方の目線に立った発表、説明や解説が積極的に行われている。

引き続き、継続して調査研究を行いつつ、福島事故のとりまとめだけでなく、今後の原子力施設の対応

の基盤となる情報のとりまとめを期待する。 

 計画に対して研究成果が着実にあがっており、研究開発の進捗は妥当である。先進的な研究成果が複数

生み出されており、積極的な研究開発の進捗が高く評価できる。 

 研究成果の発信と対象地域との関係構築において、日本でこれまでに行われた原子力・放射線に関連す

る事例と共通する部分と異なる部分があると感じられる。本研究開発においては、地域の人々の考えに

沿うように進める方法がとられているように感じ、新しい関係構築の方法論の開発につながることが期

待される。このため、高度な研究成果を踏まえた、地元や地域の人々との新しい関係構築の方法論の提

案を強く期待する。 

 福島の現場に根ざし、ニーズも踏まえながら、機構の強みを生かした研究の進展がみられ、アウトカム

につながる成果が得られ、福島の環境回復に大きく貢献した。特にモニタリング・マッピング技術開発、

環境動態研究については、高いレベルの成果をあげている。また、当初計画だけでなく、国や自治体等

からの緊急的な要請にも積極的に対応して、原子力を専門とする中核機関として重要な役割を果たして

いる。マッピング事業に加えて、減容化・再生利用技術開発戦略策定や土壌再利用基準検討における被

ばくシナリオ評価などの検討は特筆される。また、学術分野においても、先導性を発揮し、モニタ  
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いる。マッピング事業に加えて、減容化・再生利用技術開発戦略策定や土壌再利用基準検討における被

ばくシナリオ評価などの検討は特筆される。また、学術分野においても、先導性を発揮し、モニタ  
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表-9 委員会総合評価（2/3） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

リングデータベースや関連情報のアーカイブ活動、など、オープンサイエンスにつながる基盤的活動も

行っており、評価される。中長期計画の後半においては、取り巻く情勢も変化していくことから、社会

ニーズを戦略的に把握し、研究開発をさらに効果的・効率的に行うことが期待される。 

 各課題とも、予定された研究成果のほか、復旧・復興状況に応じた研究の追加・修正が適切になされて
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後の地域の復興に大きく貢献することが期待される。引き続き、関係機関との連携を図りながら、研究

の深化・加速化を図るとともに、状況の変化に応じた研究内容の見直しを行い、地域に貢献する研究を

進めてほしい。 

 かなりの研究の広がりがあり、研究が発展している点は評価が高い。ただし、全体として、成果のみを

強調する傾向があり、中間評価でもあることから、個々の研究から見えてくる研究としての「課題」へ

の説明があると、今後に研究の進め方を考える上で良い。 

 個別研究が、個々に高度化・専門化している点は評価できる。一方で、研究が各論的になり、全体とし

ての方向性がぼやける印象も一部にみられる。これまでの研究成果をふまえながら、もう一度、全体像

を見直し、さらには、研究としてのコンセプトを作り直す作業も重要かと思われる。 

 研究として Cs の移行メカニズムの解明については、詳細が行われており、事故後数 10 年を見据えた継

続が重要と思われる。 

 いくつかの数理モデルが構築されているが、それらが散在する傾向があり、全体としてもう少し整理し

て、どんな対象やスケールでどんな数値モデルを使っているのか整理する必要がある。 

 数理モデルにおいては、数値化できる（数値化が必要な）現象とできないものがあるのではないかなど

を整理してほしい。 

 避難区域解除への貢献→貢献の見える化→富岡の事例が明確であるが、それ以外でもこのようなケース

を積み上げてほしい。 

 見通しがたったものについては、整理していく必要がある。モニタリングとしても見通しがたったもの

があるのか？ 

 研究としての発展は明確であり、論文の本数も確実に増えている。国際共同研究を実質化させるために、

今後、国際共著論文等が増えると期待したい。 

 チェルノブイリとの比較なども今後の予定については、明確ではない。 

 モデル等の結果についての公開は非常に重要であり、結果などが公表されている点は、評価される。一

方で、モデル結果の見方などについていかにわかりやすく説明するのが重要である。その点注意しなが

ら、進めていただければと思う。 
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表-9 委員会総合評価（3/3） 

S 評価：2 名、A 評価：8 名 

A 評価委員からの意見（続き） 

 若手人材育成について実施しているのは評価できる。研究人材のみならず、研究を社会還元できる人材

像も重要であり、これらをふまえた、10〜20 年の次世代人材を育成してほしい。また、育成人材交流の

中に、国際交流を進め、日本の拠点研究としての国際化をすすめてほしい。 

 成果の数値データがまとめてあると、良い。論文数、国際論文数、国際共著数（申請数）、特許取得数、

若手人材育成数など。 

 今後、外部資金獲得への取り組みがより重要になるかと思うが、組織として若手人材育成とともに、外

部資金獲得への取り組みを行っていくことが重要になると思われる。コンソーシアムなどの連携強化は

重要な要素となるので、これらをふまえた一体的な取り組むが重要である。 

 「環境モニタリング・マッピング技術開発」「福島長期環境動態研究」「除染・減容技術の高度化」のす

べてのテーマにおいて、着実な研究進捗があり、またアウトプット・アウトカムも確実に成果として出

ており、総合的に高く評価できる。また、事業をとりまくさまざまな環境変化や突発的な事象に対して

柔軟かつ適切に対応している点も素晴らしい。 

 中間評価としてはとても高く評価できる。成果の蓄積は広がり、技術は幅広く利用されている。自治体

だけでなく、住民のニーズを先取った研究も進めてほしい。 

 海外との連携についても成果を提示してほしい。 

 最終評価時には、中間評価での反省・問題点を考慮し、どのように取り組んだのかを明確にまとめてほ

しい。 

 原子力を専門とする中核機関としての機構が、専門性をいかした環境モニタリング・マッピング研究と、

そのデータを用いた環境動態研究については、十分な成果が得られた。また、こうした成果をもとに、

機構が地元自治体からの要請や特定復興再生拠点に即座に対応できたことは、特筆すべきアウトカムと

いえる。 

 除染・減容技術の高度化については、すでに除染が終了し、中間貯蔵施設への搬入が山場を迎えている

時期において、高濃度放射性 Cs を含む焼却灰の減容化技術に特化して、その技術開発を進め、これら

の最終処分への方向性を議論できるベースの構築に貢献してほしい。 
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（日本原子力研究開発機構 作成） 
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参考資料１ 

研究開発課題の中間評価について（諮問） 
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３０原機（福）０１５ 
平成 30 年 11 月 2 日 

 
福島環境研究開発・評価委員会 

委員長 髙橋 隆行 殿 
 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
理事長  児玉 敏雄 

 
 
 

研究開発課題の中間評価について （諮問）  
 

「研究開発・評価委員会の設置について」（17（達）第 42 号）第 3 条第 1 項に基

づき、次の事項について諮問します。 
 
 

記  
 
 

〔諮問事項〕  
 

・第３期中長期計画における「福島環境回復に関する技術等の研究開

発」に関する中間評価  
 

 
以 上 
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参考資料２ 

中間評価 配布説明資料 
 

 

資料 8-5：研究開発の全体概要 

資料 8-6-1：環境モニタリング・マッピング技術開発 

資料 8-7-1：福島長期環境動態研究 

資料 8-8-1：除染・減容技術の高度化 

資料 8-9-1：今後の研究開発の進め方 

資料 9：研究開発成果の一覧 
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中長期的な取組方針

JAEA中長期計画の目標（H27～H30年度半ば）

環境モニタリング・マッピング技術開発
• 生活圏のモニタリング、個人線量評価技術の提供
• 未除染の森林、河川、沿岸海域等の線量評価手法

を確立
福島長期環境動態研究
• セシウム挙動評価等を実施
• 自治体や産業界等に対し、農業・林業等の再興に

資する技術提供
• 外部専門家による評価も踏まえ調査の継続を判断

• 包括的評価システムの構築を進め、科学的裏付け
に基づいた情報を適時適切に提供

• 合理的な安全対策の策定、農業・林業等の再生、
避難指示解除及び帰還に関する各自治体の計画立
案等に貢献

除染・減容技術の高度化
• セシウムの移行メカニズムの解明等
• 合理的な減容方法及び再利用方策の検討・提案

• 除去土壌等の管理に係る負担低減に貢献

【フェーズ1（H27～H30年度）】
 除染の徹底、除染廃棄物等の適正処理、環境動態

解明など、福島県の環境回復に資する喫緊の課題
への対応を優先

【フェーズ2以降】
 フェーズ１での3者の取組成果等を改めて評価した

上で策定

環境創造センター中長期取組方針
基本理念：放射性物質により汚染された環境
を早急に回復し、福島県民が将来にわたり安
心して暮らせる豊かな環境を創造
調査研究：①放射線計測、②除染・廃棄物、
③環境動態・影響評価、④環境創造

原子力機構 福島県 国環研

研究棟 本館 交流棟

フェーズ1
（H27～H30年度）

フェーズ2
（H31～H33年度）

フェーズ3
（H34～H36年度）

中長期取組方針（10年間）

福島県環境創造センター（三春町施設）

1

研究開発の全体概要

平成30年12月1日
宮原 要

福島環境安全センター

資料８－５
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環境動態研究

アプローチ

 森林から河口域まで、個別移動現象
を組み合わせて一連のプロセスとす
ることにより、河川水系全体でのセ
シウムの移動・堆積挙動を定量的に
俯瞰し、支配的な現象を抽出し、そ
れらを表現する数理モデルを構築

 様々な自然現象や環境条件の変化を
想定したセシウム移動・堆積のケー
ススタディを実施

 調査から推定された現象を演繹的に
確認するとともに、将来の環境中の
セシウムや線量率の分布を予測し、
自治体等の施策立案のための情報を
提供

 セシウム挙動評価等を実施し、科学的裏付けに基づいた情報を適時適切に提供
 合理的な安全対策の策定、農業・林業等の再生、避難指示解除及び帰還に関する
各自治体の計画立案等に貢献 森林

河川

河床・河川敷

ダム・湖沼 湖底堆積物

近海

外洋

河川都市域

農地

農作物

魚・水

魚・水

魚介類

海底堆積物

土壌・有機物
とともに流出

堆積・収着

侵食・脱離

流出入流出・灌漑

葉

枝樹皮

辺材 心材

落葉層

土壌層

転流など

吸収

吸収落葉・樹幹流など

脱離・移流・分散
堆積・収着

侵食・脱離

流出

堆積・収着

侵食・脱離

 
図 1 請戸川水系全体からの放射性セシウムの流出フロー．森林から請戸川水系全体からのセシウムの流出フロー

森林から河口域までのセシウムの移動プロセス

3

＊地図は国土地理院による

環境モニタリング・マッピング技術開発

アプローチ

 無人機等の輸送手段と放射線検出器を
組み合わせた計測技術の開発
 除染効果の確認や避難区域解除の
判断のため、陸上の広域な場所や
測定が難しい場所（山域等）の効
率的な測定、ニーズに応じた詳細
な分布の測定

 河川水系でのセシウムの移動評価
のため、水底のセシウム濃度測定

 併せて、空からの測定結果を地上の空
間線量率に、水底の測定結果を堆積物
中の放射性物質濃度に換算する等の評
価手法を整備

 位置分解能を向上させた放射線分布
マップを作成し、個人線量評価に活用

 生活圏のモニタリング、個人線量評価技術の提供
 未除染の森林、河川、沿岸海域等の線量評価手法を確立

[課題] 森林内部・家屋周辺
等の詳細測定ツール

[課題] 上空からの測定結果
の高精度化

Radiocesium
concentration

High

Low

: Direct gamma -ray
: Scattered gamma -ray

水底のセシウム濃度測定技術

空からの放射線測定技術

2
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情勢変化への柔軟な対応
情勢変化

 中間貯蔵施設への除去土壌等搬入開始
（平成27年3月）

 行政事業レビュー
（平成28年6月）

 除染の収束と避難区域の解除
（～平成29年4月）

 福島復興再生基本方針の改訂
（平成29年6月）

 福島復興再生特別措置法の改正
（平成29年5月）

 帰還困難区域内に特定復興再生拠点区
域を設定
（平成29年9月～平成30年5月）

対応

減容再生利用戦略策定支援

環境動態研究への重点化

浪江町林野火災後の調査対応

特定復興再生拠点への対応

5

除染・減容技術の高度化

アプローチ

 帰還困難区域等の復興計画に資す
る除染後の線量低減効果の評価手
法の開発

 粘土鉱物とセシウムの相互作用に
ついて、放射光、X線分光、電子
顕微鏡および量子科学計算などを
利用した原子・分子レベル解析に
よる土壌粒子に対する吸脱着機構
の解明とセシウム除去手法の開発

 除去土壌等の発生量・性状・セシ
ウム濃度を整理し、再生利用量と
最終処分量の試算

 再生資材化した除去土壌の安全な
利用に係る品質・維持管理の考え
方整理、作業時・供用時の被ばく
評価による安全性の確認

 セシウムの移行メカニズムの解明等
 合理的な減容方法及び再利用方策の検討・提案
 除去土壌等の管理に係る負担低減に貢献

セシウムの粘土鉱物への吸脱着機構の解明

(C)(A) (B) (C)

セシウム
イオン

~10Å

層の末端の
ほつれ

粘土鉱物がセシウム
を選択的に吸着

風化雲母類粘土鉱
物に選択的に吸着

除去土壌等の減容・再生利用フロー

4

再生利用へ

減容化（分
級、化学処
理、熱処理）

最終処分へ

Yes

No

Yes

No

低濃度
生成物

高濃度
生成物

 放射性セシウム濃度
 需要
 社会的受容性等

 処理の規模・効率・コスト
 処理生成物の放射性セ

シウム濃度
 資源価値
 需要
 社会的受容性等

減容化が
適切か？

再生利用
できるか？

判断材料判断材料

分級 化学処理 熱処理
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避難指示解除への貢献
- 富岡町における除染活動の支援 -

除染活動支援システム“RESET”による
除染効果の予測シミュレーション

富岡町の依頼を受け、居住制限区域に対する帰還困難区域からの
放射線の影響を評価するため、境界からの除染範囲をパラメータに
除染効果の予測シミュレーションを実施した（平成27年11月）。

＜対象地区の土地利用区分＞ ＜除染範囲＞

7

１）出典：富岡町除染検証委員会報告書ほか

居住制限区域と帰還困難区域の境界際の除染１）

富岡町除染検証委員会は、生活圏の線量率の低減及び町民の不安
解消の観点から、居住制限区域に接する帰還困難区域側の除染の実
施について緊急提言を行った。環境省は、委員会の提言を踏まえ、
境界から20mまでの帰還困難区域の除染を実施した（平成28年11
月完了）。

緊急提言により除染が進め
られることとなった範囲

居住制限区域と帰還困難区域の
境界付近

帰還困難区域の宅地を通る
Line-Aの線量率

帰還困難区域の森林部を通る
Line-Bの線量率

Line-A

Line-B

環境モニタリング、除染モデル実証、137Cs動態研究、個人線量推定等、
実効的・総合的な環境回復に係る研究開発成果を国・自治体等へ提供：

継続して実施してきた活動が多くの自治体における避難指示解除の実現に貢献

飯舘村（平成29年3月31日解除）
• 未除染の山地森林域における137Cs動態研
究成果を提供

川俣町（平成29年3月31日解除）
• 山地森林域における137Cs動態研究成果、
キノコ・山菜の137Cs濃度測定結果等を提供

• 帰還後の生活行動パターン・経路に沿った
空間線量測定に基づく個人線量推定結果を
提供

葛尾村（平成28年6月12日解除）
• 未除染の山地森林域における137Cs動態研究
を実施中

• 国による葛尾村の住民説明会資料に、帰還
後の生活行動パターン・経路に沿った空間
線量測定に基づく個人線量推定結果を提供

川内村（平成28年6月14日解除）
• 未除染の山地森林域における137Cs動態研究成果を提供

避難指示解除への貢献

避難指示解除準備区域
居住制限区域
帰還困難区域

避難指示が解除された区域

南相馬市（平成28年7月12日解除）
・ダム底質の汚染状況や灌漑用水中の137Cs濃度の経時変化等のモニタリングと

137Cs動態研究の成果を提供
・除染検証委員会の委員として、避難指示解除に向けた報告書、提言の策定に寄与
・環境省を支援し、南相馬市での除去土壌の再生利用実証試験の開始に貢献

浪江町（平成29年3月31日解除）
• 灌漑用水中の137Cs濃度や請戸川河川敷の137Cs濃度
の経時変化等のモニタリングの成果を検証委員会へ
報告し、避難指示解除の根拠の一つとなった「避難
指示解除に関する有識者検証委員会報告書」策定に
貢献

• 除染検証委員会の委員として、除染検証結果報告書
の策定に寄与

• 帰還後の生活行動パターン・経路に沿った空間線量
測定に基づく個人線量推定結果を提供（自治体職員
向けの説明会を実施）

富岡町（平成29年4月1日解除）
• 河川、ダム、河口域の137Cs動態研究成果と
市街地、山域における線量率の調査結果を
提供

• 除染検証委員会の委員として、避難指示解
除に向けた報告書・提言の策定に寄与

• 居住制限区域と接する帰還困難区域（境界
付近）を除染することによる居住制限区域
の線量低減効果の予測評価を実施し、その
評価結果を参考にした町の要望も踏まえ、
帰還困難区域の境界付近の除染を環境省が
実施

• 住民相談窓口対応の一環として、放射線計
測の技術支援活動を実施する等、帰還に向
けた住民の不安解消に貢献

• 帰還後の生活行動パターン・経路に沿った
空間線量測定に基づく個人線量推定結果を
提供（自治体職員、避難住民向けの説明会
を開催）

6
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環境回復ロードマップ案 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37～

第3期中長期計画 第4期中長期計画

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

復興・創生期間 将来的に帰還困難区域全ての避難指示解除
に向けて国が前面に立って取り組む福島復興再生基本方針

原子力機構の計画
環境創造センターの取組み

福島環境安全センターの取組み 主要8プロジェクト研究主要
3課題 （仮）環境回復取組10年プログレスレポート

帰還困難区域の全解除、復興拠点への貢献
（モニタリングシステムの最適化）

第4フェー
ズ?

【PJ1】包括的評価システムを用いた成果発信
【PJ2】空間線量率統合マップ及び

外部被ばく線量の将来予測
【PJ3】陸水域動態を考慮した

被ばく線量の将来予測

【PJ5】水域動態～水産物へのCsの移行
【PJ4】森林動態～林産物へのCsの移行

【PJ6】市街地周辺でのCsの飛散監視
【PJ7】バイオモニターによるCsの飛散監視

【PJ8】固相－核種相互作用の解明

福島県・国立環境研究所・原子力機構3機関協定

環境動態研究

環境モニタリング・マッピング技術開発
マイクロUAV・無人飛行機

無人ヘリ・ROV・PSF・無人観測船

除染および減容・再生利用技術開発
除染活動支援システム“RESET”
Cs捕捉・吸脱着メカニズム解明 三春施設 南相馬施設

環境回復の研究開発に係るロードマップ
9

復興庁行政事業レビュー対応（平成28年6月）

レビュー結果
（６名の委員評価：「廃止」０、「事業全体の抜本的改善」０、「事業
内容の一部改善」５、「現状通り」１）
• 技術開発や研究成果の検証を徹底し、対象事業の
絞り込みや重点的な目標の設定等メリハリをつけ
た取組みが必要

• 長期的な取組みが必要なものについては、その進
捗状況を踏まえ、将来一般会計等において実施す
ることも検討すべき

• 今後の進捗に応じて、県、国立環境研究所との役
割分担を検討していくことが必要

8
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主務大臣評価

平成27年度

 環境回復に係る研究開発に関しては、環境動態研
究、除染減容技術の高度化技術開発等を実施し、環
境回復対策の検討や自治体の復興計画立案等に貢
献する顕著な成果を創出したことから、高く評価する。

 環境回復に係る研究開発に関しては、線量率分布
測定技術及び可視化技術の開発、除染等で発生す
る廃棄物の再利用・減容技術の開発等、顕著な成果
が創出されていることから、高く評価する。

 環境回復に係る研究開発については、地元自治体
や関係機関等のニーズを把握することに努め、着実
に実施するとともに、その成果の普及を図ることで、
福島県の環境回復及び環境創造への取組を支援す
ることが必要である。

平成29年度
 中長期目標等に沿って、放射性物質による汚染された

環境の回復に係る実効的な研究開発を着実に実施し
ている。

 平成２９年５月に帰還困難区域である浪江町において
山林火災が発生した。この火災による放射性物質飛
散の環境影響評価のため、これまでの環境回復に関
する研究において整備してきた調査・解析手法、技術
開発の成果を最大限に活用して火災後の森林の線量
率分布等の解析・予測を実施し、調査結果を自治体等
へ報告した。このことは、研究成果を生かし、自治体の
ニーズに適切かつ柔軟に貢献した好例であり、高く評
価すべきである。

 自治体の要請に応じ、復興拠点と想定される地区の
詳細な除染シミュレーションと空間線量率の将来予測
や公共施設の空間線量率の将来予測を実施し、結果
について情報提供を行った。また、除染エリアを対象と
した空間線量率の追跡調査では、これまでの調査デー
タにより、空間線量率の平均値が継続して低下傾向で
あることを示し、これまでの調査の総括を実施して、そ
の結果が環境省から公表された。これらのことは、研
究成果を生かし、国、自治体のニーズに適切かつ柔軟
に貢献した、今後の避難区域解除に貢献しうる成果で
あり、高く評価すべきである。

平成27年度 平成28年度 平成29年度
主務大臣評価 A A A
自己評価 A S A

平成28年度

10
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研究開発の進捗状況の妥当性
1

項目
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)
H33

(2021)

① 福島県内空間線量率
速報システムの構築

② 無人ヘリコプターによ
る放射線モニタリング技術
の高度化

③ 水底モニタリング技術
の開発

④ 無人航空機を用いた
広域の放射線モニタリング
技術の開発

⑤ 高線量下の地表にお
けるガンマ線可視化技術
の実証

[外部資金・共研] 
圃場の空間線量モニタリング[12]

[外部資金] 規制庁事業の一環として定期的な1F周辺のモニタリング [1]

[外部資金・共研] 逆問題解析の基礎アルゴリズム開発 [外部資金・共研] 
逆問題解析の適用

☆技術移転
☆製品化

[研究開発] スペクトル解析を応用した深度方向分布解析技術[12]

[研究開発] 河川敷の環境動態研究

[技術移転] 農業用ため池底の分布測定 [5]

[研究開発]スペクトル解析を応用した深度方向分布解析技術 [5]

☆技術移転のためのフォロー

☆海洋モニタリングとしての応用

[研究開発]潜水型ロボット+無人観測船の技術開発

[イノベ] 次世代無人観測船の開発

[共研] UARMSの開発 [9] [共研] UARMSの安全運航技術の開発 [9]

[共研] 小型無人飛行機の適用 [9]

[外部資金] プルーム測定技術の開発 [9]

原子力防災技術としての適用研究

[研究開発] γ線用汚染水監視システム開発 [6]

[技術移転] 1F導入のための機器開発 [6] [技術移転] 運用のための技術フォロー [6]

[研究開発] βγ線弁別用汚染水監視システム開発 [6] ☆1F汚染水管理への適用

☆継続的な技術フォロー

[外部資金] 規制庁事業として航空機モニタリング[2]

[外部資金] 規制庁事業として様々な陸上データの取得 [1,4]

[外部資金] 福島県事業としての路線バスによる線量率測定事業 [8] 

[共研] 放射線マップの統計学的統合手法の開発 [3][研究開発] 実データを元にした予測手法の開発 [4] ☆実データへの適用

[研究開発] 再現計算との比較 [10] [研究開発] 復興拠点モニタリング [7]

[研究開発（共研)]森林内線量分布測定手法の開発 [11]

☆技術移転

[共研] 仮置場跡地のモニタリング手法 [16]

当初予定内容

状況変化等による
派生した研究項目

☆継続的な実施

環境モニタリング・マッピング技術開発

平成30年12月1日
眞田 幸尚

福島環境安全センター

資料８－6－１
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主要な成果とアウトカム
[2] 継続的な広域モニタリングと評価・解析手法の高度化

3

【当初の目標と背景】規制庁の受託事業で行われる航空機モニタリングの継続的な実施・測定結果の評価（環境半減
期）・解析手法の高度化。

☆継続的なモニタリングの完遂 ☆測定結果の評価
→予測モデルに使用可能

☆解析手法の高度化

2011年4月

2015年9月 2017年9月

Air dose rate
(µSv h-1 ) 0.1 0.5 1 5   10  50

単位：年 実効半減期 環境半減期

早い成分 0.81 0.72

遅い成分 6.0 77

（Sanada et al., 2018を一部改編）

[地形補正手法の開発]

[空気中ラドン弁別手法開発]

Ishizaki et al., 2017, J. Environ. Radioact., 180, 82-89.

（Hirouchi et al., 2018を一部改編）.

FSM: 地形補正後

地上測定

航
空
機

弁別前

弁別後

 原子力学会 技術賞受賞 (2017年) 
 Journal of Environmental Radioactivity特集号3回等、関連

論文22本
 The JNST Most Popular Article Award (Inomata et al., 2015)

 測定結果は除染範囲の決定等、行政的な意思決定
に採用→避難指示解除の実現に向けた国、自治体
における検討に大きく貢献

 手法の高度化と変化傾向評価

【成果の概要】

アウト
プット

アウト
カム

＊地図は国土地理院による

2013年9月

主要な成果とアウトカム
[1] 実効的かつ総合的な環境モニタリング

2

【当初の目標と背景】規制庁の受託事業で行われる「放射性物質の分布データの集約」の継続的な実施。様々なツール
を用いた複合的なモニタリング。

 モニタリングの確実な実施とHP等による公開
 原子力学会 貢献賞受賞 (2018年) 
 Journal of Environmental Radioactivity特集号3回等、

関連論文22本

【成果の概要】

アウト
プット

アウト
カム

 測定結果は除染範囲の決定等、行政的な意思決定に
採用→避難指示解除の実現に向けた国、自治体にお
ける検討に大きく貢献
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主要な成果とアウトカム
[4] 測定手法の標準化と予測モデルの開発

5

【当初の目標と背景】事故後の知見を反映した土壌中における放射性セシウムの直接測定手法の検証及び測定手法の
標準化への貢献。実際の測定データの解析を元にした将来予測モデルの開発。

【成果の概要】

☆測定結果の評価 (土壌深度分布の変化） ☆測定手法の標準化

[規制庁マニュアルへの反映]

（Matsuda et al., 2015を一部改編） （Kinase et al., 2017を一部改編.）（Mikami et al., 2015を一部改編）

☆実測データを元にした予測モデルの開発

 土壌の深度分布測定を継続的に実施

 様々な測定データを集約・パラメータ化により予測モデ
ルを開発

 関連論文6本

 深度分布のデータは沈着量評価等の様々な研究の
ベースデータに採用

 規制庁マニュアルへの反映

アウト
プット

アウト
カム

主要な成果とアウトカム
[3] 統計学的な統合マップ化手法の開発

4

【当初の目標と背景】事故時の放射線計測や解析技術の世界トップレベルであるローレンスバークレー国立研究所と測
定手法の異なる測定結果の統計学的な統合手法を共同で研究。

（Wainwright et al., 2017を一部改編.）

 統合マップ手法は、規制庁事業として様々なデータに適
用することを目的に開発中

 現在、計算過程の最適化等最終段階
 英文論文2件

 原子力規制庁により、被ばく評価のベースデータとし
て採用を検討中

【成果の概要】

アウト
プット

アウト
カム
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主要な成果とアウトカム
[6] オンサイトにおける汚染水管理技術開発

7

【当初の目標と背景】 1F構内における汚染水管理が社会的な問題となる中、簡便な漏洩検知方法が求められている。
ファイバー型の検出器の適用を検討し、現場での運用を目指す。

【成果の概要】

☆ファイバー型検出器の適用

☆新技術開発（βγ弁別型）☆1Fでの基礎試験と運用開始

2014/11/22 撮影

眞田ら, 2016, JAEA-Research., 2016-011

 1F敷地内での実証試験を実施
 当初の予定から派生し、βγ弁別型システムを開発
 関連論文2本

 成果が認められTEPCOによる排水溝でのモニタリン
グ機器としての採用（5か所に設置）

 βγ弁別型も現場採用予定

研究進捗による新展開

アウト
プット

アウト
カム

主要な成果とアウトカム
[5] 農業用ため池底の直接測定手法の開発

6

【当初の目標と背景】福島県内に3700か所あるため池底の放射性セシウムの蓄積状況をサンプルを採取することなく現
場で直接的に分布を把握する手法の開発。営農再開及び除染判断等に反映を目指す。

☆ファイバー型検出器の適用 ☆新技術開発（深さ方向の推定技術） ☆成果の公表、標準化

ファイバ
光電子
増倍管

測定
Box

（Ochi et al., 2018を一部改編.）
（眞田, 2016を一部改編）

 H26年度からの福島県農林水産部による実証事業の助勢
（水土里ネット福島との技術指導契約～現在も継続中）

 H26年及びH30年に技術開発のプレス発表を実施
 関連論文4本

 福島県農林水産部によるため池の測定事業への貢
献

 ため池の除染等の政策判断に活用
 農水省マニュアルへの採用 (H26)

アウト
プット

アウト
カム

【成果の概要】
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主要な成果とアウトカム
[8] 路線バスを利用した放射線測定システム

9

【当初の目標と背景】 H24から開発を始めた自動車用放射線測定機器 (KURAMA) を路線バスに搭載し、自動的に放射
線情報を公開するシステムの開発と運用。市街地の詳細なモニタリングデータとしての活用。

 福島県の復興事業としての継続的な運用
 ホームページにおける可視化機能の充実・継続的な機能付加
 関連論文2本

 市街地における安心・安全を示すデータとして
貢献

アウト
プット

アウト
カム

【成果の概要】
☆システムのホームページ公開

https://info-fukushima.jaea.go.jp
/joho/car_survey2/weekly_map.html 
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実測値からの計算: 15 μSv/回

主要な成果とアウトカム
[7] 復興拠点モニタリング方法の検討

8

【当初の目標と背景】帰還困難区域における特定復興再生拠点区域の整備にむけた放射線防護対策の検討に必要と
なる科学技術的な知見の提供。内閣府および規制庁から本年8月に依頼され、迅速に対応。

【成果の概要】

☆無人ヘリによる詳細モニタリング
☆外部及び内部被ばく評価（確率論的評価手法の検討）

ML-EM法従来法

☆逆問題手法の広域なモニタリングへの適用→精度向上

[決定論的評価手法]

☆モンテカルロ計算コードを用いた確率論的評価は、防護対策に有効であることを確認

研究進捗による新展開

 規制庁モニタリングの実績等が評価され、内閣府およ
び規制庁から復興拠点のモニタリング技術の確立とし
て依頼

 H30年度の成果をとりまとめ中 (関連論文2本)

 特定復興再生拠点区域における放射線防護対策の検
討に関し、内閣府が原子力規制委員会で報告する資料
に成果が反映

 復興拠点の全域解除に向けて引続き協力

アウト
プット

アウト
カム

大川原地区での勤務

福島第一原発での勤務

調査区域内を自由に移動

行動パターン（想定）
8:00～ ～18:00

朝 昼 夕 1回の活動に伴う外部
被ばく線量 μSv/回

1.4

15

9.1

[確率論的評価手法]

＊地図は国土地理院による
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主要な成果とアウトカム
[10] 放射性セシウムの沈着過程の推定

11

【当初の目標と背景】事故時における放射性核種の沈着メカニズムについては、いまだに明らかとなっていない。大気拡
散計算の一種であるWSPEEDIと航空機モニタリングの結果を比較して考察し、沈着過程の考察を実施。

（Sanada et al., 2018を一部改編）.

☆山域での航空機
と地上の比較 (精度検証)

☆航空機データと再現計算との比較から特徴点の抽出

☆沈着過程メカニズムの一般化☆成果の公表

研究進捗による新展開

 航空機モニタリングのデータと大気シミュレーションを組み合わせ
た新展開 (茨城大学、産総研の研究者との共同研究)

 H29年度プレス発表実施
 関連論文3本

 一般的な汚染物質の大気中の挙動に関す
る画期的な知見を導出（環境科学分野へ
の貢献）

アウト
プット

アウト
カム

【成果の概要】

主要な成果とアウトカム
[9] 無人飛行機システム (UARMS) の開発

10

【当初の目標と背景】 H24から開発を始めた無人飛行機による放射線測定システムの運用研究および応用研究。飛行時
間6時間という燃費の良さを生かした広域な測定技術。

☆無人飛行機の開発 ☆開発経験をベースにした様々
なプラットフォームへの適用研究

☆原子力防災への適用研究
（プルーム計測技術開発: 規制庁受託)

（佐藤ほか, 2015を一部改編）

[小型無人飛行機の活用 (H29 NICT共研)]

[ゾンデの活用 (H25-H26 福島大共研)]

 H24-H27まで、システム開発を実施
 計測自動制御学会の論文賞を受賞 (2017年)
 関連論文6本

 原子力防災への適用研究としてのプルーム計測技術
開発事業を受託

 放射線計測技術はその他のプラットフォームへも波及

研究進捗による新展開

アウト
プット

アウト
カム

【成果の概要】
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主要な成果とアウトカム
[12] 牧草地におけるモニタリング手法確立

13

【当初の目標と背景】除染直後に土壌の天地返しを行った場所では、深い場所にセシウムが存在し、牧草の根から放射
性セシウムが移行しやすくなるという報告。深さ方向の分布をダイレクトに測定する手法が求められている。

【成果の概要】

（Ochi et al., 2017を一部改編）

直接線の
寄与

土壌の遮蔽による
散乱線の寄与増

南側エリアを除き反転耕した圃場
での無人ヘリモニタリング

土壌サンプリングによる緩衝深度結果
と上空からのスペクトルの相関を確認

☆土壌深度のスクリーニング手法の開発

☆様々な手法によるモニタリング手法の検討
研究進捗による新展開

 東大、家畜改良センター、北里大学と農研機構の競争資金を元に共同研究

 無人ヘリにより測定したスペクトルを解析することで深さ方向の分布を推定
する技術を開発

 関連論文2本

 浪江町おまる牧場等へ本手法を適用する
など広大な圃場の標準的な測定手法とし
て適用研究中

アウト
プット

アウト
カム

主要な成果とアウトカム
[11] 森林内線量分布測定手法の開発

12

【当初の目標と背景】放射性セシウムが長期的に存在すると予測される森林において、森林の活用、被ばく対策等のた
め、森林内の放射線分布を効率的かつ詳細にモニタリングする技術を開発する。

【成果の概要】

地表を1とした場合の計数比

25.5m

28m

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

10

高
度
(m) 20

30

40

実測値

☆ドローンを用いた森林内 (林縁部) 鉛直分布の実測
（森林総研共同研究）

LNBLとの共研による3次元計測、
名大との共研による逆問題解析に発展

☆上空からの評価のための樹木の遮蔽係数評価
（広島大学共同研究）☆アプローチ

上空からの
内部線量評価

内部からの
線量評価

（Sasaki et al., 2018を一部改編）

上空からの実測結果と森林内の線量率測定結果から
樹木の高さと遮蔽率の関係を導出

ヘリ換算（森林補正)地上値

200 m

 樹高と遮蔽の関係性を発見

 樹幹や樹木密度等による線量分布の違いや、落葉の有無による
影響等の検討を継続中

 関連論文2本

 放射線の換算パラメータとして貢献
 他の共研に発展中

アウト
プット

アウト
カム
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主要な成果とアウトカム
[14] 航空機モニタリングに関する関係各国との情報交換

15

【当初の目標と背景】クロスボーダーアクシデントを想定し、米国との原子力防災時における情報交換は重要。航空機モ
ニタリングに関する国際情報交換を定期的に実施。

【成果の概要】
☆International AMS meeting (NNSA主催) における定期的な情報交換、
福島における情報の提供

2018/6/25-29 6th AMS International Technical Exchange on Uncertainty in 
Radiological Aerial Measurements

2018/2/20-22 US-Japan Technical Workshop on Aerial Radiological 
Emergency Response Concept of Operations

2016/4/11-15 International AMS Technical Exchange Alternative Platforms for 
Aerial Radiological Emergency Response

2012/4/9-12 International Aerial Measuring Systems (AMS) Symposium

☆事故初期に米国が取得したデータからI-131の濃度マップ作成

（Torii et al., 2013を一部改編）

 事故後、航空機モニタリングの技術移転を米国DOEから受けた
関係性から国際会議等での講演を実施

 各国の防災関係者との交流

 世界中の関係者への福島の情報を提供
 航空機モニタリングに関する国際的な動向を

調査

アウト
プット

アウト
カム

＊地図は国土地理院による

主要な成果とアウトカム
[13] 韓国との連携

14

【当初の目標と背景】クロスボーダーアクシデントを想定し、隣国との原子力防災時における情報交換は必要。原子力防
災に係る放射線計測の専門家との比較測定等実施。KINS: 韓国原子力安全技術院,  KAERI: 韓国原子力研究所

【成果の概要】
☆KINSとの定期的な情報交換と福島での比較測定 (H25～) ☆KAERIとの情報交換・比較測定 (H30～)

2013/10/22 第1回技術会議＠東京＋有人ヘリ見学 （規制庁監視情報課主催）
2013/12/26 第2回技術会議＠デジョン＋韓国無人ヘリ見学
2014/10/14 第3回技術会議＠東京＋F1周辺見学＠福島
2015/10/1 第4回技術会議＠ひたちなか＋F1周辺における検出器比較試験＠福島
2016/7/26 第5回技術会議＠つくば＋GAGG検出器工場見学
2018/11/7 第6回技術会議＠福島+有人ヘリ見学
2019/2/xx 第7回技術会議＠デジョン

2018/10/2-5 情報交換＋共同測定実施

 原子力防災への適用を視野に、福島で培った技術適用に向け
様々な観点から情報交流および福島での共同試験を実施

 関連論文1本

 隣国との放射線計測技術の相互理解
 新技術の共同研究を検討中

アウト
プット

アウト
カム
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主要な成果とアウトカム
[16] 米国LBNLとの共同研究

17

【当初の目標と背景】事故時の放射線計測や解析技術の世界トップレベルであるローレンスバークレー国立研究所と
SLAM技術を用いた3次元分布計測技術の開発。測定手法の異なる測定結果の統計学的な統合手法を共同で研究。

【成果の概要】

☆3次元放射線計測装置の開発

（Vetter et al., 2016を一部改編）

☆統合マップ化手法の開発

（Wainwright et al., 2017を一部改編）.

 SLAM技術を用いた3次元分布計測技術の開発

 統合マップ手法は、規制庁事業として様々なデータに適用する
ことを目的に開発中

 関連論文3本

 3次元計測技術の技術移転を検討中

 統合マップは被ばく評価のベースデータとして
採用を検討中

アウト
プット

アウト
カム

主要な成果とアウトカム
[15] 福島県環境創造センターとの共同研究

16

【当初の目標と背景】仮置場跡地のモニタリング方法は除染関係ガイドラインに土壌サンプルの採取と測定と定められて
いる。効率的な評価方法の確立が求められている。

【成果の概要】

☆除染関係ガイドライン

☆様々な手法を適用し比較

サンプル採取の手間
全域の評価が難しい

PSF In-situ Ge 無人ヘリ

 H29年度に3つの仮置場での測定を経て、手法の一定の信頼性
を確認

 H30年度もいくつかのフィールドでの適用可能性を検証中

 仮置場における標準的な手法として採用を目
指す

アウト
プット

アウト
カム
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まとめと自己評価
19

自己評価[S] (研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な
成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる)

〇継続的な航空機モニタリングや地上測定などの大規模事業を継続的に安全に
遂行するとともに、変化傾向などの有効な情報を取りまとめている。

〇測定手法について、精度向上や新たな情報を取得可能な新技術開発に継続的
に取り組み、成果は公表するだけでなく現場適用・技術移転を進めている。

〇上記の成果については、国内外の科学雑誌に75本の論文としてまとめており、
プレス発表するなど成果公表に努めている。

〇上記の成果は、国内学会で表彰され、学術的評価が高い。

〇上記の成果が認められ、内閣府から復興拠点に関する新たな業務を依頼された
り、TEPCOからのニーズに基づきβγ弁別型の検出器を開発するなどの新展開があ
り、当初の予定以上の成果を導出している。

接点
・特徴点・パラメータ
・シミュレーション

H30以降の研究イメージ（⇒今後の取り組み）
18

・遠隔モニタリング技術の高精度化とローカルな環境動態研究の融合
・ローカルな測定情報の比較を基にした解析範囲のスケールアップ

★環境動態研究

ローカルデータの積み重ねによる
セシウムの挙動メカニズムの解明

★放射性計測技術開発
広域な測定データからの全体像の把握

精度の向上

比較データ取得

新たな知見から描く環境中で
の放射性セシウムの挙動

陸海の継続的なモニタリング
防災技術としての応用
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（1）研究開発の全体像；背景
環境中に残存する放射性セシウムの濃度
は、どのように変化するのか。

環境中の放射性セシウムは、生活圏に影
響を及ぼさないのか。

福島県内の農業・林業・水産業再開
住民の帰還

落葉等の
分解

樹木の洗
い流し

溶存態
（イオン）

懸濁態
（粒子）

堆積物か
らの溶出

農産物・水産物・飲料水への移行？

生活圏周辺での堆積？

不安

 農作物を作っても100 Bq/kgを超えるのでは。
 100 Bq/kgを超えている山野草や淡水魚は、いつ
になったら100 Bq/kgを下回るか。

 将来、森林からの流出や河川水による
運搬によって放射性セシウムが生活圏に
堆積し、線量率が増加するのでは。

1

福島長期環境動態研究

平成30年12月1日
飯島 和毅

福島環境安全センター

資料８－7－１
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27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

【移動挙動調査】

① 放射性セシウム流出量評価

（森林、河川水系、市街地）

② 農林水産物への放射性セシ

ウム移行挙動評価

③ 挙動理解を支える調査研究

（沈着挙動調査、核種挙動調

査）

④ 突発的な事象への適用：

十万山火災の環境影響調査

⑤ オンサイト研究への適用：

オンサイト核種初期分布推定

【個別モデル
・データベース】
解析モデル群の開発と整備、
パラメータ整備

【包括的評価システム開発】

環境モニタリングDBへのデータ組込

（2）個別課題と達成目標 3

放射性セシウム流出量の
調査観測手法の構築 放射性セシウム流出量の調査観測、流出量評価と移動現象理解

農林産物（樹木、山菜、きのこ、樹木根）・水産物への放射性セシウム移行挙動調査

溶存態放射性セシウムの移動挙動の把握

放射性セシウム分布、溶存態放射性セシウム移行
挙動、農林産物の濃度変化との関連性の検討

浪江町十万山林野火災の環境影響調査

福島県環境創造センター3機関が分担・協力

有機結合型トリチウム（OBT）、Sr-90の分析手法確立

延焼森林における環境影響調査

QA体系下での環境試料の分析、核種化学種と
移動プロセスの解明

検出下限値の向上、多核種同時分析への発展

土壌流亡解析、河川水系解析、被ばく評価モデ
ル整備、パラメータ整備

森林／水域生態系の放射性セシウム移行解析モデル開発、
包括的評価システムへの組み込み

河川水系解析モデルにおける溶存態放射性セシウム
移動挙動予測精度の向上、妥当性確認・

解析モデルの妥当性確認、包括的
評価システムへの組み込み

根拠情報Q＆A
サイト整備・公開

・データ更新
・Q&Aサイト更新

解析事例ベース整備

新たな成果や改良モデル・予測結果の組み込み
システムの利用性改善

▼包括的評価システムの公開プロトタイプ完成

除染地における観測開始

 情勢変化や得られた知見、自治体等の要請に基づき研究開発を前倒し、追加実施、成果創出
→農林水産物への移行挙動、OBT及び90Sr分析手法の確立、林野火災地における環境影響調査

自治体からの要望が多いことから、関係研究機関と協力しつつ前倒し実施

国際認証QA体系下での各種環境試料の分析、初期沈着化学種の分布状況把握、
放射性セシウム移動・吸着媒体の解明、核種含有粒子分析手法の開発

調査流域を60%に合理化

自治体・漁協からの要望が多いことから、関係研究機関と協力しつつ前倒し実施

農林水産物への移行挙動予測精度の向上、妥当性確認

オフサイト核種分布・動態に基づくオンサイト
核種初期分布推定（文科省公募事業）

環境中に残存する放射性セシウムの濃度
は、どのように変化するのか。

環境中の放射性セシウムは、生活圏に影
響を及ぼさないのか。

福島県内の農業・林業・水産業再開
住民の帰還

落葉等の
分解

樹木の洗
い流し

溶存態
（イオン）

懸濁態
（粒子）

堆積物か
らの溶出

農産物・水産物・飲料水への移行？

生活圏周辺での堆積？

促進

現地調査・室内実験により、
・移動挙動データ取得と傾向の把握
・溶存態の生成等のメカニズム解明

・環境データベースの整備
・環境中移動挙動や、農産物等へ
の移行・被ばく線量評価のための
解析ツールの整備

・科学的知見や解析データを分かりやすく示す知識ベース
・将来の線量率や農産物中の濃度予測等、様々な要望に応えられる評価システム

包括的評価システムの整備

（1）研究開発の全体像；目的 2
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(4) 主要な成果とアウトカム（2/14） 5
河川水系における環境動態

 河川源流域では、湧水中に溶存態Csは検出されないが、数m流れた渓流水中には溶存態Csが検出されることから、河
床の落葉や土壌から溶存態Csが溶出し、河川水中の溶存態の起源となっている可能性を明らかにした。

 ダム湖水・堆積物中のCs・各種イオン濃度分布等多元的なデータに基づき、季節ごとのCs挙動を理解。ダム堆積物
からのCs溶出の影響が限定的であることを明らかにした。

 浪江町除染検証委員会へ報告し、避難指示
解除に貢献。

 東日本大震災からの農業・農村の復旧・復
興を支援することを目的とした「大柿ダム
の放射性セシウムの実態と対策－請戸川地
区の農業復興に向けてー第2版」（東北農
政局、2018年4月）の策定に貢献。

1.0E+03
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存

態
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7 C
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事故からの経過年

大柿ダム放流水中の137Cs濃度の時間変化

アウト
カム

大柿ダム湖水中の137Cs濃度の深さ分布

(4) 主要な成果とアウトカム（1/14）

森林域における環境動態
4

・林内雨
・リターフォール
・樹幹流
・土壌流出
・表面流

● 除染地における放射性セシウム流出量の観測

 得られた成果を自治体に提供し、自治体主催の住民説明会における基礎資料として活用された。
 林外への放射性セシウム流出抑制対策において落葉落枝と下草の重要性を明確にできた点は、帰還地

における里山管理や住居周辺の抑制対策における活用を期待。
 投稿論文1件、学会proceedings 1件

 里山近隣における未除染の森林および山岳地における長期観測により、林外への放射性セシウム流出量はいずれも
沈着量の1％未満であり、森林は放射性セシウムを留める機能を有する（Niizato et al., 2016；渡辺ほか、2017）。

 除染地での観測から、除染後１年程度で森林地表面の落葉や下草が増加し、未除染地と同程度の流出率となる結果
が得られ、林外への流出抑制では地表面の被覆を維持・回復することが重要である点を明確にした。

アウト
カム

● 観測プロットによ

る放射性セシウ
ム流出量の観測

ℓ
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放射性セシウムの土壌深度移行に伴う
線量率変化（深度移行モデル）

 市街地固有の構成要素（住宅街、舗装面等）では放射性セシウム存在量の減少が速く、市街地の線量率は除染後で
あっても他のエリアより減少が速いことを明らかにした(Yoshimura et al., 2017)。

 放射性セシウムと土壌の可逆的および不可逆的吸脱着を考慮することで、平坦地における深さ方向の放射性セシウム
分布を説明できることを明らかにした。放射性セシウムの深さ方向分布や、市街地の構成要素による遮へい効果等を
考慮して、空間線量率分布を再現する手法を整備した(Malins et al., 2016, Kurikami et al., 2017, Kim et al., 2018)。

（Kurikami et al., 2017を一部改編）

 土壌深度移行に伴う線量率評価結果は、未除染地における線量率の予測に役立つと期待。また、深度
分布の変化や土壌への付着メカニズムの解明を通じて、植物等へ移行する放射性セシウムの低下予測
等に役立つと期待。

 投稿論文4件

(4) 主要な成果とアウトカム（4/14）

生活圏における環境動態
7

林床
（N=8）

林縁
（N=53）

空き地
（N=43）

舗装面
（N=70）

土壌面
（N=104）

減少速度定数（×104, day-1）

除染後の空間線量率の減少速度と環境要因
（NaIサーベイメータによる定点長期観測）

アウト
カム

未除染地域における空間線量率の
減少と土地利用
（KURAMAシステムを用いた歩行サーベ
イによる地域スケールでの評価）

(4) 主要な成果とアウトカム（3/14）

 河川敷の継続モニタリング結果を浪江町除染検証委員会へ報告し、避難指示解除に貢献。
 河口・沿岸域における放射性セシウム濃度と存在量が陸域と比較し低く、特異な海底地形を有するエリアに分

布が限定されることは、海生生物等への有意な移行が限定的であることを示唆する基礎データとして重要。
 投稿論文3件

 河川敷における放射性セシウム濃度と空間線量率の分布と時間変化の要因を解明（Saegusa, et al., 2016）。

 事故から数年経過後（H30年春まで）の河川水に含まれる放射性セシウム濃度の時間変化を明らかにし、将来の濃度
レベルを予測（Nakanishi and Sakuma, 2019）。

 河川水系から河口・沿岸域に流入した放射性セシウムについて、全般に放射性セシウム濃度及び存在量は陸域と比
較して低く、その分布は特異な海底地形を有するエリアであることを特定（Tsuruta et al., 2017）。

アウト
カム

河川水系における環境動態

● 河川水モニタリング

（Nakanishi and Sakuma, 2019を一部改編）

●河川敷モニタリング

☆河川敷における
放射性セシウムの

深度分布

●沿岸域の海底における放射性セシウム深度分布

☆沿岸域の海底における放射性
セシウム分布

6
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(4) 主要な成果とアウトカム（6/14） 9

火災前後の空間線量率分布の比較

挙動予測モデル開発・整備

 様々な降雨時の請戸川水系の各頭首工における放射性
セシウム濃度の時間変化予測データを浪江町に提供。

 国・自治体の森林・河川管理の方策検討や農林水産業
の再開に向けた施策検討への貢献に期待。

 投稿論文5件

水・粒子の物理的輸送と、放射性セシウムの溶出・吸脱着等化学的挙動を基本とした土壌流亡解析モデルを整備。年平
均的な挙動だけでなく、極端な気象条件下での移動・堆積挙動予測を可能にした(Sakuma et al., 2017, 2018a,bほか)。

国環研と連携し、太田川上流域（南相馬市、浪江町）における溶存態放射性セシウムの挙動を調査。懸濁態に加え、粒
径ごとの吸着量の違いを考慮することで、溶存態の動態を概ね再現できた。一方で、降雨直後の溶存態濃度の上昇は再
現できず、源流域における溶出挙動の影響が大きいと考えられた (Sakuma et al., 2018；Tsuji et al., 2016)。

国立環境研究
所の観測地点

河川水の溶存態及び
懸濁態137Cs濃度

○使用した実測パラメータ（赤；福島長期環境動態研究の成果、青；
JAEA成果）
・流域沈着量（航空機サーベイ）
・気象データ（降水量、気温、湿度など）、地形、地質、土地利用など
・侵食・堆積に係るパラメータ
・河川流量、土砂流出量の経時変化
・河川での放射性セシウム濃度の経時変化
・放射性セシウムの土壌深度分布の経時変化（文科省受託事業）
・線量率（河川敷周辺、平坦地）（文科省受託事業）

大雨前後での線量率変化の評価例（土壌流亡解析モデル）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1000.1

1

10

100

1000

10000

2013/9/1
2013/9/3
2013/9/5
2013/9/7
2013/9/9
2013/9/11
2013/9/13
2013/9/15
2013/9/17
2013/9/19
2013/9/21
2013/9/23
2013/9/25
2013/9/27
2013/9/29
2013/10/1
2013/10/3
2013/10/5
2013/10/7
2013/10/9
2013/10/11
2013/10/13
2013/10/15
2013/10/17
2013/10/19
2013/10/21
2013/10/23
2013/10/25
2013/10/27
2013/10/29
2013/10/31

Pr
ec

ip
ita

tio
n 

(m
m

/h
)

R
ad

io
ce

si
um

 c
on

ce
nt

ra
tio

n 
C

s-
13

7 
( (

Bq
/L

)

Simulation
Observation
Observation (Typhoon No.18)
Observation (Typhoon No.26)
Precipitation

（Sakuma et al., 2017を一部改編）

アウト
カム

(4) 主要な成果とアウトカム（5/14） 8
生態系への移行

 樹木内での放射性セシウム移行挙動（広島大学と連携）、森林内山野草・キノコ等、林産物への放射性セシウム移行
挙動データを取得(Sasaki et al., 2016) 。落葉分解、樹液が溶存態Csの起源・輸送等、森林生態系内の重要な放射性
セシウム移行過程であることを明らかにした。

 東京大学と連携し、大気浮遊塵を介した農作物（コマツナ）の二次汚染の評価を実施。洗浄によりCs-137濃度が低
下したことから、コマツナ外部にCs-137の一部が付着したと考えられた(Nihei et al., 2018)。

 弘前大学と連携し、淡水魚への放射性セシウムの濃縮プロセスの解明に向け、河川構成要素中の放射性セシウム挙動
を評価。養殖池において放射性セシウムのヤマメへの移行評価を実施し、溶存態Csの濃縮係数を150以下と推定。

天然ヤマメ

養殖ヤマメ

溶存態137Cs濃度
0.1～0.2 Bq/L

2017年採取ヤマメの137Cs濃度

養殖ヤマメ 70 Bq/kg wet

天然ヤマメ 1,030 Bq/kg wet

⇒溶存態137Cs
が移行？

※餌を摂取できない小さな個体が、
池底に付着する藻類や水生生
物を摂取することで137Cs濃度が
高くなる可能性を示唆

養殖ヤマメの体重と筋肉中137Cs
濃度の関係

胃内容物に養殖池
底の砂礫を確認

樹体からの放射性セシウム移動について川俣町に報告。得られたデータに基づく木材の濃度予測に期待。
淡水魚への移行に関する成果を南相馬市環境回復推進委員会で報告。
投稿論文2件

アウト
カム
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樹幹流の溶存画分中の
電気伝導率 (μS/cm)

チューブ

タンク

樹幹

レシーバー

 1F事故時に存在した枝の表面には、放射性セシウムが不均質に分布
 樹幹流の電気伝導度と樹幹流中の放射性セシウム濃度は正の相関を

示し、主要陽イオン（窒素、リン、カリウム等）と同様の振る舞いを示唆

樹幹流の採取装置

2013年9月～
2014年7月採取

2014年2月採取
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(4) 主要な成果とアウトカム（8/14） 11

 科学的知見に基づく不安の低減や自治体の施策の補助に期待。

 環境モニタリングデータベース：国内外より多数の利用実績(約95万アクセス、2TBデータDL、H30.10月時点)。

 根拠情報Q&A：H29年度の平均アクセス約2,500/月 ⇒ H30年度は約4,700/月

アウト
カム

 「環境モニタリングデータベース」 、「根拠情報Q&A」及び「解析事例ベース」から構成された「福島第一原発事故
後の福島の環境情報サイト（包括的評価システム）」のプロトタイプを整備し、科学的裏付けに基づいた情報を、そ
れぞれの特徴にあった形でわかりやすく提供。

 根拠情報Q&Aでは、利用者が福島の環境に関する情報を、自身の興味・知識レベルに応じて多角的に取得可能。

成果を分かりやすく発信する取り組み（福島環境情報サイト）

環境モニタリング
データベース

・様々な調査結果を集約
・データフォーマットを統一
・調査結果の可視化

根拠情報Q&A 解析事例ベース

・環境動態研究で得られた知見をQ&A形式で提示
・利用者の知識レベルに合わせた階層構造

第1層（質問と回答を平易な用語で説明）

第2層（やや詳しく図表・写真等で説明）

第3層（さらに詳しく具体的・詳細な情報を説明）

第4層（根拠情報としての論文･ｳｪﾌﾞｻｲﾄ等にﾘﾝｸ）

・個別モデルの成果による知見を提示
（一般向け）

・解析ツールを自ら利用する環境を提供
（自治体向け）

公開済）https://emdb.jaea.go.jp/emdb/
公開済）https://fukushima.jaea.go.jp/QA/

H30年度末に公開予定

(4) 主要な成果とアウトカム（7/14） 10
挙動予測モデル開発・整備

〇使用した実測パラメータ（赤；福島長期環境動態研究の成果、
青；JAEA成果）
・流域沈着量（航空機サーベイ）
・森林内各部位の放射性セシウム濃度の経時変化
・樹冠から林床への放射性セシウム移行フラックスの経時変化

・森林、田畑（文科省受託事業）、都市域から河川への放射性セシ
ウム年間流出率

・湖沼での沈降率
・淡水魚への放射性セシウム移行係数
・河川水（文科省受託事業）・淡水魚の放射性セシウム濃度

操上・佐久間（2018）JpGU

 本成果は農林水産物中の放射性セシウム濃度の将来予測、施策検討に役立つと期待される。
 JAEA成果報告書1件

操上ほか（2016）
JAEA-Research 2016-020

 流域スケールの放射性セシウムの動態（森林内循環、河川への流出、農林水産物への移行）を考慮した
被ばく評価モデル（コンパートメントモデル）を開発し、包括的評価システムへ導入。

 河川水・淡水魚の汚染源として森林内の落葉層からの側方流入、河川への落葉の直接流入の双方の影響
が明らかとなった。

アウトカム
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(4) 主要な成果とアウトカム（10/14）

初期沈着挙動評価
13

 環境中に残存する不溶性Cs含有粒子による被ばくの懸念払拭施策への貢献に期待。
 投稿論文2件

 地衣類を用いて初期放射性セシウム沈着量、化学種を評価する手法を整備。整備した手法を山域における放
射性セシウム分布やその後の動態に及ぼす初期沈着化学種の影響評価に適用（Dohi et al., 2015）。

 不溶性Cs含有粒子の特性評価を実施（東京大学、筑波大等と連携）。600℃以上で加熱するとCsが放出され
ることを明らかにした（Okumura et al., 2018）。粘土鉱物中のCsと比べて、粒子中の結合が比較的緩く、溶
出しやすい可能性。

地衣類

1F

アウト
カム

加熱前

加熱後

加熱後加熱前 加熱前

加熱前後の不溶性Cs含有粒子の電子顕微鏡
像（上）とEDS元素分析結果（下）

加熱時の不溶性Cs含有粒子中の放射能量の変化

 600℃を超えると粒子中
のCs放射能が減少

 加熱前後の粒子の形態
的変化は無い

地衣類に沈着した不溶性Cs含有粒子
の電顕的手法による化学種特性評価
（従来法に比べ効率的に分析可能）

(4) 主要な成果とアウトカム（9/14） 12

 解析的研究の成果を提示する環境を整備（一般向け）。
 解析ツールを利用可能な環境を整備（自治体向け）。
 データベースやQ&Aとリンクした形で個別モデルに基づく成果を利用可能となり、不確実性も含めて知識を

深めることができる。

成果を分かりやすく発信する取り組み（解析事例ベース）

第3層第2層

根拠情報Q&Aの関連箇所にリンク

解析結果ページ

データベースの
関連箇所にリンク 解析結果の表示

一般向け…個別モデルによるケーススタディ等の成果を提示 自治体向け…Web上で動く解析ツールを提供
（パスワード管理）

モデル開発状況、
不確実性を明記 CMFW…環境中の様々な構成要素中のセシウムの移行

⇒農林水産物濃度の推定

SACT…年間の土砂流出量とそれに基づくセシウムの再分布
⇒将来のセシウム濃度分布

GETFLOWS…頭首工等の濁度・セシウム濃度
⇒取水管理への活用

（計算負荷が大きいため、結果のみの閲覧）

 不確実性があるとの前提で、様々なケースを想定した将来推定が実施可能になり、自治体等の政策立案
のための情報を提供できる。

解析結果の参照、その知見に基づくQ&Aへのリンク

「なにが分かったか」で
成果をカテゴライズ

アウト
カム

JAEA-Evaluation 2019-008

- 87 -



(4) 主要な成果とアウトカム（12/14） 15
総合的成果①河川水系におけるセシウム動態の理解

 請戸川の河川敷の空間線量率（無人ヘリに搭載したガンマカメラでの測定）や土壌中の
137Csの鉛直分布の時間変化、大柿ダム形状、上流域からの137Cs流出量や137Cs濃度の
時間変化・粒度依存性（Funaki et al., 2018）等の定量的な情報や、挙動解析結果に基づ
き、河川水系全体での動態を把握（Kurikami et al.,2016； Yamada et al.,2015） 。

 成果を東北農政局、福島県、浪江町等へ提供。農業・農村の復旧・復興支援を目的とした「大柿ダムの放射性セ
シウムの実態と対策－請戸川地区の農業復興に向けてー第2版」（東北農政局、2018年4月）の策定に貢献。

 投稿論文3件
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1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

0.01

0.1

1

10

100

3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

懸
濁

態
13

7 C
s濃

度
(B

q/
kg

)

溶
存

態
13

7 C
s濃

度
(B

q/
L)

事故からの経過年

大柿ダム放流水中の137Cs濃度の時間変化

アウト
カム

14

 環境動態研究をはじめ、福島環境安全センターの様々な研究開発をサポート。
 国の水産業における懸念払拭施策への貢献に期待。

 有機結合型トリチウム（OBT）の分析では、条件や装置を見直すことで従来工程を半減。新たな分析手順で、国際比
較試料分析で妥当な測定結果が得られた。

 Sr-90の分析では、樹脂濃縮－ICP-MS測定法を適用し、海産物試料に最適な測定条件・システムを構築。約1時間の
分析時間（公定法では約1ヶ月）で、食品の基準値（100 Bq/kg）と同程度の検出下限値を達成。

 Ge半導体検出器を用いた放射能濃度定量については、ISO品質保証体制下で、外部機関からの様々な性状・形状の試
料に関する依頼分析に対応。

OBT分析法の簡易、迅速化

迅速燃焼装置

Ge半導体検出器を用いた放射能分析

前処理の乾燥プロセスを迅速化

ISO/IEO17025を維持
規制庁などの外部機関からの測定依頼を含む
6000件/年の分析を継続

(4) 主要な成果とアウトカム（11/14）

核種分析手法の整備と多様な分析対応
14

超音波ネブライザ

ICP-MS

本法で魚試料中のSr-90濃度を定量できた
検出下限値は0.35 Bq/L(～740 Bq/kg)

Srレジン

ICP-MSを利用したSrの迅速分析法開発

Sr-90を添加した魚試料の濃度分析結果

2Lマリネリ

500mL
ポリビン

V－11

U－8V－1 CHC-50

HE-40T メンブレンフィルタ

U－8(アルミナ)

国際比較試料分析の結果

Ge半導体検出器

ガンマ線分析用標準線源

採取試料の内容や状態に応じ、さまざまな形
状の測定用サンプルを受け入れ可能。

アウト
カム
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 オンサイトにおける放射性セシウム以外の放射性核種の分布状況評価を達成した。
 廃炉に向けた過去および将来発生する固体廃棄物中の核種インベントリの評価や安全確認の大幅な

効率化への貢献が期待できる。

 文部科学省の公募研究において、森林動態、初期沈着挙動評価、核種分析手法整備で培われた手法を適用し、オフサ
イトの放射性核種分布に基づくサイト内の初期核種分布推定手法を開発（科博、京大、福島大と連携）。

 土壌中Cs・Srインベントリについては複数化学種の重畳を考慮した移流拡散モデルを整備。各プルームの汚染源、無
人ヘリ測定結果に基づく大気拡散モデルを構築。各プルームの核種組成に基づき、核種分布状況を推定した。

表土・樹木中の放射性物質分布状況

(4) 主要な成果とアウトカム（14/14）

総合的成果③オンサイト初期核種分布の推定

アウトカム

17

無人ヘリの沈着量分布にフィッ
ティングして得られたサイト内の
137Cs沈着量分布(MBq/m2)

137Cs沈着量分布と各プルームの核種
組成に基づき推定したサイト内
90Sr(左、100 Bq/kg)および238Pu
（右、0.1 Bq/kg）の表層濃度

 239+240Pu、241Am（241Puから崩壊）
はグローバルフォールアウト起源が
主。

 90Sr、238Pu、244Cmは1F事故起源
が主。
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(4) 主要な成果とアウトカム（13/14） 16
総合的成果②十万山火災時のセシウム動態の理解

 浪江町除染検証委員会（H29年10月）、福島県廃炉安全確保県民会議（同年11月）および福島県廃炉安
全監視協議会環境モニタリング評価部会（同年12月）にて原子力機構が中心となって取りまとめた成果
を報告し、自治体と地域住民の懸念払しょくに貢献。

 県が策定を進めている帰還困難区域内での自然災害対策マニュアルの具体化（H30年9月に県による3機
関研究担当へのヒアリング実施；福島県放射能調査課情報交流会）に向けた取組に反映。

 十万山（浪江町・双葉町帰還困難区域）で発生した林野火災に対して、福島県環境創造センターを構成する福島県、
原子力機構、国立環境研究所の3機関が分担・協働し、周辺環境への影響把握に係る調査を実施。

 森林・河川水系における流出観測手法、沈着挙動評価手法、遠隔モニタリング手法を総合的に適用。河川への放射性
セシウム流出、延焼地からの放射性セシウム飛散、空間線量率増加はほとんど認められないことを明らかにした。

アウト
カム

大気浮遊じん
の137Cs濃度

レボグルコサン
濃度

延焼地から流出する河川下流域での
火災前後の懸濁態・溶存態Cs濃度
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の空間線量率分布の比較

鎮火前後の大気浮遊じん中の137Cs濃度
および林野火災起源化学物質濃度

y = 14.481x
R² = 0.4958
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今後の研究の方向性

• 研究開発の重点項目

– 溶存態生成・生態系移行の現象理解とモデル化

• 農林水産物中濃度の将来予測を進める上でカギ

– 長期的なセシウム濃度減少傾向の現象理解・モデル化

• チェルノブイリ事故影響との比較は国際的にもニーズ大

• 研究成果の展開

– 自治体との協力

– オフサイトにおける核種挙動のオンサイト研究への適用

– 環境創造センターにおける協力の強化

– 共同利用・共同研究拠点への参画

– 分かりやすい情報提供の維持・更新

19

まとめと自己評価
【第三期中長期計画】
 環境動態研究については、セシウム挙動評価等を実施し、自治体や産業界等に対し、目標期間半ばまでに農

業・林業等の再興に資する技術提供を行い、その後は外部専門家による評価も踏まえ調査の継続を判断する。
 これらを踏まえた包括的評価システムの構築を進め、科学的裏付けに基づいた情報を適時適切に提供することによ

り、合理的な安全対策の策定、農業・林業等の再生、避難指示解除及び帰還に関する各自治体の計画立案等
に貢献する。

 研究開発の実施に当たっては、福島県及び国立研究開発法人国立環境研究所との3機関で緊密な連携・協力
を行いながら、福島県環境創造センターを活動拠点として、計画策定段階から民間・自治体への技術移転等を想
定して取り組むなど、成果の着実な現場への実装により、住民の帰還に貢献する。

 データ取得・現象理解、挙動予測ツールの整備、わかりやすい情報提供システムの整備・
運用を達成し、情報提供を適時適切に実施し、関係機関・自治体等の施策に反映でき
た。このように、投稿論文等に研究成果を取りまとめつつ、所期の目的を達成した。

 自治体や関係機関からの要望が大きい農林水産物への移行評価を前倒しで実施。
 突発的に発生した十万山火災時の環境影響評価や、1Fサイト内核種分布評価等、動態
研究以外の課題に、環境動態研究で培った知見・手法を適宜展開し、成果を挙げた。

自己評価[A] (「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果
の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる)

18
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モデル評価

海域動態・生物影響陸域環境動態

データの共有、測器の共同利用、データベースの利用を通じ共同研究を推進

環境移行データベース

陸域における放射性物質の移行メカニズム
放射性物質の存在形態および測定技術研究
AMSを用いた環境移行研究

放射性物質環境中の移行モデル
放射性物質の環境データベース

海域における放射性物質の動態と影響評価
野生生物への放射線影響評価

放射線環境影響評価
環境移行パラメータ

福島環境安全センター 福島再生支援本部

国際共同研究の推進と国際発信

放射能環境動態・影響評価ネットワーク共同研究拠点
（Environmental Radioactivity Research Network Center）

福島における総合調査

環境影響評価

福島支部

生態系への移行評価
生物・生態系影響評価

福島における研究拠点
福島における動態研究の総合化
福島事故アーカイブ資料の活用

国立大学法人弘前大学

被ばく医療総合研究所
Institute of Radiation Emergency Medicine

 H31年度からの発足を目指し、主幹機関（筑波大）とともに手続きを進めているところ。

21

山・森林管理

モデルエリアを複数
設定し、土壌・樹木・
山菜・湧水等のセシウ
ム濃度を継続観測、
将来予測や濃度推測
の手法を確立する。

水マップ作成

河川に合流する沢の溶存態濃度を測定
し、流量も多く、セシウム濃度が高い沢を
特定する。それらの沢の合流点等で、2ヶ
月に1回河川水中の溶存態濃度や関連

水質を測定する。また、魚の濃度を測定
し、水・魚の濃度分布をマップ化する。

河口域マップ作成

無人観測船等で定点
の底土表面の線量率を
定期観測する。また、魚
の濃度を測定し、底土・
魚の濃度分布をマップ化
する。

河川敷・河床管理データベース

ドローン・無人ヘリ等で河川敷の線量率分布を測定する。
線量率が特に高い場所は、2次元解析を行い、堆積履歴を

推測するとともに、数か所で定期的に深さ方向分布等を測
定し、堆積履歴を把握する。これらに基づき、セシウム堆積
履歴データベースを作成し、河川管理部署と共有、浚渫時
の対策を立案・試行する。

農地・農業への影響予測

河川移行解析により、
各頭首工における降水量
－濁度予測曲線を作成し、
農業用水使用時の水門
管理に資する。

自治体との協力：浪江町における取り組み

原子力機構 浪江町

十万山火災影響評価

火災による線量率分布、
放射性セシウムの分布状
況・流出挙動、野生生物
への影響を調査するととも
に、飛散・流出挙動を解析
する。

飛散監視

区域境界や除染・
解体作業エリア付近
において、ダスト採取
や気象・線量率の継
続観測等を実施し、
被ばく評価を行う。

20

Google earth, Image2016 TerraMetrics
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研究開発の目標
1. 除染モデル実証事業等で得られた成果をはじめ、除染技術開発情報の活

用等を通して除染活動支援に資する。
2. 除去土壌等の分別・減容・再生利用に関する技術開発を行い、最終処

分量の低減化に資する。

1

除染実施・特別区域の生活圏
・ 除染特別区域(帰還困難区域）
・ 森林、河川・湖沼、ため池
・ 瓦礫類

仮置場 中間貯蔵施設等

〈除染場所〉

〈除去物の流れ〉

除染現場 処分場

これまでの除染事業 状況

(中間貯蔵施設のイメージ図 出典:環境省)

除染・減容技術の高度化

平成30年12月1日
川瀬 啓一

福島環境安全センター

資料８－8－１
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研究開発の進捗状況 3

○国、市町村の除染の状況に併せて研究開発を進めてきており、本格除染の完了
に伴い、主要な研究開発を終了している。今後、帰還困難区域の避難指示解除
等の復興に向けた取組の中で、国や自治体の要請に応じて技術支援等を実施
する。

☞除染効果評価システム（RESET）の高度化・実証
「除染モデル実証事業」を実施した21ヶ所を対象に除染後エリアでの「空間線量率減衰の2成
分モデル」の適用性を評価し、現状の半減期パラメータが問題なく適用できることを確認。

☞ポリイオン等によるセシウム移行抑制技術の開発
ポリイオンや浮遊懸濁態補修材を用いたセシウム移行抑制試験を実施し、一定の効果があるこ
とを確認。山地森林からのCs流出量が少ないとの環境動態研究での成果などを踏まえて、研究
開発を終了。

☞除去土壌等の分別・減容等処理技術開発
分級減容処理技術として、磁気分離技術についての基礎試験を実施し、大型化に向けた課題
等を明らかにして開発を終了。また、セシウムの吸脱着機構の解明を着実に進めており、今後環
境動態で成果を反映。

☞可燃物の分解・減容技術開発
溶解・分解によるバイオ燃料化の技術開発を実施し、実用化に向けた課題の抽出を行い、技
術開発を終了。

各研究テーマ 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

除
染
等

除染効果評価シ
ステムの高度化・
実証

ポリイオン等によ
るセシウム移行
抑制技術の開発

除
去
土
壌
等
の
減
容
・

再
生
利
用

除去土壌等の分
別・減容等処理技
術開発

可燃物の分解・減
容技術開発

自治体等の要請に応えつつ、環境動態研究の包括的評価
システムへの組込み

▼基本方針の策定を完了し、環境省受託業務終了

2

▼一定の移行抑制効果が確認できたこと、森林からの移行量が小さいこ
とが判明したことから研究開発を終了

【目標】放射性Csの移行に関する住民の被ばく低減や不安等に対応するため，水や
風の流れによって生活圏へ移動することを抑制する手法を開発する。

【目標】膨大な量の除去土壌の再生利用を促進することで、処分量の低減、処分負担の軽減を目指す。
そのための国等から支援要請に的確に対応する。

【目標】除染事業や除染後の評価（除染効果の維持確認、将来予測）評価、フォローアップを
継続して実施し、国、自治体への情報提供・支援を的確に実施する。

○ポリイオンや浮遊懸濁態捕集材を用い
たセシウム移行抑制試験

○解析精度向上のためのシステムの高度化・半減期パラメータの検証・
帰還困難区域の予測解析による自治体等への情報提供

▼大型化に向けた課題等を明らかにして開発を終了

○環境省受託業務として除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略策定を支援

○磁気分離技術等の減容化技術の基礎試験の実施

○セシウムの吸脱着機構の解明を実施 環境動態研究の一部として実施

○グリセリン溶解法等の減容処理基礎試験の実施
▼実用化に向けた課題等を明らかにして開発を終了

【目標】除染現場で発生する草木類などの可燃物について、焼却とは別の安全な分解・減容処理技術
を開発、実用化を目指す。

研究開発の個別の課題と達成目標
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除染措置後のエリアに対する「空間線量率減衰の
2成分モデル」の適用性を、除染モデル実証事業で
の空間線量率の継続モニタリング（21地区）を対
象に検証し、現状の半減期パラメータが適用可能
であることを確認した。

【空間線量率減衰の２成分モデル】
放射性セシウムの物理減衰に加え、風雨などの

自然的要因による減衰効果（ウェザリング効果）を
考慮した空間線量率の減衰予測モデル。

線
量

率
（
μ
S
v/

h
）

時間（年月）

物理減衰

2成分モデル

空間線量率減衰の2成分モデル式
減衰が速い成分 減衰が遅い成分 物理減衰成分

5
1）除染効果評価システムの高度化・実証（2/2）

主な成果とアウトカム

（１）航空機モニタリング （２）統合マップ （３）東電ふるさとシステ
ムの走行サーベイデータ

航空機モニタリング

統合マップ

走行サーベイ

航空機モニタリング

統合マップ

走行サーベイ

東西方向距離（ｍ）東西方向距離（ｍ）

線
量
率
（
μ
S
v/

h
）

線
量
率
（
μ
S
v/

h
）

（１）LineA上の分布 （２）LineB上の分布

LineA

LineB

航空機モニタリングや歩行サーベイなど複数の手法
で取得された空間線量率のデータを総合的に活用
できる手法を開発した。

除染実施区域や特定復興再生拠点などを対象とした解析結果を提供することで、帰還困難区域の境
界部分の除染が国に認められるなど、自治体等の帰還困難区域の除染範囲の検討や復興計画の策
定に大きく貢献した。

アウトカム

1）除染効果評価システムの高度化・実証（1/2）

除染活動支援システム(RESET)は、国や自治体が策定する
効率的・効果的な除染活動の計画立案を支援する目的に開
発したもので、本システムは福島県の除染対策課や福島環境
創造センター等で利用されている。また、国や自治体の依頼を
受けて効果的な除染方法や除染範囲の検討、将来の線量率
の予測等に活用している。

【帰還困難区域の除染シミュレーションと将来予測の例】
帰還困難区域の復興計画を見通す際に必要となる 除染の効果

と将来の線量率予測を実施し、国や自治体に情報提供を実施した。

除染後
2017年4月想定

５年後 １０年後 ２０年後 ３０年後 ５０年後
0%

10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

1.3 0 0 0 0 0
5.9 1.4 0.2 0 0 0
37.8 20.1 12.9 7.1 2.7 0
52.1 71.3 76.1 72.1 62.6 30.3
2.9 7.2 10.7 20.8 34.7 69.7

3.8 μSv/h以上

2.5～3.8 μSv/h

1.0～2.5 μSv/h

0.23～1.0 μSv/h

0.23 μSv/h未満

未
除
染
20
年
後

未
除
染
50
年
後

帰還困難区域全域の宅地と農地における線量率の割合
RESET：Restoration Support System for the Environment

線
量
率
の
割
合
（
％
）

4主な成果とアウトカム

①広範囲の膨大なデータを処理し、地図上に可視化する仕組みを開発、②航空機モニタリングや歩行サーベイなど複数の手法で
取得されたデータを総合的に活用できる手法の導入、③除染係数を帰還困難区域の除染モデル実証事業で得られたデータから
推定、④経時変化の精度向上を図るためウェザリング効果を考慮した手法を導入し、システムの高度化を実施した。

表面汚染密度
（Bq/cm2）

1m高さの
空間線量率
（μSv/h）

除染範囲

除染前

除染後

RESETによる解析

除染効果や空間線量率の将来予測の現実的で信頼性のある解析結果の提供が可能となり、避難指
示解除や自治体等の除染範囲の検討や復興計画の策定に貢献した。アウトカム
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7

常磁性を有する2:1型粘土鉱物(主にバーミキュライト)は、比較的強固
にCsを吸着するため、この2:1型粘土鉱物を選択的に捕捉する磁気分離
技術は汚染土細粒分の分別技術として応用できる可能性がある。このた
め、磁気分離による効率的な分離に向けた実証試験を大阪大学と連携し
て実施した。

[成果]
汚染土による実証試験の結果、10μmより大きい細粒分を確実に分別で

きることを確認した（右図）。

線径0.1mm
100メッシュ

線径0.23mm
20メッシュ

超電導磁石

磁気フィルタ

【超電導磁石の仕様】
磁 場 強 度 : 最大6テスラ
磁 石 内 径 : 50mmφ
磁 石 軸 長 : 1,000mm
【試験条件】
試料：懸濁液

農地土壌（南相馬市）の湿式分級
後の細粒分(75μm未満)7ｇ と 水
1.5ℓ

磁 場 強 度 : 6 テスラ
試験液流速 :  3cm/s
磁気フィルタ :  左図

粒径別の分離状況

粒径

0.1M-KCl添加環境において、吸着状態のCsは、
1:1型粘土鉱物からは溶離され、 2:1型粘土鉱物
中には留まることが知られており、本試験でもKCl洗浄
効果が確認できました。これにより予め2:1型粘土鉱
物にCsを選択的に吸着させ、その後Cs吸着した2:1
型粘土鉱物を選択的に除去することも期待できる。

2～10μm

2μm未満

0 2       4 6 8 10
放射能（ｃｐｓ）

補足
通過

それぞれの通過土壌を
0.1M-KCl溶液で洗浄

3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（1/7）
主な成果とアウトカム

［成果］
細粒分の分離が可能であるが、実用化にまでに解決すべき課題がある
ことを確認した。

２）ポリイオン等によるセシウム移行抑制技術の開発（1/1）
主な成果とアウトカム 6

被ばく線量に大きく寄与する放射性セシウム（Ｃｓ）に着目し、山間部や森林等の非生活圏に存在するものが、水や風の流れ
によって生活圏へ移動することを抑制する手法を開発する。

傾斜地の微細土壌粒子の流出防止技術の工法比較（6種類）

[コストを含めた比較]
 短期（1年程度）で再吹付

等を実施する場合はM&D※1、
種子吹付が適している。

 3年以上放置する場合はマグ
ストップ※2、クリコート※3が適し
ている。

 ポリイオン※4とワイヤーストロー
※5はコスト的にメリット少ない。

［成果］
移動抑制技術の基礎試験を行い、懸濁Csの移動抑制に一定の効果があることを確認した。

※1：有機系固化材（生物分解性）
※2：無機系粘着材
※3：有機系固化材
※4：有機系固化材
※5：有機系シート（網状）

バイオフレックス（開口径140μ）の捕集量の推移
（濁度の水質差より推定）

●500m3（SS総量約6kg）
の水を通水し、約0.4kg
（SS総量の約6%）のSSを
捕集。

小規模河川を想定した捕集材による懸濁Csの捕捉試験
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9
3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（3/7）

主な成果とアウトカム

粘土鉱物からのCs除去と再結晶化

[成果]
Csが強く収着している風化黒雲母に、混合塩(NaCl+CaCl2)を
添加し、700℃で加熱すると、Csが除去され、風化黒雲母が、４
種類の結晶、普通輝石((Ca,Mg,Fe,Al)2(Si,Al)2O6)、和田石
((Ca,Mg)6(Al,Fe)4(Si,Al)O4)3O4Cl3)、赤鉄鉱(Fe2O3)、方
解石(CaCO3)に変化することが判明した。本成果については、海
外でも注目されており、フランスCEAなどが実用化に向けた取組み
を実施している。

（Honda et al., 2017を一部改編）

0

1

2

0

1

2

0

1

2

20 40 60 80
0

1

2

WBからのピーク

400°C

新たな結晶からのピーク

新たな結晶からのピーク

500°C

In
te

ns
ity

 / 
kc

ps

600°C

3
.9
0
Å

3
.2
1
Å 2
.5
5
Å

700°C

2θ / degree

Cs吸着 風化黒雲母

風化黒雲母が消失し
普通輝石etc.が創製

[成果]
粘土鉱物表面におけるCsの吸着についての基礎的科学的知見を
日米の計算科学者が連携して系統的にまとめ、最新のシミュレー
ション研究の結果を集約してナノレベルの構造という視点で粘土鉱
物が示すCs収着機構を解明した。この成果は、放射性Cs含有土
壌の長期保管リスク低減や減容化技術開発への適用が期待され
る。

（Okumura et al., 2018を一部改編）

粘土粒子の表面ナノ構造とCs吸着特
性との関係を解明

Cs除去
100%混合塩添加

700℃加熱

粘土鉱物表面のCs吸着
分子モデリングの概念図

粘土鉱物表面の原子構造
をモデル化し、それぞれの構
造に対するCs吸着強度を
計算科学研究手法で評価。

表面構造に対するCs吸
着強度を比較することで、
強く影響を与える表面構
造がほつれたエッジである
ことが分かった。

除去土壌の減容化技術の基礎情報としての活用や、環境中でのCs移行挙動の解明に貢
献することが期待される。アウトカム

X線分光による風化黒雲母における
吸着セシウムの電子状態の解明

[成果]
Csの脱離が困難になる粘土鉱物中の吸着サイトの電子状態を
評価し、Cs脱離の指標となる知見が得られた。

Cs 飽和吸着試料に脱離処理を
施し、脱離後も残存する Cs
（青）と処理によって脱離した
Cs（緑）の電子状態を比較

風化黒雲母の Cs 吸着サイトに
おいて、脱離困難サイトと脱離
容易サイトでは電子状態に明ら
かな違いがあることが分かりました。

放射光光電子顕微鏡による
ナノスケール化学状態分析法の開発

[成果]
放射光光電子顕微鏡により、薄い導電性膜によるCsなどの元素
分布や化学結合の情報をナノスケールで解明した。本成果は、除
染土壌や模擬燃料デブリの分析などへの応用が期待される。

（Yoshigoe et.al., 2018を一部改編）

(a) Csを人工的に2 wt%吸着した風化黒雲母の放射光光電子顕微鏡像
(b)赤線：(a)の赤印位置におけるX線吸収スペクトル

青線：CsNO3のスペクトル
 粘土中のCsとCsNO3と化学状態の類似性とFeの存在を確認

除去土壌の減容技術開発の基礎情報とするため、セシウムの土壌に対する吸着特性の解明を行っており、放射光光
電子分光、X線分光、量子科学計算等により、吸着構造、結合状態および動的吸着特性等の解析を実施した。

8
3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（2/7）

主な成果とアウトカム

ナノスケールでの化学状態の分析法を開発し、除染土壌や模擬燃料デブリの分析などへの
応用が期待される。アウトカム
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・再生資材が公共事業等の土木・建築資材等に活用される際の品質調整方法及び品質検査方法の確立、二次製品化における懸念
事項等（添加物によるセシウムの溶出特性への影響等）の課題を抽出し、対応案を整理して、用途先及び資材品質確保の考え方を
明確化するための検討を実施した。また、放射線影響に関する安全性確保の観点から、必要となる供用中の維持管理上の留意点の整
理、災害時の土木構造物の損壊シナリオ・モデル等について検討し、当該モデルに基づく被ばく評価等を実施した。

3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（5/7）
主な成果とアウトカム 11

【出典】中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会資料（環境省HPより）

アウトカム

3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（4/7）
主な成果とアウトカム 10

世界的にも類を見ない除去土壌等の最終処分に向けた国の減容・再生利用技術戦略の
策定に大きく貢献した。

除染で発生した除去土壌等の発生量・性状・放射性セシウム濃度を整理し、再生利用量と最終処分量の試算を
環境省の受託業務として実施し、除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略策定を支援した。

環境省から「最終処分に向けた技術開発戦略
策定調査業務」を平成27年度、28年度の２年
間受託して、
１．減容技術の現状及び課題とその対応案
２．再生利用に関する課題の検討
３．減容・再生利用等技術開発戦略の検討

を実施した。

再生利用量と最終処分量の試算

除去土壌の放射性セシウム濃度別の発生量、
性状等を整理・検討した。また、既存の分級・化学
処理等の処理技術について除去土壌の処理への
適用性を評価し、その結果を基に除去土壌の処
理システムを想定し、再生利用量（放射能濃度
が低いもの、また、減容処理によって放射能濃度が
低くなったもの）と最終処分量の割合について検討
した。この結果を、環境省の戦略検討会に提示し、
国の技術開発の戦略策定を支援した。
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除去土壌の再生利用＊において作業等で舞い上がった除去土壌由来の粉塵の拡散状況は、周辺住民や作業者の安全・安心のため
の情報として重要である。作業場所全域の拡散状況をモニタリングするため、粉塵の空間分布をライダ（LIDAR:LIght Detection
And Ranging）で観測し、粉塵の放射能量をダストサンプラで測定して、それらを組み合わせ汚染粉塵の拡散分布情報を取得するた
めの実証試験＊＊を千葉大学と共同で実施した。
＊ 「再生資材化した除去土壌の安全な利用に係る基本的考え方」（H28年6月環境省）
＊＊中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO)の平成29度除染土壌等の減容等技術実証事業（その9）において千葉大学等と共同実施（契約納期Ｈ30年2月末）

ライダの概要・外観例

大気ガス
エアロゾル
粉塵、黄砂
風、温度等

送信光学系

受信望遠鏡 受光器

レーザー光

散乱光

【ライダの原理】
大気中のガスや粉塵等の散乱体にレーザー光を照射し、その散乱光が受信されるまでの
時間から散乱体までの距離を算出し、散乱体の空間分布の情報を得る遠隔計測技術。現
在は、大気分子、エアロゾル、粉塵、黄砂、風、温度等の気象観測に使用されている。

ダストサンプラ
ライダ

粉塵

汚染土壌

ライダによる汚染粉塵拡散分布モニタリングのイメージ

実証試験の概要 ダストサンプラ
発塵源

ライダ

水平スキャン

中間貯蔵土壌貯蔵施設再生利用施工現場

盛土

再生資材

空間線量率
確認飛散監視

（ダストサンプラ）
飛散監視

（ダストサンプラ）
口入出

粉塵

除去土壌再生利用の施工現場イメージ

［成果］
粉じん飛散の監視技術としての適用性を実証し、除去土壌の再生利用現場などでの粉じん飛散監視技術
としての適用性を確認した。

3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（7/7）
主な成果とアウトカム 13

アウトカム

3）除去土壌等の分別・減容等処理技術開発（6/7）
主な成果とアウトカム 12

再生資材化した除去土壌の安全な利用に係る基本的な考え方の策定や、世界的にも類
を見ない汚染土壌の再生利用につながる再生利用実証試験の実施に大きく貢献した。

【出典】中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会資料（環境省HPより）

追加被ばく線量評価の結果
①再生利用に係る追加被ばく線量評価の考え方
を整理
再生利用による一般公衆及び再生資材を取り扱う

作業者の追加被ばく線量が、年間1mSvを超えない
ことを条件として、再生資材の放射性Cs濃度を算出
する考え方を整理した。
また算出した濃度に基づき、一般公衆に対する追

加被ばく線量をさらに低減するための遮へい措置設計
を検討する考え方を整理した。
②再生利用を想定した被ばく評価（例）
コンクリート等で被覆された盛土に再生資材を利用

することを想定し、検討対象となる具体的な行為、 対
象者、被ばく形態（外部、吸引、経口）を整理し、被
ばく経路の設定を実施した。

③再生資材の放射能濃度及び覆土厚の算出・提
案
再生資材として想定した用途毎の利用可能な放射

性Cs濃度、及び通常の供用時に周辺住民や利用者へ
の追加被ばく線量が年間10μSvを超えない覆土厚を算
出し、再生利用の設計に資する提案を行った。

再生利用に係る追加被ばく線量評価

除染で発生した放射能濃度の低い除去土壌等を再生資材として利用するため、①再生利用に係る追加被ばく線量評価の考え方を
整理し、②再生利用を想定した被ばく評価等を行い、③再生利用の基本的考え方の作成に貢献した。
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除染等の措置に係る支援として、JAEAで開発したガンマプロッタを活用した環境中の空間線量率測定・評価の支援などを実施している。
また、環境省の森林除染モデル調査においては、計画立案から調査結果の評価までの各段階における技術的な助言などを行うとともに、
自治体からの要請に基づき耕作を再開する農地の面的な空間線量率の測定や土壌中の放射性Cs濃度の分析・評価などの支援も実
施している。

15
５）国自治体等の要請に基づく技術支援活動（1/2）

主な成果とアウトカム

除染実施区域への協力・支援

（平成30年9月末現在：合計4,092件実施）
除染モデル実証事業での空間線量率の継続モニタリング

（帰還困難区域内：11地区、帰還困難区域外：10地区）

環境省の要請を受け、除染実施地区の空間線量率の変化についての継続モニタリングを定期的に実施した。
その結果、除染後の空間線量率は上昇することはなく、除染の効果が持続していることを確認し、環境省へ報告した。
この結果は、環境省のウェブサイトにおいて公表された。

アウトカム
・国や自治体の検討委員会において、専門家として復旧・復興に向けた計画策定に貢献した。
・継続モニタリング調査など、環境省や福島県内外の自治体の依頼に的確に対応し、除染の
推進・避難指示解除など、住民の安全安心の確保や地域の復旧・復興に貢献した。

14
４）可燃物の分解・減容技術開発（1/1）

主な成果とアウトカム

［成果］
分解減容化の基礎試験を実施し、実用化に向けた課題を明らかにした。

《発酵菌を用いた分解技術》

可燃物について、住民の不安を払しょくできる安全安心な処理技術、有機物を溶解・分解できる合理的な処理技術、かつ、処理
後の残渣物の再利用や有価物としての利活用も図れる技術を開発することを目標として、超高温好気性発酵菌（YM菌）分解に
よる分解法、及び酸触媒存在下でのグリセリンによる分解法について検討を実施した。

発酵菌とグリセリンを植物残渣に添加し定期的
に撹拌することで、効率的に減容化できることを
確認したが、処理時間がかかることを確認しまし
た。 また、できた堆肥の利用先の確保が課題と
なった。

発酵菌↓

↑
グリセリン

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

減容率

分解処理した減容率

減容率=１-(処理後体積÷処理前体積)

試料のみ 〈発酵菌20%
＋

ｸﾞﾘｾﾘﾝ2.5%〉

〈発酵菌50%
＋

ｸﾞﾘｾﾘﾝ2.5%〉

〈発酵菌20%
＋

ｸﾞﾘｾﾘﾝ2.5%定
期的添加〉

150℃、2hr後

牧草（非汚染）
（裁断物2ｍｍ）溶媒＊

《酸触媒存在下でのグリセリンによる分解法》

＊溶媒：ｸﾞﾘｾﾘﾝ・ﾎﾟﾘｴﾁｴﾝｸﾞﾘｺｰﾙ・硫酸

模擬試験の結果、酸触媒（硫酸）の濃度が溶解条件に大きく
影響することを確認しましたが、対象物により分解性が異なること、
溶解液からのCs除去が課題となった。

模擬試験による溶解条件の検討
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今後の取組み 17

［除染効果評価システムの高度化・実証］
○引き続き帰還困難区域の線量予測などの自治体等の要請に応え
つつ、解析精度の向上を図り、環境動態研究の包括的評価システ
ムへの組込みを行う。

［除去土壌等の分別・減容等処理技術開発］
○Csの吸脱着挙動の解明については、引き続き基礎研究を実施し、
得られた成果については環境動態研究への展開を図る。
○再生利用技術開発として実施したLIDARによる粉じんモニタリング
技術については、環境動態研究の飛散監視技術として研究開発を
継続する。

○国や自治体の要請に応じて、帰還困難区域における特定復興再生拠点
の整備や避難指示解除等の復興・再生に向けた取組みに貢献できる研
究開発や技術支援等を、福島県環境創造センター等の関係機関と連携
して、引き続き実施する。

○県民健康管理調査（内部被ばく検査）の計画立案、検査と結果の評
価、その他問い合わせ対応を実施

（平成23年7月11日～30年9月30日 までに、 92,550人（子供
72,090人、大人20,460人）測定）

コミュニケーション・原子力人材育成活動
①放射線に関するご質問に答える会
福島県内において、平成23年7月より福島県内の保育園、幼稚園、
小中学校の保護者並びに先生方などを主な対象に、「放射線に関する
ご質問に答える会」を実施 。現在は、中学校等での放射線教育として
の対応も実施。

（平成30年9月末までに258ヶ所で開催、約22,800人参加）

②原子力人材育成活動
人材育成及びリスクコミュニケーション活動の一環として、WBC車を用い
た実習活動などを実施。長岡技大、福島高専、郡山女子大などでは、
学生を主体に一般の方々とのコミュニケーションを含めて、WBC受付か
ら結果説明までを行うWBC実習を通して測定の意味や意義及び相手
の気持ちに立ったコミュニケーションの在り方などについて実習を実施。

県民健康管理調査

16
５）国自治体等の要請に基づく技術支援活動（2/2）

主な成果とアウトカム
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まとめと自己評価

自己評価[A] (研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出
や将来的な成果の創出の期待等が認められる)

〇国、市町村の除染の進捗状況に併せて研究開発を進めてきており、本格除
染の完了に伴い、主要な研究開発を終了している。

〇除染効果評価システムについて、解析精度の向上のためのシステムの高度
化を実施するとともに、地元自治体の要請に基づき帰還困難区域の除染効果
予測や空間線量率予測などの情報提供を行い、復興計画の立案等に貢献して
いる。

〇セシウムの土壌への吸着機構の解明では、ナノスケールでの結合状態の評
価手法の開発や特性評価を実施しており、その成果をプレス発表するなど成果
公表に努めている。

〇環境省からの受託業務においては、除去土壌等の最終処分に向けた国の技
術開発戦略の策定への貢献、除染後の継続モニタリングの実施などによる除染
の推進に貢献する等の成果を挙げている。

18
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自己評価（平成27年度～30年9月）

1

評価軸 環境モニタリング・マッピング技術
開発

自己
評価

福島長期環境動態研究 自己
評価

除染・減容技術の高
度化

自己
評価

(1) 研究開発の進捗

状況の妥当性（情
勢変化に対応した
研究開発の目的・
目標、進め方の見
直し（継続、変更、
中止等）も含む）

計画通りの進捗に加えて、仮置場跡
地のフォローアップモニタリング手法
の検討や特定復興再生拠点区域の
モニタリング及び線量評価等、国や県
のニーズをとらえて柔軟に計画に組
み込み対応

A
計画通りの進捗に加えて、三機関
連携した林野火災の影響把握や
一部研究計画の前倒し実施等、
柔軟に計画に組み込み対応

A

計画通りの進捗

B

(2) 研究成果・アウト
カムの暫定的確認

（主な成果及びアウ
トカムの例）

 継続的に実効的かつ総合的な環
境モニタリングを実施するとともに
解析手法の高度化を図りモニタリ
ング結果の統計学的な統合マップ
化手法の開発を実施

⇒避難指示解除の実現、国及び自治
体における復旧・復興対策の検討に
大きく貢献

 継続的にIn-situ Ge測定や137Csの
土壌深度分布調査等を実施し、測
定・評価手法を最適化及び標準化。

 実際の測定データを元に予測モデ
ルの開発。

⇒規制庁の放射線測定のマニュアル
改定等に反映

 特定復興再生拠点区域の解除に
向けたモニタリング（無人ヘリ）、ダ
ストサンプリング）及び被ばく線量
の評価を実施。

⇒特定復興再生拠点区域の解除に
向けた国・自治体における放射線防
護対策の検討に活用

S

 河川水系動態に係る放射性Cs
データや、遠隔モニタリング
データを総合し、河川全体にお
けるCs動態を解明し、河川敷の
空間線量率、土壌中Csの鉛直

分布の時間変化等の定量的な
データを東北農政局、県、自治
体へ提供

⇒農業・農村の復旧・復興を支援
することを目的とした東北農政局
パンフレットの策定に直接的に貢
献

 成果を分かりやすく発信する取
組みとして、「環境モニタリング
データベース」、「根拠情報
Q&A」、「解析事例ベース」を整

備し、これらを取りまとめて総
合的・多角的に福島の環境に
ついて提示する福島環境情報
サイトのプロトタイプを構築

⇒科学的知見に基づく情報発信
による不安の低減、自治体の施
策検討への貢献に期待

A

 除染効果評価システ
ムについて、地元自
治体の要請に基づき、
特定復興再生拠点
の除染効果評価結
果を提供するととも
に、解析精度の向上
のためのシステムの
高度化を実施

⇒地元自治体の復興計
画の立案等に貢献

 環境省の受託業務と
して、除去土壌等の
安全な再生利用」に
向けた戦略及び安全
指標の策定の技術
支援を実施

⇒国の除去土壌等の最
終処分へ向けた取組の
道筋の具体化に貢献

A

1

今後の研究開発の進め方

平成30年12月1日
宮原 要

福島環境安全センター

資料８－9－１
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若手研究者の育成・支援への貢献
①国際会議への積極的な参加
⇒AGU, EGU, Goldschmidt Conference等への積極的な参加（毎年度2～3名程度）機会の創出
②国際誌をはじめとする学会誌への投稿、学位の取得
③機構主催の報告会、イベント、地元説明会等での成果の発表
④学生等、将来の研究者を育成するための実習等での若手の講師登用
⑤各種の資格取得のための講習会等への積極的な参加
⇒酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習、SEM（電子顕微鏡）機器分析講習会、 放射線
取扱主任者講習、Phits講習会、核燃料物質取扱主任者講習等

④原子力機構の夏季休暇実習に全国から大学生、高専生を受入れ
（原子力への理解促進や原子力分野への人材育成に資する体験就業）

③福島部門研究成果報告会での成果の発表

研究成果を積極的に発表する機会・経験を創出
学生への指導を通じて若手研究者・技術者が自ら考え
行動し、課題を解決していく機会を創出

3

国内外他機関との連携について

福島県

NIES

懸濁態

溶存態

JAEA
大気浮遊じん
の137Cs濃度

レボグルコサン
濃度

延焼地から流出する河川下流域での
火災前後の懸濁態・溶存態Cs濃度

鎮火前後の大気浮遊じん中の137Cs濃度
および林野火災起源化学物質濃度

十万山（浪江町・双葉町帰還困難区域）で発生した林野火災
に対して、福島県、原子力機構、国立環境研究所の三機関が
それぞれの得意分野を活かして分担・協働し、周辺環境への
影響把握に係る調査を実施

福島県環境創造センター三機関の連携 ローレンスバークレー国立研究所との共同研究

ローレンスバークレー国立研究所と測定手法の異なる測定結果
の統計学的な統合手法を共同で研究

そのほか、韓国の研究機関や国際会議の場を活用して、モニタリング技術開発に関する情報交換を実施。

環境動態研究においては、河川水系での溶存態セシウムの移行挙動に関する研究について、国立環境研究所や
弘前大学等と連携して実施。森林内空間線量率を評価するためのツールの開発を森林総合研究所と連携して実
施するなど、着実に国内外他機関との連携を進めており、各研究分野における成果、アウトカムの創出に貢献

国内外他機関との連携の事例

2
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5

自己評価（平成27年度～30年9月）

上記を総合的に踏まえ、中間評価における「環境回復に関する調査研究開発」
の自己評価を「A」とする

（１）研究開発の進捗状況の妥当性（情勢変化に対応した研究開発の目的・目標、進め方の見直し（継続、変更、中止等）
も含む）については、
・「環境モニタリング・マッピング技術開発」、「福島長期環境動態研究」、「除染・減容技術の高度化」の全てのテーマにつ
いて、当初計画どおり進捗している。
・さらには、 「環境モニタリング・マッピング技術開発」、「福島長期環境動態研究」の一部研究においては、計画を前倒し
で進めているとともに、仮置場跡地のフォローアップモニタリング手法の検討や特定復興再生拠点区域のモニタリング及
び線量評価、林野火災の影響把握に関する調査研究等、当初計画にない調査研究についても、国、自治体等のニーズ
をとらえて柔軟に計画に組み込み適切に対応した。
⇒以上を踏まえ、自己評価を「A」とする。

（2）研究成果・アウトカムの暫定的確認については、
・「環境モニタリング・マッピング技術開発」では、継続的に総合的な環境モニタリングを実施、統合マップ化手法の開発
や特定復興再生拠点区域のモニタリング及び線量評価等、避難指示解除の実現、国及び自治体における復旧・復興
対策の検討に大きく貢献している。また、国のマニュアル類の改定に寄与する大きな成果を創出した。
・「福島長期環境動態研究」では、河川水系動態に係る調査等のデータを総合し、河川全体におけるCs動態を解明し、
成果を国、自治体等へ提供するなど、農業・農村の復旧・復興を支援することを目的としたパンフレットの作成等に寄与
する等の成果を創出した。さらには、これらの成果を取りまとめて、総合的・多角的に福島の環境について提示する福
島環境情報サイトのプロトタイプを構築し、今年度中の公開を予定しており、科学的知見に基づく分かりやすい成果情
報発信による不安の低減、自治体の施策検討への貢献が期待される。
・「除染・減容技術の高度化」では、除染効果評価システム（RESET）による帰還困難区域の除染効果評価結果を提供
し、国、自治体の除染、復興計画の立案等に貢献した。さらには、除去土壌等の安全な再生利用」に向けた戦略及び
安全指標の策定の技術支援を実施し、国の除去土壌等の最終処分へ向けた取組の道筋の具体化に貢献した。
⇒以上を踏まえ、自己評価を「A」とする。

これらの調査研究を進めるに当たり、国内外の研究機関等との連携を積極的に進めるとともに、調査研究活動を通じて
若手研究者の成果の創出、発信の機会を提供するなど人材の育成にも努めている。また、これまでの研究開発成果の
他分野への応用、また、他分野の技術を取り入れた新たな調査手法の開発等、イノベーションの創出も期待される。

イノベーション創出への取組み例 4

ナポリ大学との研究協力のもとで実施。
目的に応じて生物が有する機能を活用して
いる非常に省力化された安価・簡易な手法

大気汚染物質調査分野への応用に期待

これまでの研究開発成果の他分野への応用、また、他分野の技術を取り入れ
た新たな調査手法の開発への期待など

地衣類・コケバッグによる大気
浮遊物質評価手法の開発

JAEAの水底のモニタリング技術を、国内
企業（ウィンディネットワーク等）や
JAMSTEC等の有する海洋調査技術と組み
合わせ共同で開発

様々な海洋調査のプラットフォームとなる
ことへの期待

無人観測船の開発
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事前評価時の主なご意見・コメント等
環境モニタリング・マッピング技術開発

○モニタリング対象をしっかりと見据えつつ、技術開発を行って欲しい。海外との研究協力も積極的
に進めて欲しい。

○研究目的・計画と地元のニーズがどの程度合致しているかに関して、適切な計画設定が重要で
あると考える。具体的には、計画が地元のニーズのどの点にどのように貢献し、計画が達成される
ことにより、復興にどの程度貢献できるのかを適切に示す必要がある。

○機構でしかできない技術を発展するための意義がある。森林の林縁の測定には意義があるとは
思えるが、森林内の線量測定には、あまり意義が感じられない。水底モニタリングについても、線
量測定というよりは、底質のサンプリング等の自動化の方が重要であると考えられる。遠隔測定と
そのキャリブレーションを行うことも併せて、設定していただきたい。

○特に線量の高い地域での森林・住宅地・水底などの継続的なモニタリングは重要であり、対象別
により詳細なデータ把握をめざした研究開発課題の設定は妥当と考える。

○3 次元計測を進めていこうという点は、ニーズに応じた対応であり、妥当なモチベーションだと思い
ます。森林のモニタリングをする理由が、林産物（林業）の復興というのは無理があると思います。
外部被ばくが全く問題でない森林ですら、シイタケ原木の出荷は出来ていません。オンサイトで使
えるという方が意義があると思います。高線量域に絞った目的でもよいように思いますが。

○森林における環境モニタリングは極めて重要であり、さまざまな手法でさらに時間軸を意識して進
めて欲しい。これは全体的に言えることであるがモニタリングの進展し、住民がどのように変化したの
か、帰還が進んだかの研究課題も必要だと思う。

7

研究資金・人材等の研究開発資源の再配分
－外部資金の獲得－

6

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 平成２７年度放射性物質測定調
査委託費（東京電力株式会社福
島第一原子力発電所事故に伴う
放射性物質の分布データの集
約）事業（562百万円）

 ホールボディカウンター（WBC）
検査による福島県民健康調査支
援業務（107百万円）

 平成２７年度除染関係基準等に
係る調査検討業務（45百万円）

 広域線量率分布測定用装置
（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正
委託業務（41百万円）

 平成２７年度最終処分に向けた
技術開発戦略策定調査業務
（200百万円）

 発電所隣接サイト外領域におけ
る放射性核種の環境動態特性
に基づくサイト内放射性核種イン
ベントリ評価に関する研究（30百
万円）

 水底の放射線分布測定手法に
関する技術指導（4百万円）

 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ光ﾌｧｲﾊﾞｰ
(PSF)を用いた汚染水測定に関
する技術指導（0.1百万円）

 平成２８年度放射性物質測定調査委託
費（東京電力株式会社福島第一原子力
発電所事故に伴う放射性物質の分布
データの集約）事業（516百万円）

 平成28年度ホールボディカウンター
（WBC）検査による福島県県民健康調
査支援業務（77百万円）

 平成２８年度除染関係基準等に係る調
査検討業務（35百万円）

 広域線量率分布測定用装置
（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正業務
（41百万円）

 平成２８年度除去土壌等の減容・再生
利用技術開発戦略の具体化等に係る
調査業務（200百万円）

 発電所隣接サイト外領域における放射
性核種の環境動態特性に基づくサイト
内放射性核種インベントリ評価に関す
る研究（30百万円）

 水底の放射線分布測定手法に関する
技術指導（1百万円）

 プラスチックシンチレーション光ファイ
バー(PSF)を用いた汚染水測定に関す
る技術指導（0.2百万円）

 圃場空間線量モニタリングと土壌から
牧草への放射性セシウムの移行環境
の解明（2百万円

 「平成２８年度原子力施設等防災対策
等委託費（生活行動パターンを模擬し
た連続的な空間線量率の測定）事業」
に関する技術指導（1百万円）

 平成28年度福島県内空間線量率の経
時変化傾向の分析に係る委託業務（7
百万円）

 【その他補助金】海洋調査を目的とした
無人観測船の開発（10百万円）

 平成２９年度放射性物質測定調
査委託費（東京電力株式会社福
島第一原子力発電所事故に伴
う放射性物質の分布データの集
約）事業（466百万円）

 平成29年度ホールボディカウン
ター（WBC）検査による福島県県
民健康調査支援業務（87百万
円）

 平成29年度除染関係基準等に
係る調査検討業務（31百万円）

 広域線量率分布測定用装置
（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正
業務（43百万円）

 発電所隣接サイト外領域におけ
る放射性核種の環境動態特性
に基づくサイト内放射性核種イ
ンベントリ評価に関する研究（24
百万円）

 水底の放射線分布測定手法に
関する技術指導（1百万円）

 平成２９年度福島県内空間線量
率の経時変化傾向の分析に係
る委託業務（7百万円）

 【その他補助金】海洋調査を目
的とした無人観測船の開発（32
百万円）

 平成３０年度放射性物質測定調査
委託費（東京電力株式会社福島第
一原子力発電所事故に伴う放射性
物質の分布データの集約）事業（510
百万円）（※H30年度より契約箇所は
安全研究・防災支援部門）

 平成30年度ホールボディカウンター
（WBC）検査による福島県県民健康
調査支援業務（98百万円）

 平成３０年度除染効果検証等及び
基準等検討業務（12百万円）

 広域線量率分布測定用装置
（KURAMA-Ⅱ）データ解析・補正業
務（43百万円）

 水底の放射線分布測定手法に関す
る技術指導（1百万円）

 平成30年度福島県内空間線量率の
経時変化傾向の分析に係る委託業
務（8百万円）

 楢葉町における内部被ばく測定と不
安の軽減に関する研究（2百万円）

 平成３０年度原子力施設等防災対
策等委託費（生活行動パターンを模
擬した連続的な空間線量率の測定
及び詳細モニタリング結果のマップ
化）事業」に関する技術指導（0.1百
万円）

 平成30年度帰還困難区域における
継続モニタリングに関する調査・解
析業務（1百万円）

 【その他補助金】海洋調査を目的と
した無人観測船の開発（32百万円）
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事前評価時の主なご意見・コメント等
福島長期環境動態研究

○重要な課題であり、しっかりと取り組んでほしい。
○モデルを出口としたとりまとめは、妥当である。一方で、除染の影響で土壌侵食・河川・湖沼へと
波及してくることが予想されるため、除染の影響を項目に加えていただきたい。

○中長期的に重要な課題。生活圏と農林水産業への影響等を特に重視すべきと思います。

○環境回復から復興に向けて、避難されている人やお住いの方々にとっての将来の生活の不安は
根強い。そのような方々にとって重要な情報となる環境動態研究は重要であり、課題設定は妥
当と考える。なお、研究成果が出てから社会に発信するだけでなく、このような課題を設定して研
究をしている、ということを公表することが、社会の不安を少しでも和らげることになり、研究成果だ
けでなく、研究課題や計画自体の発信も重要課題として考えていただきたい。

○生活圏除染が先行的に実施されてきたが、森林、河川、ダム等における放射性物質対策を求
めるニーズは多いことから妥当であると思う。

○網羅的な研究テーマなので、連携先との仕分けをどのようにするのかを、より明確にしたうえで進
めてほしい。
特に国環研とどのように住み分けるのか？→結果としてどのような成果になるのか、福島県のニー
ズに対応した優先順位をつけるべきである。予算は限定されているので重点化を図るべき。

9

事前評価時の主なご意見・コメント等
環境モニタリング・マッピング技術開発

○機構でしかできない技術を発展するための意義がある。住宅近傍の、森林の林縁の線量測定、
住居地域の線量分布の詳細な調査は、住民の帰還において、重要な意義があると考えられる。

○中長期計画ということで、ニーズの変化も考慮した長期間の戦略的な計画づくりが必要。また、
単に研究開発し、民間への技術移転・支援だけでなく、社会実装を先導する取り組みも、様々
なセクターとの連携によって進めていくべきではないか。

○研究計画書には「・・・の高度化」という表現が多用されている。それで結構ながら、研究成果を
どのように活用するのか、活用してほしいのかで、高度化の意味は違ってくる。例えば、精度を高め
るだけでなく、将来的には、地元の方々や団体の参加を得て、住民参加型モニタリングなど新しい
リスクコミュニケーション手法が可能性として考えられることから、簡単な手順で精度の高い計測が
できる手法の開発なども、視野に入れていただいてもいいのではないかと考えている。

8
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事前評価時の主なご意見・コメント等
総合的所見

○研究開発課題および研究計画に関しては，全てのテーマについて妥当
○課題の設定および計画の具体化に当たっては，原子力に関する総合的な研究機関で
ある強みを活かし，機構でしかできないこと，ニーズ（成果の反映先）を明確にして進め
ることが重要

○ニーズの明確化に当たっては，これまでの機構の成果，計画等を分かりやすい形で公表
し，国内外の関係機関，地元等と連携し，積極的に双方向のコミュニケーションを図るこ
とが重要

○今後，復興へ向けての取組が加速する中，研究開発成果をタイムリーに反映させるた
めに，スピード感を持って研究開発を進めることが必要

11

事前評価時の主なご意見・コメント等
除染・減容技術の高度化

○方向性としては妥当であると考える。
○除染効果評価システムについては、是非現地データを大いに取り込み、 重点的な高度化を期
待する。一方で、特に超濃縮減容化の基礎となる基礎データの収集をまずはかるべきであり、そ
のエビデンスを基に、再検討が必要。ポリイオン粘土法については、現在は、放射線遮蔽と土壌
移動を抑止する材料が求められているので、遮蔽と土壌固定を合わせて用いる方法に変更すべ
き。

○減容化技術については、県外最終処分までの出口から見た全体の技術システムをデザインしア
セスメントを行った後に、あるいは並行して検討しながら、技術開発課題の対象を検討し、柔軟
に対応していってもよいのではないか。減容化後の高濃度に濃縮された廃棄物の最終処分に向
けた廃棄体の在り方等に関する研究課題も必要で、原子力分野の蓄積が活かせると思われる。

○放射性物質に汚染された廃棄物の大幅な減容化は、中間貯蔵施設建設や30 年後には完
了するとされる最終処分場建設に関し、重要な要素となる。大幅な減容化を図れるようにめざす
課題設定は妥当と考える。
なお、ポリイオンだけでなく、セシウム移行抑制に関する多様な技術開発を期待したい。

○今後、市町村除染においては、比較的低線量域での効果的な手法が求められていることから、
評価システムや移行抑制技術開発は必須の課題であり、妥当であると思う。

10
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福島復興再生基本方針*

【国の方針】
 避難指示の解除はゴールではなく、スタートであり、帰還困難区域に
ついては、たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域
全てを避難指示解除し、復興・再生に責任を持って取り組む

【原子力機構の役割】
 日本原子力研究開発機構において、放射性物質により汚染された環境
の回復のための調査及び研究開発として、森林、河川域などの広い
フィールドを対象とした放射性物質の環境動態に関する研究を行うと
ともに、その成果を基に放射線量の可視化と将来予測が可能なシステ
ムを提供するなど、調査・研究開発の実施とその成果の普及を図る

*平成29年6月30日改訂

13

情勢変化への柔軟な対応
情勢変化

 中間貯蔵施設への除去土壌等搬入開始
（平成27年3月）

 行政事業レビュー
（平成28年6月）

 除染の収束と避難区域の解除
（～平成29年4月）

 福島復興再生基本方針の改訂
（平成29年6月）

 福島復興再生特別措置法の改正
（平成29年5月）

 帰還困難区域内に特定復興再生拠点区
域を設定
（平成29年9月～平成30年5月）

対応

減容再生利用戦略策定支援

環境動態研究への重点化

浪江町林野火災後の調査対応

特定復興再生拠点への対応

12
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15帰還困難区域を中心とする空間線量率、
陸域・水域の放射性物質濃度等の調査

 事故直後より原子力規制庁の受託事業
（マップ事業）として主に陸域の調査を
実施しており、今後は、水域（河川、河
口域、海域）についての調査についても
重要性が認識されてきている

 内閣府からの帰還困難区域解除に向けた
除染作業に当たって特定復興拠点復興拠
点の空間線量、放射性物質濃度等の情報
提供についての協力依頼等、国を中心に
依然高いニーズを有し、機構への期待も
大きい

 よって、継続して無人ヘリ等の調査に対
応できる機能を維持し、国等の要請に応
じたモニタリングに対応するとともに、
より高精度の結果を提示するための調
査・解析手法等の開発に取り組む

 これらの成果は、環境動態研究にも反映
する

20m高度(例)80m高度

詳
細
化

無人ヘリによる詳細な放射線測定

大気浮遊塵（ダスト）の
採取、分析、評価

特定復興再生拠点の解除に向けた安全・安心対
策の検討に必要となる科学技術的な知見の提供

福島環境安全センターの取り組み方針

 H33年度は、福島県環境創造センター中長期取組方針フェーズ2
（H31～33）の最終年度、フェーズ3（H34～36）を迎える時期

 H33年度は、JAEAの中長期目標期間の最終年度、H34年度より、
新たな中長期目標の策定が必要

 H32年度で復興特会が終了することを受け、H33年度以降、福島環
境安全センターにおいて進める事業に係る経費については、受託
等の外部資金を獲得して実施していく
 帰還困難区域を中心とする空間線量率、陸域・水域の放射性物
質濃度等の調査

 環境動態研究
 オフサイトでの調査・研究で得られる成果や技術を、原子力防災
や１Fの廃炉に活用していく

14
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環境回復ロードマップ案 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37～

第3期中長期計画 第4期中長期計画

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

復興・創生期間 将来的に帰還困難区域全ての避難指示解除
に向けて国が前面に立って取り組む福島復興再生基本方針

原子力機構の計画
環境創造センターの取組み

福島環境安全センターの取組み 主要8プロジェクト研究主要
3課題 （仮）環境回復取組10年プログレスレポート

帰還困難区域の全解除、復興拠点への貢献
（モニタリングシステムの最適化）

第4フェー
ズ?

【PJ1】包括的評価システムを用いた成果発信
【PJ2】空間線量率統合マップ及び

外部被ばく線量の将来予測
【PJ3】陸水域動態を考慮した

被ばく線量の将来予測

【PJ5】水域動態～水産物へのCsの移行
【PJ4】森林動態～林産物へのCsの移行

【PJ6】市街地周辺でのCsの飛散監視
【PJ7】バイオモニターによるCsの飛散監視

【PJ8】固相－核種相互作用の解明

福島県・国立環境研究所・原子力機構3機関協定

環境動態研究

環境モニタリング・マッピング技術開発
マイクロUAV・無人飛行機

無人ヘリ・ROV・PSF・無人観測船

除染および減容・再生利用技術開発
除染活動支援システム“RESET”
Cs捕捉・吸脱着メカニズム解明 三春施設 南相馬施設

環境回復の研究開発に係るロードマップ
17

原子力規制庁からの受託事業として取り組む

16環境動態研究

 未除染の森林に残存するセシウムにつ
いて、例えばチェルノブイリでは事故
10年経過後に樹木のセシウム分布傾
向が変化することが報告されている等、
森林内での循環挙動、溶存態の生成メ
カニズムの解明、水域での挙動解明と
農林水産物への影響評価に関する調査
研究を行うことが求められる

 林野火災等の環境変化による影響等の
速やかな調査及び影響評価については、
福島県環境創造センター、国立環境研
究所と連携し、迅速な対応が求められ
ている等、福島県、及び県内自治体等
を中心に高いニーズを有し、機構への
期待も大きい

 よって、体制及び設備（分析機器等）
を維持し、環境動態研究に取り組む

河川水中溶存態と懸濁態中の放射性

1

10
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1000

0 2 4 6

溶
存

態
13

7 C
s 
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q/
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懸
濁

態
13
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事故後の経過年数 (y)

2.1 y
1.4 y

（環境半減期）

溶存態137Cs（本研究）
溶存態137Cs（文献値）
懸濁態137Cs（本研究）
懸濁態137Cs（文献値）

森林土壌中の深さ毎の放射
性セシウムの溶出しやすさ

Cs濃度変化

落葉分解菌の付着したリター
からの溶液採取
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 資料 9  

研究開発成果の一覧 

（2015 年 4 月から 2018 年 10 月末時点） 

 

（2015 年） 

飯島和毅, 森林から河川水系を移動する放射性セシウムの環境動態研究の現状,地球化学, vol.49, 
pp.203-215 (2015). 

武藤琴美, 安藤麻里子, 竹内絵里奈, 他, 懸濁態及び溶存態 Cs の森林から河川への流出とその変

化傾向, Proceedings of the 16th Workshop on Environmental Radioactivity, pp.252-257 (2015). 

眞田幸尚, 鳥居建男, 村岡浩治, 福島原子力発電所事故後における無人機を用いた放射線モニタ

リング-UARMS の開発状況-, 第 53 回飛行機シンポジウム講演論文集, 2A05 (2015). 

眞田幸尚, 森愛理, 石崎梓, 他, 平成 26 年度福島第一原子力発電所周辺における航空機モニタリ

ング（受託研究）, JAEA-Research 2015-006, 81p. (2015). 

佐藤昌之, 村岡浩治, 穂積弘毅, 眞田幸尚, 山田勉, 鳥居建男, Multiple Model Approach による構

造化ロバスト制御器設計法を適用した放射線モニタリング無人固定翼機の飛行制御則設

計―福島県浪江町における放射線モニタリング飛行―, 計測自動制御学会論文集, vol.51, 
pp.215-225 (2015). 

鳥居建男, 眞田幸尚, 空からの遠隔放射線モニタリング, 放射性物質対策技術, 株式会社エヌ・テ

ィーエス, 東京, 370p. (2015). 

横山信吾, 中田弘太郎, 鈴木伸一, 各種粘土鉱物の Cs の収着・脱離挙動, 粘土科学, vol.54, no.1, 
pp.28-35 (2015). 

Andoh, M., Nakahara, Y., Tsuda, S., Yoshida, T., Matsuda, N., Takahashi, F., Mikami, S., Kinouchi, N., Sato, 
T., Tanigaki, M., Takamiya, K., Sato, N., Okumura, R., Uchihori, Y., Saito, K., Measurement of air 
dose rates over a wide area around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant through a series of 
car-borne surveys, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.266-280 (2015). 

Atarashi-Andoh, M., Koarashi, J., Takeuchi, E. et al., Catchment-scale distribution of radiocesium air dose 
rate in a mountainous deciduous forest and its relation to topography, J. Environ. Radioact., vol.147, 
pp.1-7 (2015). 

Buesseler, K.O., German, C.R., Honda, M. C., Otosaka, S., et al., Tracking the fate of particle associated 
Fukushima Daiichi cesium in the ocean off Japan, Environmental Science & Technology, vol.49, 
pp.9807-9816 (2015). 

Dohi, T., Ohmura, T., Kashiwadani, H. et al., Radiocaesium activity concentrations in parmelioid lichens 
within a 60 km radius of the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant, J. Environ. Radioact., 
vol.146, pp.125-133 (2015). 

Ikeda, T., Suzuki, S., Yaita, T., Characterization of Adsorbed Alkali Metal Ions in 2: 1 Type Clay Minerals 
from First-Principles Metadynamics, J. Phys. Chem. A, vol.119, no.30, pp.8369-8375 (2015). 

Katata, G., Chino, M., Kobayashi, T. et al., Detailed source term estimation of the atmospheric release for 
the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station accident by coupling simulations of atmospheric 
dispersion model with improved deposition scheme and oceanic dispersion model, Atmos. Chem. 
Phys., vol.15, pp.1029-1070 (2015). 
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Kinase, S., Sato, S., Sakamoto, R., Yamamoto, H., Changes in ambient dose equivalent rates around roads 
at Kawamata town after the Fukushima accident, Rad. Prot. Dosim., vol.167, pp.340-343 (2015). 

Kinase, S., Takahashi, T., Sato, S., Yamamoto, H., Saito, K., Prediction of ambient dose equivalent rates for 
the next 30 years after the accident, Proceedings of International Symposium on Radiological Issues 
for Fukushima's Revitalized Future, pp.40-43 (2015). 

Kinouchi, T., Yoshimura, K., Omata, T., Modeling radiocesium transport from a river catchment based on a 
physically-based distributed hydrological and sediment erosion model, J. Environ. Radioact., 
vol.139, pp.407-415 (2015). 

Kobayashi, S., Shinomiya, T., Kitamura, H. et al., Radioactive contamination mapping of northeastern and 
eastern Japan by a car-borne survey system, Radi-Probe, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.281-
293 (2015). 

Kobayashi, T., In, T., Ishikawa, Y., Development of ocean dispersion concentration maps of the 
contaminated water released from the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant, J. Nucli. Sci. 
Technol., vol.52, pp.769-772 (2015). 

Matsuda, N., Mikami, S., Shimoura, S. et al., Depth profiles of radioactive cesium in soil using a scraper 
plate over a wide area surrounding the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant, Japan, J. Environ. 
Radioact., vol.139, pp.427-434 (2015). 

Matsunaga, T., Nakanishi, T., Atarashi-Andoh, M. et al., A passive collection system for whole size fractions 
in river suspended solids, J. Radioanal. Nucl. Chem, vol.303, pp.1291-1295 (2015). 

Mikami, S., Maeyama, T., Hoshide, Y, et al., The air dose rate around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power 
Plant: its spatial characteristics and temporal changes until December 2012, J. Environ. Radioact., 
vol.139, pp.250-259 (2015). 

Mikami, S., Maeyama, T., Hoshide, Y. et al., Spatial distributions of radionuclides deposited onto ground 
soil around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant and their temporal change until December 
2012, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.320-343 (2015). 

Mikami, S., Sato, S., Hoshide, Y. et al., In situ gamma spectrometry intercomparison in Fukushima, Japan, 
Jap. J. Health. Phy., vol.50, no.3, pp.182-188 (2015). 

Ohmura, Y., Matsukura, K., Abe, J.P., Hosaka, K., Tamaoki, M., Dohi, T., et al., 137Cs concentrations in 
foliose lichens within Tsukuba-city as a reflection of radioactive fallout from the Fukushima Dai-
ichi Nuclear Power Plant accident, J. Environ. Radioact., vol.141, pp.38-43 (2015). 

Onda, Y., Kato, H., Hoshi, M. et al., Soil sampling and analytical strategies for mapping fallout in nuclear 
emergencies based on the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant accident, J. Environ. Radioact., 
vol.139, pp.300-307 (2015). 

Perianez, R., Brovchenko, I., Duffa, C., Jung, K.T., Kobayashi, T., et al., A New comparison of marine 
dispersion model performances for Fukushima Dai-ichi releases in the frame of IAEA MODARIA 
program, J. Environ. Radioact., vol.150, pp.247-269 (2015). 

Saito, K., Tanihata, I., Fujiwara, M., Saito, T., Shimoura, S., Otsuka, T., Onda, Y., Hoshi, M., Ikeuchi, Y., 
Takahashi, F., Kinouchi, N., Saegusa, J., Seki, A., Takemiya, H., Detailed deposition destiny maps 
constructed by large-scale soil sampling for gamma-ray emitting radioactive nuclides from the 
Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant accident, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.308-319 
(2015). 

Sanada, Y., Torii, T., Aerial radiation monitoring around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant using 
an unmanned helicopter., J. Environ. Radioact., vol.139, pp.294-299 (2015). 

Sanada, Y., Urabe, Y., Orita, T. et al., In-situ measurement of radiation distribution in bottom sediments of 
irrigation ponds using plastic scintillation fiber, Proceedings of ICONE-23, 23th International 
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Kinase, S., Sato, S., Sakamoto, R., Yamamoto, H., Changes in ambient dose equivalent rates around roads 
at Kawamata town after the Fukushima accident, Rad. Prot. Dosim., vol.167, pp.340-343 (2015). 

Kinase, S., Takahashi, T., Sato, S., Yamamoto, H., Saito, K., Prediction of ambient dose equivalent rates for 
the next 30 years after the accident, Proceedings of International Symposium on Radiological Issues 
for Fukushima's Revitalized Future, pp.40-43 (2015). 

Kinouchi, T., Yoshimura, K., Omata, T., Modeling radiocesium transport from a river catchment based on a 
physically-based distributed hydrological and sediment erosion model, J. Environ. Radioact., 
vol.139, pp.407-415 (2015). 

Kobayashi, S., Shinomiya, T., Kitamura, H. et al., Radioactive contamination mapping of northeastern and 
eastern Japan by a car-borne survey system, Radi-Probe, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.281-
293 (2015). 

Kobayashi, T., In, T., Ishikawa, Y., Development of ocean dispersion concentration maps of the 
contaminated water released from the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant, J. Nucli. Sci. 
Technol., vol.52, pp.769-772 (2015). 

Matsuda, N., Mikami, S., Shimoura, S. et al., Depth profiles of radioactive cesium in soil using a scraper 
plate over a wide area surrounding the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant, Japan, J. Environ. 
Radioact., vol.139, pp.427-434 (2015). 

Matsunaga, T., Nakanishi, T., Atarashi-Andoh, M. et al., A passive collection system for whole size fractions 
in river suspended solids, J. Radioanal. Nucl. Chem, vol.303, pp.1291-1295 (2015). 

Mikami, S., Maeyama, T., Hoshide, Y, et al., The air dose rate around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power 
Plant: its spatial characteristics and temporal changes until December 2012, J. Environ. Radioact., 
vol.139, pp.250-259 (2015). 

Mikami, S., Maeyama, T., Hoshide, Y. et al., Spatial distributions of radionuclides deposited onto ground 
soil around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant and their temporal change until December 
2012, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.320-343 (2015). 

Mikami, S., Sato, S., Hoshide, Y. et al., In situ gamma spectrometry intercomparison in Fukushima, Japan, 
Jap. J. Health. Phy., vol.50, no.3, pp.182-188 (2015). 

Ohmura, Y., Matsukura, K., Abe, J.P., Hosaka, K., Tamaoki, M., Dohi, T., et al., 137Cs concentrations in 
foliose lichens within Tsukuba-city as a reflection of radioactive fallout from the Fukushima Dai-
ichi Nuclear Power Plant accident, J. Environ. Radioact., vol.141, pp.38-43 (2015). 

Onda, Y., Kato, H., Hoshi, M. et al., Soil sampling and analytical strategies for mapping fallout in nuclear 
emergencies based on the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant accident, J. Environ. Radioact., 
vol.139, pp.300-307 (2015). 

Perianez, R., Brovchenko, I., Duffa, C., Jung, K.T., Kobayashi, T., et al., A New comparison of marine 
dispersion model performances for Fukushima Dai-ichi releases in the frame of IAEA MODARIA 
program, J. Environ. Radioact., vol.150, pp.247-269 (2015). 

Saito, K., Tanihata, I., Fujiwara, M., Saito, T., Shimoura, S., Otsuka, T., Onda, Y., Hoshi, M., Ikeuchi, Y., 
Takahashi, F., Kinouchi, N., Saegusa, J., Seki, A., Takemiya, H., Detailed deposition destiny maps 
constructed by large-scale soil sampling for gamma-ray emitting radioactive nuclides from the 
Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant accident, J. Environ. Radioact., vol.139, pp.308-319 
(2015). 

Sanada, Y., Torii, T., Aerial radiation monitoring around the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant using 
an unmanned helicopter., J. Environ. Radioact., vol.139, pp.294-299 (2015). 

Sanada, Y., Urabe, Y., Orita, T. et al., In-situ measurement of radiation distribution in bottom sediments of 
irrigation ponds using plastic scintillation fiber, Proceedings of ICONE-23, 23th International 
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Conference on Nuclear Engineering, Chiba, Japan, May 17-21, ICONE23-2120, 4p. (CD-ROM) 
(2015). 

Sanderson, D., Sanada, Y., Cresswell, A. et al., Integrating nuclide specific and dose rate based methods for 
airborne and ground based gamma spectrometry, Proceedings of International Symposium on 
Radiological issues for Fukushima's revitalized future, Fukushima, Japan, May 30-31, A2-1, (CD-
ROM) (2015). 

Seki, A., Saito, O., Nago, H., Suzuki, K., Tomishima, K., Saito, K., Takemiya, H., Development of a 
software platform for providing environmental monitoring data for the Fukushima Daiichi nuclear 
accident, Rad. Prot. Dosim., vol.164, pp.97-102 (2015). 

Suzuki, C., Yoshida, H., Shuh, D.K., Suzuki, S., Yaita, T., NEXAFS analysis and electronic state of cesium 
in clay minerals, Proceedings of 23rd International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（1/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

①環境モニタリング・マッピング技術開発  
全体として所定の計画に対して研究成果が着実に創出されて

いるとともに、外部からの要請に答えた計画の追加や外部資金

の獲得による新規研究の追加に対しても柔軟かつ迅速な対応

がなされており、当該分野におけるトップランナーの技術がニ

ーズとつながり好循環を生み出している点を高く評価する。 

今後も好循環ができるように研究開発を継

続いたします。 

特に、空間線量率の状況をさまざまな観点から総合的かつ的確

に把握し伝えることは、除染、環境回復、復興の道筋にとって

大変重要であり、内閣府や原子力規制庁等の行政的な意思決定

に研究成果が継続的に活用されている点を踏まえれば、環境モ

ニタリング・マッピング技術の基礎基盤を支える研究機関とし

ての役割を十二分に果たしてきたといえる。 

今後も行政ニーズを踏まえた研究開発を心

がけます。 

特に復興拠点の解除に向けた放射線防護対

策に関わる行政の取り組みにおいては、機

構の総合的技術力への期待も大きいことか

ら、行政等が何に期待するか先を見通しつ

つ積極的に取り組んでまいります。 

研究成果が多数の論文としての公表されていることに加え、原

子力規制庁の放射能測定マニュアルの改訂への貢献等、これま

でに得られた研究成果の公表が着実に進んでおり、また数々の

学会賞の受賞につながっている点を高く評価する。 

今後も研究成果の速やかな公表に努めま

す。 

池底の放射能測定技術の民間移転や福島第一原子力発電所の

排水路モニタリングへの適用、無人ヘリや無人飛行機を用いた

放射能測定技術の原子力防災への適用等、技術開発と実用化が

うまくつながり、成果の最大化が図られている点を高く評価す

る。 

今後も民間移転等の転換を視野に入れた成

果の最大化を心がけます。 

福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえて開発された放射

線モニタリング技術やマッピング技術を韓国や米国との共同

研究等を通じて、広く国際的に発信することは重要であり、そ

の取り組みを評価する。 

今後も近隣諸国や技術の進んだ米国等との

情報交換及び共同研究を継続的に実施いた

します。 

統計学的手法による統合マップ化技術や路線バスを利用した

放射線測定システム技術は有効であると考えられるものの、ど

こまでシステムとして使いやすいものができるのか、利用者が

どこまでこれを活用できるのか（必要としているのか）といっ

た視点で、今後の目標を明確にした上で技術開発を行っていく

ことが重要である。 

利用者のニーズを把握しつつ利用しやすい

ものとするよう、利用者からのフィードバ

ックを反映するなど改善に努めます。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（2/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

①環境モニタリング・マッピング技術開発（続き）  
現場への実用化に当たっては、放射線計測技術の開発に加え、

無人ヘリや無人機のオペレーターの養成等も併せて重要な課

題になると考える。機構が主体となって取り組む事項と民間等

が主体となって取り組む事項とを整理し、より一層メリハリを

つけた技術開発が望まれる。 

プロジェクトを進める中での民間移転を継

続的に整理し実施したします。 

 

 

基本的な技術開発は一定の成果を得たことから現場への適用

や応用に軸足を移していくとのことについて評価する。一方

で、基礎研究から応用研究（技術移転や製品化等を含む）への

移行には、まだ多くの解決すべき課題があると考えられること

から、予算的・人的な手当も含め、今後も着実に取り組まれる

ことを期待する。 

開発した技術の現場適用（環境動態研究へ

の反映）や原子力防災への応用において解

決すべき課題を明確にし、実際の現場への

適用を通じて解決策を講じつつその有効性

を確認していきます。その際、外部資金の

獲得に努めるとともに、適切に技術移転を

図り効率的な体制で取り組みを進めてまい

ります。 

帰還困難区域では、特定復興再生拠点区域の整備が本格化して

いる状況にあり、事故から 8 年が経過した現時点においても機

構の環境モニタリング・マッピング技術に期待されているとこ

ろは大きい。引き続き、開発してきた技術の適用や応用研究に

加え、行政等のニーズを戦略的に掘り起こし、先行的に研究開

発を進め、アウトカムに円滑につなげていくことが望まれる。 

今後とも、放射線測定のニーズを明確化す

るとともに、迅速に対応できるように先行

的に技術開発を進めます。 

特に復興拠点の解除に向けた放射線防護対

策に関わる行政の取り組みにおいては、機

構の総合的技術力への期待も大きいことか

ら、行政等が何に期待するか先を見通しつ

つ積極的に取り組んでまいります。 

②福島長期環境動態研究  

全体として所定の計画に対して研究成果が着実に創出され、外

部からの要請に答えた計画の追加に対しても柔軟かつ迅速な

対応がなされるとともに、環境動態研究で得られた成果の地域

への還元についても積極的に実施している点を高く評価する。 

県や自治体との連携をさらに強化し、避難

指示解除・住民の方々の帰還が進むにつれ

て明らかになってきたニーズの高い課題の

抽出を進め、解決に向け取り組んでまいり

ます。また、地域のニーズを考慮した成果

の取りまとめや情報公表・提供を引き続き

進めてまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（2/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

①環境モニタリング・マッピング技術開発（続き）  
現場への実用化に当たっては、放射線計測技術の開発に加え、

無人ヘリや無人機のオペレーターの養成等も併せて重要な課

題になると考える。機構が主体となって取り組む事項と民間等

が主体となって取り組む事項とを整理し、より一層メリハリを

つけた技術開発が望まれる。 

プロジェクトを進める中での民間移転を継

続的に整理し実施したします。 

 

 

基本的な技術開発は一定の成果を得たことから現場への適用

や応用に軸足を移していくとのことについて評価する。一方

で、基礎研究から応用研究（技術移転や製品化等を含む）への

移行には、まだ多くの解決すべき課題があると考えられること

から、予算的・人的な手当も含め、今後も着実に取り組まれる

ことを期待する。 

開発した技術の現場適用（環境動態研究へ

の反映）や原子力防災への応用において解

決すべき課題を明確にし、実際の現場への

適用を通じて解決策を講じつつその有効性

を確認していきます。その際、外部資金の

獲得に努めるとともに、適切に技術移転を

図り効率的な体制で取り組みを進めてまい

ります。 

帰還困難区域では、特定復興再生拠点区域の整備が本格化して

いる状況にあり、事故から 8 年が経過した現時点においても機

構の環境モニタリング・マッピング技術に期待されているとこ

ろは大きい。引き続き、開発してきた技術の適用や応用研究に

加え、行政等のニーズを戦略的に掘り起こし、先行的に研究開

発を進め、アウトカムに円滑につなげていくことが望まれる。 

今後とも、放射線測定のニーズを明確化す

るとともに、迅速に対応できるように先行

的に技術開発を進めます。 

特に復興拠点の解除に向けた放射線防護対

策に関わる行政の取り組みにおいては、機

構の総合的技術力への期待も大きいことか

ら、行政等が何に期待するか先を見通しつ

つ積極的に取り組んでまいります。 

②福島長期環境動態研究  

全体として所定の計画に対して研究成果が着実に創出され、外

部からの要請に答えた計画の追加に対しても柔軟かつ迅速な

対応がなされるとともに、環境動態研究で得られた成果の地域

への還元についても積極的に実施している点を高く評価する。 

県や自治体との連携をさらに強化し、避難

指示解除・住民の方々の帰還が進むにつれ

て明らかになってきたニーズの高い課題の

抽出を進め、解決に向け取り組んでまいり

ます。また、地域のニーズを考慮した成果

の取りまとめや情報公表・提供を引き続き

進めてまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（3/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

② 福島長期環境動態研究（続き）  
特に、福島県環境創造センターで活動する 3 機関（機構、福島

県、国立環境研究所）が協同で対応した浪江町十万山林野火災

時の動態解明等、突発的な課題に対する対応も適切であり、自

治体や住民の懸念払拭に貢献したことは、成果の最大化に向け

た取組の結果であり、高く評価されるものである。 

今後も、災害等の突発的な事象に対しては、

福島県環境創造センターを核として早急か

つ適切に取り組みを進められるよう、三機

関および創造センター内各部門の間で引き

続き緊密に連携してまいります。 

研究成果が多数の論文として公表されていることに加え、福島

環境情報サイトを通じて環境モニタリングデータベースや環

境動態研究で得られた知見を Q&A 方式で取りまとめた根拠情

報 Q&A などがホームページ上で公開される等、これまでに得

られた研究成果が利用者の興味や知識に応じた形で体系的か

つ着実に公表が進んでいる点を高く評価する。 

多様なユーザーのニーズを考慮した多層的

な成果の取りまとめや情報公表を、引き続

き進めてまいります。 

森林、河川、ダム等の継続的な環境動態調査を通じて、流域に

おける Cs の流出量が非常に小さくその大部分が森林内に長期

に留まることや溶存態 Cs の挙動が生態系の Cs 蓄積に影響を

与えること等を定量的に評価し、今後、環境回復の上で長期的

な課題となる事項を絞り込むことができたことは評価できる。 

長期的な課題については、チェルノブイリ

事故時の知見や、1F 事故の特徴や地域の懸

念事項を考慮して、取り組むべきニーズの

高い課題を適切に抽出しつつ、福島県をは

じめとする関係機関と引き続き連携しなが

ら取り組んでまいります。 

生活圏における Cs の動態評価のための様々なモデル解析ツー

ル（SACT、GETFLOWS、ADRET、3D-ADRES 等）の整備が着

実になされているものの、それぞれのモデルの有効性、使いや

すさ、パラメータの必要性等を含めた検証が必要である。 

整備してきた様々なモデル解析ツールにつ

いては、段階的に自治体に提供し利用いた

だき、それぞれのモデルの有効性、使いや

すさについてご意見を頂いて、よりよいも

のとなるようフィードバックをかけてまい

ります。また、実測値との比較によるモデ

ルの検証を進め、必要に応じてパラメータ

の見直しを行ってまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（4/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

②福島長期環境動態研究（続き）  

今後は、帰還困難区域を中心として、まだ基準値を超えた農林

水産物（キノコや淡水魚）等の生態系への Cs 移行等の課題に

取り組むことが重要と考えるが、国内外の研究機関やニーズを

有する福島県や地元自治体と連携を強化して進めていくこと

を期待する。 

生態系への移行については、国内研究機関

と引き続き連携しながら、課題に取り組ん

でまいります。また、県や自治体との連携

をさらに強化し、避難指示解除・住民の方々

の帰還が進むにつれて明らかになってきた

ニーズの高い課題の抽出を進め、解決に向

け取り組んでまいります。 

福島環境情報サイトを充実させ、これまでに得られたデータや

知見をしっかりとアーカイブし、事故直後の状況について解析

や解明が進むように、成果を取りまとめることを期待する。ま

た、サイト上の情報が利用者にどのように活用されたのか等の

ユーザビリティに関しても合わせて評価することにより、サイ

トの有効性を高める取り組みにつながることが期待される。さ

らに、住民の生活と直結したよりわかりやすい情報の発信を進

めていくことを期待する。 

 

引き続きデータベースの拡充、知見のアー

カイブ化、定期的なサイトの更新等を進め、

福島環境情報サイトを充実させてまいりま

す。また、サイト上の情報が利用者にどの

ように活用されたのか等を、ログ記録やお

問い合わせ窓口に寄せられるご意見等を参

考に、サイトの有効性を高める取り組みに

つなげてまいります。さらに、住民の生活

と直結したよりわかりやすい情報の発信に

ついても寄せられるご意見を基にさらに追

求してまいります。 

③除染・減容技術の高度化  
全体として所定の計画に対して成果が着実に創出され、研究開

発の観点から一定の評価はできるが、技術の実効性や実規模へ

の拡大可能性などの観点からすれば、一部の課題については困

難なテーマ設定であったと考えられる。その意味で、本中期計

画の半ばを目途にいくつかのテーマを終了させた点は、研究開

発の状況を踏まえた判断としては妥当であり、評価できる。 

今後、ニーズ・成果反映時期・実証の可能

性などの事前検討を踏まえたテーマ選定や

社会情勢の変化に応じた実施内容の見直し

など、効果的・効率的な研究開発に努めて

まいります。 

 

除去土壌等の分別・減容等の処理技術開発については、環境省

の受託事業として、減容技術や再生利用の現状や課題を明らか

にするとともに再生利用に伴う被ばく評価の考え方を整理し、

国の減容・再生利用技術戦略の策定に大きく貢献した点を高く

評価する。 

今後も国や自治体等のニーズを踏まえた支

援に努め、復旧・復興の推進を支援できる

よう努めてまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（4/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

②福島長期環境動態研究（続き）  

今後は、帰還困難区域を中心として、まだ基準値を超えた農林

水産物（キノコや淡水魚）等の生態系への Cs 移行等の課題に

取り組むことが重要と考えるが、国内外の研究機関やニーズを

有する福島県や地元自治体と連携を強化して進めていくこと

を期待する。 

生態系への移行については、国内研究機関

と引き続き連携しながら、課題に取り組ん

でまいります。また、県や自治体との連携

をさらに強化し、避難指示解除・住民の方々

の帰還が進むにつれて明らかになってきた

ニーズの高い課題の抽出を進め、解決に向

け取り組んでまいります。 

福島環境情報サイトを充実させ、これまでに得られたデータや

知見をしっかりとアーカイブし、事故直後の状況について解析

や解明が進むように、成果を取りまとめることを期待する。ま

た、サイト上の情報が利用者にどのように活用されたのか等の

ユーザビリティに関しても合わせて評価することにより、サイ

トの有効性を高める取り組みにつながることが期待される。さ

らに、住民の生活と直結したよりわかりやすい情報の発信を進

めていくことを期待する。 

 

引き続きデータベースの拡充、知見のアー

カイブ化、定期的なサイトの更新等を進め、

福島環境情報サイトを充実させてまいりま

す。また、サイト上の情報が利用者にどの

ように活用されたのか等を、ログ記録やお

問い合わせ窓口に寄せられるご意見等を参

考に、サイトの有効性を高める取り組みに

つなげてまいります。さらに、住民の生活

と直結したよりわかりやすい情報の発信に

ついても寄せられるご意見を基にさらに追

求してまいります。 

③除染・減容技術の高度化  
全体として所定の計画に対して成果が着実に創出され、研究開

発の観点から一定の評価はできるが、技術の実効性や実規模へ

の拡大可能性などの観点からすれば、一部の課題については困

難なテーマ設定であったと考えられる。その意味で、本中期計

画の半ばを目途にいくつかのテーマを終了させた点は、研究開

発の状況を踏まえた判断としては妥当であり、評価できる。 

今後、ニーズ・成果反映時期・実証の可能

性などの事前検討を踏まえたテーマ選定や

社会情勢の変化に応じた実施内容の見直し

など、効果的・効率的な研究開発に努めて

まいります。 

 

除去土壌等の分別・減容等の処理技術開発については、環境省

の受託事業として、減容技術や再生利用の現状や課題を明らか

にするとともに再生利用に伴う被ばく評価の考え方を整理し、

国の減容・再生利用技術戦略の策定に大きく貢献した点を高く

評価する。 

今後も国や自治体等のニーズを踏まえた支

援に努め、復旧・復興の推進を支援できる

よう努めてまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（5/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

③除染・減容技術の高度化（続き）  

除染効果システム（RESET）の高度化・実証については、除染

範囲の決定や自治体の帰還等の検討にも活用され、十分な成果

およびアウトカムが示された点を高く評価するとともに、今

後、特定復興再生拠点区域における除染活動に大いに反映され

ていくものと期待される。 

今後もシステムの高精度化に取組みつつ、

地域や行政のニーズを踏まえた情報提供等

に努めてまいります。 

 

Cs 吸脱着挙動に関する基礎研究については、多数の論文が公

表されており、学術的に価値の高い成果が創出されていること

のみならず、除染・処理・再生利用技術の基盤となる成果を提

供されたことを評価する。 

今後は環境動態研究にも成果を展開するな

ど、基礎研究成果の幅広い活用に努めてま

いります。 

「放射線に関するご質問に答える会」をはじめとして、コミュ

ニケーション・原子力人材育成活動に、多くの研究者や科学の

専門性を有する方々が参画されている。これは、専門知識を有

する人々が現地の方々と関わり、科学的知識や実際の環境を鑑

みて、交流していった非常に貴重な事例だと考える。このため、

2011 年以降これまでの、この活動を行った方々の行った内容、

気づき、考え方の変化等を事例として取りまとめることを期待

する。 

今後、事例等の報告・公表のあり方等につ

いて検討いたします。 

 

 

 

ポリイオン等による Cs 移行抑制、磁気分離、グリセリン溶解

法など終了する個々の技術開発については、実用化に向けた課

題をより明示的に抽出することが望ましい。 

技術開発に係る報告書等の作成時に、実用

化に向けた課題を明示するように対応いた

します。 

除染・減容技術の高度化に関しては、除染効果システム

（RESET）の高度化や Cs 吸脱着挙動に関する基礎研究等のい

くつかのテーマを除き、一定の成果及び課題の抽出をもって技

術開発の側面からは終了する方針が示されたものの、市民・社

会の理解を得て除去土壌等の中間貯蔵や最終処分を実現して

いくためには、今後も機構が担う役割があるものと考えられ

る。これらについて、今後もフォローできる体制を残しつつ的

確な対応を継続していくことを期待する。 

今後も国や地方自治体等のニーズを把握

し、機構として取り組むべき項目に的確に

対応できる体制の維持に努めてまいりま

す。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（6/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

④その他 

（国内外他機関との連携、若手研究者の育成・支援、イノベー

ション創出への取組み、今後の研究開発の取組み（体制・予算

等を含む）） 

 

各課題とも、復旧・復興状況に応じた研究の追加・修正が適切

になされ、また、多くの研究の成果が、その時々の行政需要や

住民の期待に対応したものとなっており、今後の地域の復興に

大きく貢献することが期待される。引き続き、関係機関との連

携を図りながら、研究の深化・加速化を図るとともに、状況の

変化に応じた研究内容の見直しを行い、地域に貢献する研究を

進めてほしい。 

機構の果たすべき役割等について検討し、

外部機関との連携を強化し、事業を進めて

まいります。 

原子力防災・放射線計測の分野においてクロスボーダーアクシ

デント等に備えて隣国の韓国との連携を強化していることは

高く評価できる。また、LBNL との共同研究により、空間放射

線統合マップの高精度化に成功したことも評価できる。 

今後も、海外との研究機関との共同研究、

情報交換等を通じて連携を強化してまいり

ます。 

環境動態研究でこれほど大型のプロジェクトは他に存在しな

い。さらに今後、関連のプロジェクトが減少していくことが予

想されることからも、本プロジェクトが国内のオフサイト研究

の柱として機能し、国内の研究を総括するような役割を担って

いくことを期待する。一方で、機構の現地研究が長くなればな

るほど復興から遠ざかる（復興が遠い）という印象を与えるパ

ラドクスになる可能性がある。主体を福島県や地元に徐々に移

しつつ、機構が側面をサポートするという体制が将来的には望

ましい。 

平成 31 年度からスタートする環境動態に

関する共同利用・共同研究拠点の連携研究

機関の一つとして、これまでの研究成果を

活かして、国内外の環境動態研究ネットワ

ークの構築を進めてまいります。 

長期的な課題については、チェルノブイリ

事故時の知見や、1F 事故の特徴や地域の懸

念事項を考慮して、取り組むべきニーズの

高い課題を適切に抽出しつつ、福島県をは

じめとする関係機関と引き続き連携しなが

ら取り組んでまいります。 

環境回復研究は今後も長期的な対応が必要なテーマであり、若

手人材の育成支援を積極的に行っている点は評価できる。予算

等の制約の中で、持続可能な人材確保と育成については課題で

あると思われる。また、自然科学分野だけでなく、社会実装に

つなげる専門性をもつ社会科学分野の人材など、今後は人材の

多様性に関する戦略も必要であると思われる。 

持続的な人材確保と育成のために教育機関

とも連携を図り、積極的に出前授業や実習

などを実施しています。人材の多様性の観

点にも留意し、引き続き、人材確保と育成

に取り組んでまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（6/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

④その他 

（国内外他機関との連携、若手研究者の育成・支援、イノベー

ション創出への取組み、今後の研究開発の取組み（体制・予算

等を含む）） 

 

各課題とも、復旧・復興状況に応じた研究の追加・修正が適切

になされ、また、多くの研究の成果が、その時々の行政需要や

住民の期待に対応したものとなっており、今後の地域の復興に

大きく貢献することが期待される。引き続き、関係機関との連

携を図りながら、研究の深化・加速化を図るとともに、状況の

変化に応じた研究内容の見直しを行い、地域に貢献する研究を

進めてほしい。 

機構の果たすべき役割等について検討し、

外部機関との連携を強化し、事業を進めて

まいります。 

原子力防災・放射線計測の分野においてクロスボーダーアクシ

デント等に備えて隣国の韓国との連携を強化していることは

高く評価できる。また、LBNL との共同研究により、空間放射

線統合マップの高精度化に成功したことも評価できる。 

今後も、海外との研究機関との共同研究、

情報交換等を通じて連携を強化してまいり

ます。 

環境動態研究でこれほど大型のプロジェクトは他に存在しな

い。さらに今後、関連のプロジェクトが減少していくことが予

想されることからも、本プロジェクトが国内のオフサイト研究

の柱として機能し、国内の研究を総括するような役割を担って

いくことを期待する。一方で、機構の現地研究が長くなればな

るほど復興から遠ざかる（復興が遠い）という印象を与えるパ

ラドクスになる可能性がある。主体を福島県や地元に徐々に移

しつつ、機構が側面をサポートするという体制が将来的には望

ましい。 

平成 31 年度からスタートする環境動態に

関する共同利用・共同研究拠点の連携研究

機関の一つとして、これまでの研究成果を

活かして、国内外の環境動態研究ネットワ

ークの構築を進めてまいります。 

長期的な課題については、チェルノブイリ

事故時の知見や、1F 事故の特徴や地域の懸

念事項を考慮して、取り組むべきニーズの

高い課題を適切に抽出しつつ、福島県をは

じめとする関係機関と引き続き連携しなが

ら取り組んでまいります。 

環境回復研究は今後も長期的な対応が必要なテーマであり、若

手人材の育成支援を積極的に行っている点は評価できる。予算

等の制約の中で、持続可能な人材確保と育成については課題で

あると思われる。また、自然科学分野だけでなく、社会実装に

つなげる専門性をもつ社会科学分野の人材など、今後は人材の

多様性に関する戦略も必要であると思われる。 

持続的な人材確保と育成のために教育機関

とも連携を図り、積極的に出前授業や実習

などを実施しています。人材の多様性の観

点にも留意し、引き続き、人材確保と育成

に取り組んでまいります。 
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表-1 委員の主たる意見・提言に対する原子力機構の措置（7/7） 

答申書意見 機構の対応措置 

④その他 

（国内外他機関との連携、若手研究者の育成・支援、イノベー

ション創出への取組み、今後の研究開発の取組み（体制・予算

等を含む））（続き） 

 

研究の推進にあたり、多くの外部資金を獲得して進捗・充実を

図っており、高く評価できる。復興特会が終了することも見越

して、外部機関との連携を含めた競争的研究予算の獲得なども

視野に入れて、検討していく必要がある。 

復興特会終了後の機構の果たすべき役割等

について検討し、外部機関との連携を強化

するとともに、必要な予算の獲得に努めて

まいります。 

研究成果のより着実な技術移転を図るために、特許など知的財

産権の取得なども積極的に進めることを期待したい。 

これまでに開発した技術の一部については

既に特許申請を行うなどしており、今後も

積極的に知的財産権の取得に努めてまいり

ます。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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